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１ 調達案件の概要 

(１) 調達件名 

令和８年度農地・農業用施設等災害復旧支援システム被害把握ツール運用・保守・クラ

ウドサービス提供業務 

 

(２) 調達の背景 

近年、豪雨、暴風雨等の自然災害が激甚化、頻発化する中で、農地・農業用施設の被害

は拡大しており、災害復旧実施箇所数が増加傾向にある。 

一方で、災害復旧事業の実施主体となる地方公共団体（都道府県、市町村）では、技術

系職員が減少しており、災害発生時の緊急的な対応として、技術系職員を十分に配置し、

災害復旧事業を迅速かつ的確に実施して早期復旧を行うことが難しい状況になっている。 

 

(３) 調達目的及び調達の期待する効果 

農林水産省では、被災した農地・農業用施設の早期復旧を図ることを目的に、全国の地

方公共団体職員が行う災害復旧事業に係る業務（被害把握、被害報告、査定設計書作成

及び査定実施等）の効率化、迅速化を実現する「農地・農業用施設等災害復旧支援システ

ム」（以下「支援システム」という。）を構築することとしている。 

本業務は、支援システムのうち、被害状況の把握と当該情報の関係機関への共有を迅

速に行うためのツール（以下「被害把握ツール」という。）の運用・保守を行うものである。 

 

(４) 業務・情報システムの概要 

本業務は、全国の市町村、都道府県、農政局、農林水産省における事業の関係者が利

用する支援システムの運用・保守を行うものであり、支援システム及び本業務の概要は次

のとおりである。 

ア 支援システム 

支援システムは、以下に示す被害把握効率化のための「被害把握ツール」と災害事務効

率化のための「災害事務ツール」（仮称）（本業務の対象外）で構成される。 

（ア） 被害把握ツール 

スマートフォン等を用いた被害状況の把握と当該情報の関係機関への共有を行うた

めのツールであり、事務手続の省力化（市、県単位による自動集計等）を可能とする。 

（イ） 災害事務ツール（仮称） 【本業務の対象外】 

 被害報告、査定設計書、補助金交付申請に係るデータ等をオンライン上のデータベー

ス（災害ＤＢ）で一元管理するためのツールであり、自動集計（市町村、都道府県単位）

や所定の帳票への自動反映を実現する。これにより、ペーパーレスによるリモート査定

や遠隔地からの技術支援が可能となる。 
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図 1-1 支援システムの概要図 

 
 

 
図 1-2 支援システムを活用した災害復旧に係る業務フロー図 
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図 1-3 支援システム構成図 

 

イ MAFF クラウドの利用 

平成 30 年６月に、「政府情報システムにおけるクラウドサービスの利用に係る基本

方針」が決定（最終改定は、令和７年５月 27 日）された。この中で、「クラウド・バイ・デ

フォルトの原則」が政府方針として出されている。 

これらの状況を踏まえ、本システムはパブリッククラウドを利用する。 

農林水産省では、政府全体の動向や利用者視点に立った、あるべき農林水産行

政の姿を踏まえ、令和４年６月７日に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた

重点計画」を受けて、「デジタル社会の形成に向けた農林水産省中長期計画」（令和４

年 10 月５日に農林水産行政情報化推進委員会決定）を策定した。 

同計画では、品質・低コスト・スピードを兼ね備えた行政サービスに向けて、 ガバメ

ントクラウド、ガバメントソリューショ ンサービス（GSS）、ベースレジストリ等の共通機

能について、農林水産省の各情報システムの状況を踏まえ、活用できるものについ

てはその活用を徹底するとしている。その上で、農林水産省では、クラウドの共通基

盤を整備し、パブリッククラウドへの移行・運用に必要な最小限の共通機能を提供す

るとともに、情報システムの状況に応じて適切なクラウドへの移行方式を選択した上

で円滑にクラウド移行できるよう支援を行っている。なお、当該共通機能を利用する

パブリッククラウドを MAFF クラウドと言い、総合的な支援活動を行う組織を MAFF ク

ラウド CoE という。   
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本システムは MAFF クラウドを利用しており、本調達期間においても引き続き

MAFF クラウドを利用することを前提とする。 

 

 
図 1-4 MAFF クラウドの構成イメージ 

 
(５) 契約期間 

令和８年４月１日から令和９年３月 31 日まで 

 

(６) 作業スケジュール 

作業スケジュールは次のとおり想定している。 

 

図 1 作業スケジュール 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

調達

運用・保守

クラウドサービス提供

令和８年度対象シ
ステム

作業項目 令和７年度

令和８年度
農地・農業用施設等災害復旧支援システム被
害把握ツール運用・保守・クラウドサービス
提供業務

 

 

２ 調達案件及び関連調達案件 

(１) 調達範囲 

本調達では、本システムのクラウド化に係る開発後のシステムの運用保守業務を行うも

のとする。 

本業務にパブリッククラウドにおけるクラウドサービスの提供業務も含めることとする。 

また、クラウドサービスの提供に係る費用及び利用料並びに別紙５に示す被害把握ツー
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ルの提供に必要な ArcGIS のライセンス費用は、受注者の負担とする。 

 

(２) 調達案件の一覧 

調達案件及びこれと関連する調達案件の調達単位、調達の方式、実施時期等は次の表

のとおりである。 

表 1 関連する調達案件の一覧 

No 調達案件名 調達の方式 契約締結日 意見招請 

入札公告 

落札者決定 

契約期間 

1 【本調達】 

令和８年度農地・

農業用施設等災害

復旧支援システム

被害把握ツール運

用・保守・クラウ

ドサービス提供業

務 

随意契約 令和８年４月１日 

－ 

令和７年９月頃 

令和８年３月頃 

令和８年４月から

令和９年３月まで 

【関連する調達】 

2 令和８年度農地・

農業用施設等災害

復旧支援システム

災害事務ツール設

計・開発業務（仮

称） 

一般競争 

（総合評価） 
令和８年４月頃 

－ 

令和８年１月頃 

令和８年４月頃 

令和８年４月から

令和９年３月まで 

 

 

図 2 調達案件及びこれと関連する調達案件の調達単位、調達の方式、実施時期等 

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

調達

　調達

令和8年度
調達とスケジュール

令和８年度
農地・農業用施設等災害復旧支援システム災害事務ツー
ル設計・開発業務（仮称）

令和7年度

【本調達】令和８年度
農地・農業用施設等災害復旧支援システム被害把握ツー
ル運用・保守・クラウドサービス提供業務

設計・開発

運用・保守、クラウドサービス提供
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３ 情報セキュリティ対策 

クラウドアーキテクトのベストプラクティス（AWS の場合 AWS Well-Architected Framework）及

び「情報システムに係る政府調達におけるセキュリティ要件策定マニュアル 別冊クラウド設

計・開発編」に準拠すること。 

 

４ 情報システムに求める要件 

運用・保守の実施に当たっては、「別紙１ 要件定義書」の各要件を満たすこと。 

 

５ 作業の実施内容 

(１) 運用・保守計画及び運用・保守実施要領の作成支援 

受注者は、担当部署が運用・保守計画及び運用・保守実施要領を作成するに当たり、具

体的な作業内容や実施時間、実施サイクル等に関する資料作成等の支援を行うこと。 

なお、運用・保守計画及び運用・保守実施要領の記載内容は、デジタル・ガバメント推進

標準ガイドライン「第９章 運用及び保守」で定義されている事項を踏まえたものとする。 

(２) クラウドサービスを運用保守する場合の前提 

ア 受注者は、前年度の農地・農業用施設等災害復旧支援システム被害把握ツール整備・

実証業務の事業者からパブリッククラウド上に構築された情報システムの引継ぎを受け、

アカウントの契約の移管を行い、環境を維持すること。 

イ 受注者は、構成管理及びパッチの適用について自動化すること。なお、自動化とは、対

象を選定し、タイミングをコントロールして適用することをいう。 

ウ 受注者は、原則、メンテナンスの際に踏み台サーバを独自で構築せず、クラウドサービ

スプロバイダーのサービス（AWS の場合、AWS Systems Manager Session Manager ・

AWS Systems Manager Fleet Manager。）を利用すること。 

エ 受注者は、ソフトウェアの情報をクラウドサービスの機能（AWS の場合、SSM（AWS 

Systems Manager）。） を利用して自動取得すること。 

オ 受注者は、以下（ア）又は（イ）のいずれかの条件を満たすこと。 

(ア) クラウドサービスプロバイダーから代理店の認定を受け、かつ AWS Solution 

Provider Program（SPP）の登録を受けていること。加えて、本案件の関係者が、日

本国内のクラウドサービスプロバイダーから日本語で契約や技術に関するサポー

トを受けられる商流であること。 

(イ) 国内企業のディストリビュータ経由でクラウドサービスの再販が可能であること。 

(３) クラウド及びアプリケーションの定常時対応 

ア 受注者は、「別紙１ 要件定義書」の運用・保守要件に示す定常時運用業務（システム

操作、運転管理・監視、稼動状況監視、サービスデスク提供、定期点検、不具合受付等）

を行うこと。具体的な実施内容・手順は担当部署が定める運用・保守計画に基づいて行

うこと。 
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イ 受注者は、運用・保守計画及び運用・保守実施要領に基づき、運用業務の内容や工数

などの作業実績状況、サービスレベルの達成状況、情報システムの構成と運転状況

（情報セキュリティ監視状況、情報システムのぜい弱性への対応状況を含む。）、情報シ

ステムの利用者サポート、教育・訓練状況、リスク・課題の把握・対応状況について月次

で運用・保守作業報告書を取りまとめること。 

ウ 受注者は、ソフトウェア製品の保守の実施において、ソフトウェア製品の構成に変更が

生じる場合には、担当部署にその旨を報告し、変更後の環境がライセンスの許諾条件

に合致するか否かの確認を受けること。また、自動取得したソフトウェアの情報を把握し、

担当部署の求めに応じて最新の構成情報の出力結果を提出すること。 

エ ソフトウェアにセキュリティのぜい弱性が見つかった場合は、対応策について計画し、承

認を得た上で対応すること。 

オ 受注者は、パッチの自動適用を用いて、検証環境や品質保証環境などを用いてパッチ

ベースラインを検証し、その後に本番環境にパッチを適用するなど、パッチのリリース管

理を行うこと。 

なお、パッチ適用に起因する不具合が出た際に行う切り戻しやアプリケーション修正な

どの対応を予め計画すること。 

カ 受注者は、保守作業でプログラムの修正を行った場合、設計書等の更新を行い、テスト

を行った上で本番環境へ適用すること。改修の際に作成、更新した資料は、担当部署

へ提出すること。 

キ セキュリティ管理として、（AWS の場合 SecurityHub）が発報したセキュリティアラートにつ

いて、対応ならびに無効化／抑制を検討するものとする。なお、新たなルールの追加に

ついて、迅速に対応するものとする。 

ク 受注者は、月間の運用・保守実績を評価し、達成状況が目標に満たない場合はその要

因の分析を行うとともに、達成状況の改善に向けた対応策を提案すること。 

ケ 受注者は、運用・保守作業報告書の内容について、月例の定期運用・保守会議に出席

し、その内容を報告すること。 

コ 受注者は、担当部署が、情報システム運用継続計画を作成又は更新するにあたり、情

報提供等の支援を行うこと。 

サ 受注者は、インフラの設定変更があった場合は設計書等の更新版（パラメータシート含

む）を、担当部署に提出すること。 

シ 受注者は、農林水産省クラウド利用ガイドライン別紙 1_共通機能_利用申請書の内容

（システム構成を含む）に変更がある場合、資料を更新し、担当部署と MAFF クラウド

CoE の確認を受けること。 

ス 受注者は、インベントリ情報を収集するため、設定作業（AWS の場合、Systems 

Manager Inventory と EC2 の設定。）を実施すること。 

なお、インベントリ収集機能はコンテナの構成管理に対応していないため、コンテナを利
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用しているシステムは、MAFF クラウド利用ガイドラインの記載を参考に、脆弱性対策を

実施すること。 

セ 運用・保守対象のシステム環境は本番環境、検証環境の 2 環境とする。検証環境につ

いては真に必要とされる曜日、時間帯のみ利用し、利用しない際は、EventBridge スケ

ジューラー等のマネージドサービスを活用して自動で起動停止する仕組みを運用するこ

と。 

(４) 障害発生時対応 

ア 受注者は、情報システムの障害発生時（又は発生が見込まれる時）には、速やかに担

当部署に報告するとともに、その緊急度及び影響度を判断の上、「別紙１ 要件定義書」

の運用要件に示す障害発生時運用業務（障害検知、障害発生箇所の切り分け、関係

する事業者への連絡、復旧確認、報告等）及び、「別紙１ 要件定義書」の保守要件に

示す障害発生時保守作業（原因調査、応急措置、報告等）を行うこと。 

イ 障害には、情報セキュリティインシデントを含めるものとする。具体的な実施内容・手順

は担当部署が定める運用・保守計画及び運用・保守実施要領に基づいて行うこと。 

ウ 受注者は、情報システムの障害に関して事象の分析（発生原因、影響度、過去の発生

実績、再発可能性等）を行い、同様の事象が将来にわたって発生する可能性がある場

合には、恒久的な対応策を提案すること。 

エ 受注者は、災害等の発生時には、担当部署の指示を受けて、情報システム運用継続計

画に基づく運用業務を実施すること。なお、災害等の発生に備え、最低年 1 回は事前訓

練を実施すること。 

(５) 情報システムの現況確認支援 

ア 受注者は、年１回、担当部署の指示に基づき、情報資産管理データと情報システムの

現況との突合・確認（以下「現況確認」という。）を支援すること。 

イ なお、MAFF クラウドを利用している場合、MAFF クラウドから提供されるインベントリ情

報を活用することで、現況との突合確認は省略することも可とするが、インベントリ情報

から収集できない製品が含まれる場合は、当該製品の構成情報の取得を行うこと。 

ウ 受注者は、現況確認の結果、情報資産管理データと情報システムの現況との間の差異

がみられる場合は、運用実施要領に定める変更管理方法に従い、差異を解消すること。 

エ 受注者は、現況確認の結果、ライセンス許諾条件に合致しない状況が認められる場合

は、当該条件への適合可否、条件等を調査の上担当部署に報告すること。 

オ 受注者は、現況確認の結果、サポート切れのソフトウェア製品の使用が明らかとなった

場合は、当該製品の更新の可否、更新した場合の影響の有無等を調査の上担当部署

に報告すること。 

(６) クラウドサービスを利用している際の運用・保守作業の改善提案 

ア 受注者は、年度末までに 2 回運用・保守実績を取りまとめるとともに、必要に応じて運

用・保守計画、運用・保守実施要領に対する改善提案を行うこと。取りまとめ時期は、担
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当部署が別途指示する。なお、上記の改善提案に当たっては、パブリッククラウドの運

用体制において、マネージドサービスプロバイダーが提供している共有型のクラウド運

用・保守サービスの活用についても検討し整理することとする。 

イ 検討した結果、MSP サービスの活用を運用・保守計画に組み込めた場合は、実際にサ

ービス等の活用を開始すること。 

ウ また、上記の改善提案に当たっては、クラウドサービスプロバイダーが提供する ベスト

プラクティス準拠状況を定期的に調査（AWS の場合、Trusted Advisor。）し、検出項目の

対応可否を検討し、担当部署の承認の上、対応すること。 

エ クラウド利用料について、最低四半期に 1 度の頻度で Cost Explorer、Compute 

Optimizer、コスト最適化ハブ等の分析サービスを活用し、クラウド利用料を削減する方

策を検討し、担当部署と協議の上、即座に実行できる削減策については速やかに実施

すること。 

オ クラウド構成のベストプラクティス（AWS の場合、AWS Well-Architected フレームワーク）

を活用し、年に 1 度システムが適切に運用されているかチェックし、次年度の改善点を

整理すること。 

カ 受注者は、クラウドサービスの利用実績について、利用明細書の写し及び月額の運用

サービスの費用実績（MSP サービスを利用した場合）を一覧表にとりまとめ、半年分と 1

年分を年に 2 回担当部署に提出すること。また、MSP サービスを利用した場合等の運

用サービスの共通化の効果を定量で説明すること。 

キ 受注者は、担当部署の求めに応じ、クラウドサービスを含めた情報システムの構成を適

切に見直すための資料（AWS Cost Explorer、AWS Trusted Advisor、AWS CUR 等の出

力結果）を提出すること。 

なお、運用サービスの共通化とは、以下の取組とする。 

①受注者が自社で MSP サービスを提供している企業の場合はそれを利用すること。 

②受注者が自社で MSP サービスを提供していない企業は、運用品質の均一化と不

要なコストを削減するために 

i)外部企業が提供する MSP サービスを利用すること、又は 

ii) 複数の運用案件を受注することで、自社内で運用サービス（サービスデスク、監視

サービス等）の Shared service（シェアードサービス）に取り組み、費用を逓減すること。 

ク クラウド利用料について、提出した実績を踏まえ、当該年度の９月末までに次年度の利

用内容及び契約予定額を担当部署と協議する。また、クラウド利用料等の実績より、ク

ラウドサービスの稼働状況やコストの遷移から、見積の作成、不要リソースの削除検討

を行うものとする。 

ケ 改善提案を作成したら担当部署ならびに PMO／MAFF クラウド CoE に報告すること。 

コ 本システムのインフラ環境とマネージドサービスは IaC テンプレートにより構築されてい

るため、運用・保守作業の中で発生するそれらサービスに対する設定変更作業につい
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ては、原則マネジメントコンソールから実施せず、IaC テンプレートから変更を適用するこ

ととし、システム環境と IaC テンプレート間のドリフトを発生させないよう十分に留意する

こと。 

(７) 軽微なプログラム修正対応 

   軽微なプログラム修正対応については、事前に担当部署と修正内容、作業スケジュー

ルを調整の上、詳細設計、プログラムの改修、プログラムテスト及び適用作業を実施する

ものとする。 

   なお、軽微な変更とは以下に示すプログラム修正作業を想定しており、17 人月を見込ん

でいる。 

   1 件あたりの作業工数が大きくなる場合は、別途対応を協議するものとする。 

ア プログラム修正対応 

(ア) 作業概要 

１） 障害対応及びシステムの不具合を解決するために必要なプログラム修正を実施す

るものとする。 

２） 基準類の改訂に伴う仕様変更、ユーザビリティ向上のための軽微な仕様変更を実

施するものとする。 

３） クラウドサービスのリリースに伴う影響分析、バージョンアップに伴う影響分析から

プログラム修正の必要性を検討し、担当部署とプログラム修正の適否を打合せす

るものとする。なお、プログラム修正の実施が必要となった場合については別途対

応を担当部署と協議するものとする。 

イ 機能改修時における留意点 

受注者は、本業務において、機能改修を行う際には、システム設計・開発計画書の案を

作成し、担当部署の承認を受けること。 

なお、システム設計・開発計画書の記載内容は、「標準ガイドライン」「第７章 設計・開発」

で定義されている事項を踏まえたものとする。 

(８) クラウドサービスを利用している際の運用・保守作業の引継ぎ 

ア 受注者は、担当部署が本システムの更改を行う際には、次期の情報システムにおける

要件定義支援事業者及び設計・開発事業者等に対し、作業経緯、残存課題等に関する

情報提供及び質疑応答等の協力を行うこと。 

イ 受注者は、本契約の終了後に他の運用・保守事業者が本情報システムの運用・保守を

受注した場合には、次期運用・保守事業者に対し、作業経緯、残存課題等についての

引継ぎを行うこと。 

ウ 受注者は、次年度の運用・保守事業者に対し、システムの運用等を行うクラウド環境を

原則としてそのまま引継ぐこと。そのため、引継ぎに際しては、必要に応じて次年度の

運用・保守事業者との間で書面による契約等を行い、管理者権限の引き渡し等、クラウ

ド環境の引継ぎを適切に行うこと。 
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(９) 災害事務ツール（仮称）との連携 

受注者は、関連する調達である「令和８年度農地・農業用施設等災害復旧支援システ

ム災害事務ツール設計・開発業務（仮称）」における、被害把握ツールとのシステム連携

にかかる設計、開発、テスト等を円滑に進めるため協力すること。 

(１０) 打合せ 

打合せ時期及び回数については、表２の段階で会議形式にて行うものとする。なお、初

回と最終回の打合せには業務責任者が出席するものとする。 

受注者は、打合せ終了後、３日以内（行政機関の休日（行政機関の休日に関する法律

（昭和 63 年法律第 91 号）第１条第１項各号に掲げる日をいう。）を除く。）に打合せ記録簿

を作成し、担当部署の承認を得ること。 

表２ 打合せ時期及び回数 

回 数 時  期 

初 回 業務着手の段階（運用・保守計画書及び運用・保守実施要領の案作成時） 

最終回 最終報告書取りまとめ時 

 

(１１) 定例会等の実施 

ア 受注者は、定例会を月 1 回開催するとともに、業務の進捗状況を作業実施計画書に基

づき報告すること。 

イ 担当部署から要請があった場合、又は、受注者が必要と判断した場合、必要資料を作

成の上、定例会とは別に会議を開催すること。 

ウ 受注者は、会議終了後、３日以内（行政機関の休日（行政機関の休日に関する法律（昭

和 63 年法律第 91 号）第１条第１項各号に掲げる日をいう。）を除く。）に議事録を作成

し、担当部署の承認を得ること。 

(１２) 契約金額内訳及び情報資産管理標準シートの提出 

ア 受注者は、標準ガイドライン「別紙２ 情報システムの経費区分」に基づき区分等した

契約金額の内訳が記載されたエクセルの電子データを契約締結後速やかに提出す

ること。なお、人件費については人件費単価ごとに工数を提示すること。再請負先が

ある場合は再請負先の法人番号と再請負金額を提示すること。 

最大何次請負、再請負総額、累計契約額(前年度まで)、年度契約金額を提示するこ

と。 

イ 受注者は、農林水産省が定める時期に、情報資産管理標準シートを提出すること。 

ウ 受注者は、標準ガイドライン「別紙３ 調達仕様書に盛り込むべき情報資産管理標準

シートの提出等に関する作業」に基づき担当部署から情報資産管理標準シートの作

成を依頼された場合、次に掲げる事項について記載した様式について、担当部署が

定める時期に、提出すること。 

(ア) ハードウェアの管理 
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情報システムを構成するハードウェアの製品名、型番、ハードウェア分類、契約

形態、保守期限等 

(イ) ソフトウェアの管理 

情報システムを構成するソフトウェア製品の名称（エディションを含む。）、バージョ

ン、ソフトウェア分類、契約形態、ライセンス形態、サポート期限等 

(ウ) 回線の管理 

情報システムを構成する回線の回線種別、回線サービス名、事業者名、使用期

間、ネットワーク帯域等 

(エ) 外部サービスの管理 

情報システムを構成するクラウドコンピューティングサービス等の外部サービスの

外部サービス利用形態、使用期間等 

(オ) 施設の管理 

情報システムを構成するハードウェア等が設置され、又は情報システムの運用業

務等に用いる区域を有する施設の施設形態、所在地、耐久性、ラック数、各区域に

関する情報等 

(カ) 公開ドメインの管理 

情報システムが利用する公開ドメインの名称、ＤＮＳ名、有効期限等 

(キ) 取扱情報の管理 

情報システムが取り扱う情報について、データ・マスタ名、個人情報の有無、格付

等 

(ク) 情報セキュリティ要件の管理 

情報システムの情報セキュリティ要件 

(ケ) 指標の管理 

情報システムの運用及び保守の間、把握すべきＫＰＩ名、ＫＰＩの分類、計画値等

の案 

(コ) 各データの変更管理 

情報システムの運用及び保守において、上記各項目についてその内容に変更が

生じる作業をしたときは、当該変更を行った項目 

(サ) 作業実績等の管理 

情報システムの運用及び保守中に取りまとめた作業実績、リスク、課題及び障害

事由 

(シ) スケジュールや工数の管理 

スケジュールや工数等の計画値及び実績値 

 

(１３) 成果物の作成 

ア 成果物名 



16 
 

本業務の成果物を以下に示す。 

成果物については、システム設計・開発計画書、運用・保守計画書で計画した時期

に担当部署の承認を得ること。 

表 ３ 成果物一覧 

No. 成果物名 内容及び

納品数

量 

納品期日 

1 設計書 一式（No.1

～11につ

いては、改

修により更

新が発生し

た場合に、

必要な部

分のみを

納品） 

 

令和9年3月31

日 2 ソースコード一式 

3 

ノンプログラミングによる画面生成等プロトタイ

ピング用のツール等を使用する場合、設計書や

ソースコード一式の生成等に使用される設定情

報その他の必要な情報一式 

4 実行プログラム一式 

5 
外部サービスを利用する場合、当該サービスに

係る設定情報その他の必要な情報一式 

6 テスト計画書 

7 テスト仕様書 

8 単体テスト結果報告書 

9 結合テスト結果報告書 

10 総合テスト結果報告書 

11 テストデータ 

12 
操作手順書（一般利用者向け及び情報システ

ム管理者向け） 

13 
契約金額内訳 契約締結日か

ら14日以内 

14 

情報資産管理標準シート 担当部署から

依頼された場

合、速やかに

提出 

15 
運用・保守計画書及び運用・保守実施要領の案  契約締結日か

ら14日以内 

16 
システム設計・開発計画書 令和9年3月31

日 

17 運用・保守報告書（月次） 定例会後速や
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18 障害報告書（月次） かに提出 

19 運用・保守報告書（年次） 令和9年3月31

日 20 障害報告書（年次） 

21 引継ぎ資料 

22 クラウドサービスの利用実績" 

23 

クラウドサービスの機能を利用したソフトウェア

情報等の出力結果 

（コンテナ環境の場合は除く） 

24 パラメータシート（システム構成変更時のみ） 

25 

クラウド環境一式（管理者権限等のアカウント情

報を含むこと。なお、アカウント情報について

は、必要な情報を記載した「アカウント情報一

覧」を準備した上で、担当部署が指定する方法

で納品すること。） 

26 打合せ記録簿 

27 定例会議事録 

28 クロスコンプライアンス実施状況報告書 

 

イ 成果物の納品方法 

・ 成果物は、全て日本語で作成すること。ただし、日本国内においても英字で表記

されることが一般的な文言については、そのまま記載しても構わないものとする。 

・ 用字・用語・記述符号の表記については、「公用文作成の考え方（令和 4 年 1 月

11 日内閣官房長官通知）」を参考にすること。 

・ 情報処理に関する用語の表記については、日本産業規格（JIS）の規定を参考に

すること。 

・ 作成した成果物は担当部署が指定したサーバへ納品（例：PrimeDrive 又は

SharePoint 等）すること。なお、納品の際は、検収が終了したファイル一式を時点

がわかるような形式（例：zip 等）で提出すること。 

・ サーバ納品について、Microsoft Office 又は PDF のファイル形式で作成するこ

と。 

・ 納品後、農林水産省において改変が可能となるよう、図表等の元データも併せて

納品すること。 

・ 成果物の作成に当たって、特別なツールを使用する場合は、担当職員の承認を

得ること。 
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・ 成果物が外部に不正に使用されたり、納品過程において改ざんされたりすること

のないよう、安全な納品方法を提案し、成果物の情報セキュリティの確保に留意

すること。 

・ 不正プログラム対策ソフトウェアによる確認を行うなどして、成果物に不正プログ

ラムが混入することのないよう、適切に対処すること。 

・ 上記に加えて紙媒体についても作成し、発注者から特別に示す場合を除き、原

則紙媒体は１部を納品すること。 

・ 紙媒体による納品について、用紙のサイズは、原則として日本産業規格 A 列４

番とするが、必要に応じて日本産業規格 A 列３番を使用すること。 

 
ウ 成果物の納品場所 

原則として、成果物は次の場所において引渡しを行うこと。ただし、発注者が納品場

所を別途指示する場合はこの限りではない。 

〒332-0026 

埼玉県川口市南町 2-5-3 

農林水産省関東農政局土地改良技術事務所 防災・災害対策技術課 

 
６ 作業の実施体制・方法 

(１) 作業実施体制 

本業務の推進体制及び本業務受注者に求める作業実施体制は次の図及び表のとおりで

ある。なお、受注者内の人員構成については想定であり、受注者決定後に協議の上、見直

しを行う。また、受注者の情報セキュリティ対策の管理体制については、作業実施体制とは

別に作成すること。 
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各業務担当者

災害事務ツール設計・開発業務受注者

チームリーダ

支援システム〈被害把握ツール〉 支援システム〈災害事務ツール（仮称）〉

【本業務受注者】
農地・農業用施設等災害復旧支援システム

被害把握ツール運用・保守・クラウドサービ
ス提供業務受注者

連携

遂行責任者

契約

農村振興局防災課災害対策室

支援システム担当部署（ＰＪＭＯ）

 相談・指導・助言

【発注者】
関東農政局土地改良技術事務所

防災・災害対策技術課

契約

農林水産省

全体管理組織（ＰＭＯ）
デジタル戦略グループ情報管理室

MAFFクラウドCoE

デジタル庁 MAFFクラウド管理者
相談・指
導・助言

 

図 3 本業務の推進体制及び本業務受注者に求める作業実施体制 

 

表 ４ 本業務における組織等の役割 

組織等 本業務における役割 

担当部署 災害復旧支援システムの管理組織として、本業務の進捗等を管理す

る。 

本業務受注者 本業務を実施する。 

PMO 農林水産省の全体管理組織。クラウド利用を含む情報システムに関

する担当部署からの問い合わせを受け、対応、助言・指導等を行う。 

MAFFクラウドCoE 担当部署・受注者に対してパブリッククラウド全般及びMAFFクラウド

利用に係る技術的な支援を行う。 

災害事務ツール設

計・開発業務受注者 

被害把握ツールとの連携を踏まえた、災害事務ツール（仮称）の設

計・開発・テスト等を実施する 

デジタル庁 
省庁のデジタル化へ向けた方針や本業務推進に当たり相談・指導・

助言等を行う。 

 
表 ５ 本業務受注者に求める作業実施体制の役割 
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組織等 本業務における役割 

遂行責任者  本業務全体を統括し、必要な意思決定を行う。また、各関連

する組織・部門とのコミュニケーション窓口を担う。 

 原則として全ての進捗会議及び品質評価会議に出席する。 

チームリーダ 運用・保守、設計・開発において作業状況の監視・監督を担うと

ともに、チーム間の調整を図る。 

各
業
務
担
当
者 

運用・保守担当者 運用・保守を担う。 

設計・開発担当者 設計・開発を担う。 

テスト担当者 テストを担う。 

品質管理者 本業務全体において所定の品質を確保するため、監視・管理を

担う。 

情報管理責任者※ 本業務の情報取扱い全てに関する監督を担う。 

※個人情報を取り扱う責任者を別途設置することも妨げない。 

 
(２) 作業要員に求める資格等の要件 

受注者は、本業務の遂行責任者及び担当者等の役割に応じて次に示すスキル・経験を

持つ人員を充て、プロジェクト全体として全ての要件を満たす作業実施体制とすること。 

ア 受注者における遂行責任者は、情報処理技術者試験のうちプロジェクトマネージャ

試験の合格者、PMI 本部が認定する PMP 資格又は技術士（情報工学部門又は総合

技術監理部門（情報工学を選択科目とする者））の資格を有すること。ただし、当該

資格保有者等と同等の能力を有することが経歴等において明らかな者については、

これを認める場合があるため、その根拠を明確に示し、農林水産省の理解を得るこ

と。なお、業務期間中に遂行責任者を専任で支援する要員が保有していることでも

可とする。 

イ チームリーダは、情報システムの運用・保守、設計・開発又はシステム基盤導入の

経験年数を１年以上有すること。また、その中でリーダクラスとしての経験を１件以上

有すること。 

ウ 本業務に関わるメンバについては、情報システムの運用・保守又は設計・開発の情

報処理業務の経験年数が１年以上の者又は同等の実績を有する者を３分の１以上

配置すること。 

エ 本業務を行う担当者には、情報処理技術者試験のうち、次に掲げる試験区分の合

格者を１名以上必要な人数含むこと。なお、同一人が全ての試験区分に合格してい

ることを求めるものではない。 

(ア) システムアーキテクト試験 

(イ) データベーススペシャリスト試験 

(ウ) ネットワークスペシャリスト試験 

オ 本業務を行う担当者は、業務を効率的、効果的に推進するために求められる業務
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遂行能力を有すること。 

(ア) 情報や意見を的確に交換できるコミュニケーション能力 

(イ) 課題・改善点を識別し、改善する能力 

(ウ) 担当する職務に応じた技術力（クラウド業務を実施する場合は、AWS のスキル） 

カ 運用・保守を行う担当者には、以下の資格のいずれかを有する者を１名以上配置す

ること。 

AWS solutions architect associate / AWS solutions architect professional 

資格を有する人材を配置できない場合は、クラウド事業者の Solutions Architect（プ

リセールス SE）やクラウド事業者の Professional Services などの外部人材の支援を

仰ぎ、その助言を真摯に受け止め実施すること。 

キ パブリッククラウドを利用する情報システムの要件定義、設計開発等を担当するチ

ームのチームリーダ及び担当メンバは以下の資格を有するものを含めること。 

ク チームリーダは、パブリッククラウドに係る全ての技術領域において当該提案予定

のクラウドサービスプロバイダーの認定技術者としての上級資格[*1]を有する者を 1

名以上配置すること。なお、チームリーダの資格は全体リーダまたはパブリッククラ

ウド上での情報システム構築期間中に専任でチームリーダを支援する要員が保有

していることでも可とする。または、クラウドサービスプロバイダーが提供するサポー

トサービス（AWS プロフェッショナルサービス）の利用での対応も可とする。 

ケ 担当メンバは、パブリッククラウドに係る全ての技術領域において当該クラウドサー

ビスプロバイダーの認定技術者としての中級資格[*2]以上を有する者を 1 名以上配

置すること。 

例として、以下のような資格が挙げられる。 

*1 AWS Certified Solutions Architect - Professional 

*2 AWS Certified Solutions Architect - Associate  

 

(３) 作業場所 

本業務の作業場所及び作業に当たり必要となる設備、備品、消耗品等については、受注

者の責任において用意すること。また、必要に応じて担当職員が現地確認を実施すること

ができるものとする。 

 

(４) 作業の管理に関する要領 

受注者は、担当部署が定める運用・保守実施要領に基づき、運用・保守業務に係るコミュ

ニケーション管理、体制管理、作業管理、リスク管理、課題管理、システム構成管理、変更

管理、情報セキュリティ対策を行うこと。 

 

７ 作業の実施に当たっての遵守事項 
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(１) 機密保持、資料の取扱い 

ア 担当部署から農林水産省における情報セキュリティの確保に関する規則（平成 27 年

３月 31 日農林水産省訓令第４号。以下「規則」という。）、「農林水産省における個人

情報の適正な取扱いのための措置に関する訓令」等の説明を受けるとともに、本業

務に係る情報セキュリティ要件を遵守すること。なお、「農林水産省における情報セ

キュリティの確保に関する規則」は、政府機関等のサイバーセキュリティ対策のため

の統一基準群（以下「統一基準群」という。）に準拠することとされていることから、受

注者は、統一基準群の改定を踏まえて規則が改正された場合には、本業務に関す

る影響分析を行うこと。 

イ 本業務に係る情報セキュリティ要件は次のとおりである。 

(ア) 請負した業務以外の目的で利用しないこと。 

(イ) 業務上知り得た情報について第三者への開示や漏えいをしないこと。 

(ウ) 本業務において、担当部署から貸与された資料、受注者が作成した資料及び

公開されていない情報は、持出しを行わないこと。 

(エ) 受注事業者の責に起因する情報セキュリティインシデントが発生するなどの万

一の事故があった場合に直ちに報告する義務、損害に対する賠償等の責任を

負うこと。 

(オ) 業務の履行中に受け取った情報の管理、業務終了後の返却抹消等を行い復元

不可能な状態にすること。 

(カ) 発注者が求める遵守状況の報告や実地調査の実施を受け入れること。 

ウ 上記以外に、別紙４「情報セキュリティの確保に関する共通基本仕様」に基づき、

作業を行うこと。 

 

(２) 個人情報の取扱い 

ア 個人情報（生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月

日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易

に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるもの

を含む。）をいう。以下同じ。）の取扱いに係る事項について農林水産省と協議の上

決定し、書面にて提出すること。なお、以下の事項を記載すること。 

(ア) 個人情報の取扱いに関する責任者が情報管理責任者と異なる場合には、個人

情報の取扱いに関する責任者等の管理体制 

(イ) 個人情報の管理状況の検査に関する事項（検査時期、検査項目、検査結果にお

いて問題があった場合の対応等） 

イ 本業務の作業を派遣労働者に行わせる場合は、労働者派遣契約書に秘密保持義

務など個人情報の適正な取扱いに関する事項を明記し、作業実施前に教育を実

施し、認識を徹底させること。なお、受注者はその旨を証明する書類を提出し、農
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林水産省の了承を得たうえで実施すること。 

ウ 個人情報を複製する際には、事前に担当職員の許可を得ること。なお、複製の実

施は必要最小限とし、複製が不要となり次第、その内容が絶対に復元できないよう

に破棄・消去を実施すること。なお、受注者は廃棄作業が適切に行われた事を確

認し、その保証をすること。 

エ 受注者は、本業務を履行する上で個人情報の漏えい等安全確保の上で問題とな

る事案を把握した場合には、直ちに被害の拡大を防止等のため必要な措置を講ず

るとともに、担当職員に事案が発生した旨、被害状況、復旧等の措置及び本人へ

の対応等について直ちに報告すること。 

オ 受注者は、農林水産省からの指示に基づき、個人情報の取扱いに関して原則とし

て年１回以上の実地検査を受け入れること。なお、やむを得ない理由により実地検

査の受入れが困難である場合は、書面検査を受け入れること。また、個人情報の

取扱いに係る業務を再請負する場合は、受注者（必要に応じ農林水産省）は、原

則として年１回以上の再請負先への実地検査を行うこととし、やむを得ない理由に

より実地検査の実施が困難である場合は、書面検査を行うこと。 

カ 個人情報の取扱いにおいて適正な取扱いが行われなかった場合は、本業務の契

約解除の措置を受けるものとする。 

(３) 法令等の遵守 

ア 関係法令の遵守 

本業務の遂行に当たっては、民法、著作権法、不正アクセス行為の禁止等に関する法律、

行政機関個人情報保護法等を遵守し履行すること。 

イ 環境関係法令の遵守 

受注者は、役務（請負事業を含む）の提供に当たり、関連する環境関係法令を遵守するも

のとする。  

（ア）エネルギーの節減 

・エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律 

 （昭和 54 年法律第  49 号）                   

（イ）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律   （昭和 45 年法律第 137 号） 

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 （平成 12 年法律第 100 号） 

・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和３年法律第 60 号）   

（ウ）環境関係法令の遵守等 

・労働安全衛生法             （昭和 47 年法律第 57 号） 

・地球温暖化対策の推進に関する法律    （平成 10 年法律第 117 号） 

 

(４) 環境負荷低減に係る遵守事項 
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受注者は、役務の提供に当たり、新たな環境負荷を与えることにならないよう、事業の最

終報告時に別紙６の様式を用いて、以下の取組に努めたことを、環境負荷低減のクロスコ

ンプライアンス実施状況報告書として提出すること。なお、全ての事項について「実施した

／努めた」又は「左記非該当」のどちらかにチェックを入れるとともに、ア～エの各項目につ

いて、一つ以上「実施した／努めた」にチェックを入れること。 

 

ア 環境負荷低減に配慮したものを調達するよう努める。 

イ エネルギーの削減の観点から、オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状況の

記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わない取組（照明、空調のこまめな管

理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃費効率の良い機械の利用等）の実施に努める。 

ウ 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分に努める。 

エ みどりの食料システム戦略の理解に努めるとともに、機械等を扱う場合は、機械の適

切な整備及び管理並びに作業安全に努める。 

 

(５) 標準ガイドラインの遵守 

本業務の遂行に当たっては、「デジタル社会推進標準ガイドライン群」のうち標準ガイドラ

イン（政府情報システムの整備及び管理に関するルールとして順守する内容を定めたドキ

ュメント）に該当する以下の①から⑥に基づくこと。また、具体的な作業内容及び手順等に

ついては、「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン解説書」を参考とすること。なお、デジ

タル社会推進標準ガイドライン群が改定された場合は、最新のものを参照し、その内容に

従うこと。 

①DS-100 デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン 

②DS-310 政府情報システムにおけるクラウドサービスの適切な利用に係る基本方針 

③DS-500 行政手続におけるオンラインによる本人確認の手法に関するガイドライン 

④DS-900 Web サイト等の整備及び廃止に係るドメイン管理ガイドライン 

⑤DS-910 安全保障等の機微な情報等に係る政府情報システムの取扱い 

⑥DS-920 行政の進化と革新のための生成 AI の調達・利活用に係るガイドライン 

(６) その他文書、標準への準拠 

ア プロジェクト計画書等 

本業務の遂行に当たっては、担当部署が定めるプロジェクト計画書及びプロジェクト

管理要領との整合を確保して行うこと。 

イ プロジェクト標準 

開発に当たっては、「災害復旧支援システム コーディング規約」に準拠して作業を

行うこと。 

ウ アプリケーション・コンテンツの作成規程 

(ア) 提供するアプリケーション・コンテンツに不正プログラムを含めないこと。 
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(イ) 提供するアプリケーションにぜい弱性を含めないこと。 

(ウ) 実行プログラムの形式以外にコンテンツを提供する手段がない限り、実行プログ

ラムの形式でコンテンツを提供しないこと。 

(エ) 電子証明書を利用するなど、提供するアプリケーション・コンテンツの改ざん等が

なく真正なものであることを確認できる手段がある場合には、それをアプリケーシ

ョン・コンテンツの提供先に与えること。 

(オ) 提供するアプリケーション・コンテンツの利用時に、ぜい弱性が存在するバージョ

ンのＯＳやソフトウェア等の利用を強制するなどの情報セキュリティ水準を低下さ

せる設定変更を、ＯＳやソフトウェア等の利用者に要求することがないよう、アプリ

ケーション・コンテンツの提供方式を定めて開発すること。 

(カ) サービス利用に当たって必須ではない、サービス利用者その他の者に関する情

報が本人の意思に反して第三者に提供されるなどの機能がアプリケーション・コ

ンテンツに組み込まれることがないよう開発すること。 

(キ) 「.go.jp」で終わるドメインを使用してアプリケーション・コンテンツを提供すること。 

なお、ドメインを新規に導入する場合又はドメインを変更等する場合は、担当部署

から農林水産省ドメイン管理マニュアルの説明を受けるとともに、それに基づき必

要な作業を行うこと。 

(ク) 詳細については、担当部署から「アプリケーション・コンテンツの作成及び提供に

関する規程」の説明を受けるとともに、それに基づきアプリケーション・コンテンツ

の作成及び提供を行うこと。 

(７) 農林水産省クラウド利用ガイドライン 

本業務の遂行に当たっては、「農林水産省クラウド利用ガイドライン」に基づくこと。また、

具体的な作業内容及び手順等については、「農林水産省クラウド利用ガイドラインの関係

資料」を参考とすること。なお、農林水産省クラウド利用ガイドラインが改定された場合は、

最新のものを参照し、その内容に従うこと。 

(８) 情報システム監査 

ア 本調達において整備又は管理を行う情報システムに伴うリスクとその対応状況を客

観的に評価するために、農林水産省が情報システム監査の実施を必要と判断した

場合は、農林水産省が定めた実施内容（監査内容、対象範囲、実施者等）に基づく

情報システム監査を受注者は受け入れること。 （農林水産省が別途選定した事業

者による監査を含む）。 

イ 情報システム監査で問題点の指摘又は改善案の提示を受けた場合には、対応案

を担当部署と協議し、指示された期間までに是正を図ること。 

(９) 情報システムの保護に関する事項 

ア 情報システム、情報システムで取り扱うデータ等の情報資産の所有権その他の権利が

クラウドサービスプロバイダーに帰属せず、また、発注者からクラウドサービスプロバイ
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ダーに移転されるものでないこと。 

イ 農林水産省の情報システムにおけるクラウドサービスの契約は、農林水産省をエンドカ

スタマーとしてクラウドサービスの再販を行うこと。 

ウ ガバメントクラウドでも MAFF クラウドでもないクラウドを使用する場合は、情報システム

で取り扱うデータ等の情報資産の所有権その他の権利がクラウドサービスプロバイダ

ーに移転されないクラウドサービスプロバイダーのみを使用すること。なお、ISMAP を取

得したクラウドサービス（SaaS）を利用する場合は当たらない。 

エ クラウドサービスの利用にあたり、情報資産が漏えいすることがないよう、必要な措置を

講じること。 

オ 現在利用しているクラウドサービスの解約に伴うデータの削除については、クラウドサ

ービスプロバイダーが定めるデータ消去の方法で、データ削除し、削除したことを証明

する資料を提出すること。なお、クラウドサービスの契約を移管する場合は当たらない。 

(１０) セキュリティ要件 

情報システムに係る政府調達におけるセキュリティ要件策定マニュアルに基づき、以下の

内容について対応すること。 

 

No. 情報セキュリティ対策 対策に係る概要 

1 通信経路の分離 不正の防止及び発生時の影響範囲を限定するた

め、外部との通信を行うサーバ装置及び通信回線

装置のネットワーク並びに内部のサーバ装置、端

末等のネットワークを通信回線上で分離すること。 

2 不正通信の遮断 通信回線を介した不正を防止するため、不正アク

セス、許可されていない通信プロトコルやアプリケ

ーションの通信を通信回線上にて遮断る機能を備

えること。 

3 通信のなりすまし防止 情報システムのなりすましを防止するために、サー

バの正当性を確認できる機能を備えること。 

4 サービス不能化の防止 サービスの継続性を確保するため、構成機器が備

えるサービス停止の脅威の軽減に有効な機能を活

用して情報システムを構築すること。 

5 不正プログラムの感染防止 不正プログラム（ウイルス、ワーム、ボット等）によ

る脅威に備えるため、想定される不正プログラム

の感染経路の全てにおいて感染や感染拡大を防

止する機能を備えるとともに、新たに発見される不

正プログラムに対応するために機能の更新が可能

であること。 
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No. 情報セキュリティ対策 対策に係る概要 

6 ログの蓄積・管理 情報システムに対する不正行為の検知、発生原因

の特定に用いるために、情報システムの利用記

録、例外的事象の発生に関するログを蓄積し、１年

間保管すること。 

7 ログの保護 ログの不正な改ざんや削除を防止するため、ログ

に関するアクセス制御機能を備えること。 

8 時刻の正確性確保 情報セキュリティインシデント発生時の原因追及や

不正行為の追跡において、ログの分析等を容易に

するため、システム内の機器を正確な時刻に同期

する機能を備えること。 

9 侵入検知 不正行為に迅速に対処するため、通信回線を介し

て所属する府省庁外と受送信される通信内容を監

視し、不正アクセスや不正侵入を検知及び通知す

る機能を備えること。 

10 主体認証 情報システムによるサービスを許可された者のみ

に提供するため、情報システムにアクセスする主

体は、アカウント管理者が許可した識別コード（ID）

とパスワードによる主体認証を行うこと。 

11 ライフサイクル管理 主体のアクセス権を適切に管理するため、主体が

用いるアカウント（識別コード、主体認証情報、権

限等）を管理（登録、更新、停止、削除等）するため

の機能を備えること。 

12 管理者権限の保護 特権を有する管理者による不正を防止するため、

管理者権限を制御する機能を備えること。 

13 システムの構成管理 情報セキュリティインシデントの発生要因を減らす

とともに、情報セキュリティインシデントの発生時に

は迅速に対処するため、構築時の情報システムの

構成（ハードウェア、ソフトウェア及びサービス構成

に関する詳細情報）が記載された文書を提出する

とともに、文書どおりの構成とすること。 

14 調達する機器等に不正プログ

ラム等が組み込まれることへ

の対策 

機器等の製造工程において、府省庁が意図しない

変更が加えられないよう適切な措置がとられてお

り、当該措置を継続的に実施していること。また、

当該措置の実施状況を証明する資料を提出するこ

と。 
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No. 情報セキュリティ対策 対策に係る概要 

15 情報セキュリティ水準低下の

防止 

情報システムの利用者の情報セキュリティ水準を

低下させないように配慮した上でアプリケーション

プログラムやウェブコンテンツ等を提供すること。 

16 プライバシー保護 情報システムにアクセスする利用者のアクセス履

歴、入力情報等を当該利用者が意図しない形で第

三者に送信されないようにすること。 

本システムのソフトウェア情報については、「別紙５ ソフトウェア情報」を参照すること。 

 

８ 成果物の取扱いに関する事項 

(１) 知的財産権の帰属 

ア 本業務における成果物の原著作権及び二次的著作物の著作権（著作権法第 21 条

から第 28 条に定める全ての権利を含む。）は、受注者が本調達の実施の従前から

権利を保有していた等の明確な理由によりあらかじめ提案書等にて権利譲渡不可

能と示されたもの以外は、全て農林水産省に帰属するものとする。 

イ 受注者に帰属する知的財産権を利用して本業務を行う場合、発注者及びシステム

利用者に受注者の知的財産権の利用を許諾する範囲及び制約を受注者が周知す

ること。 

ウ 農林水産省は、成果物について、第三者に権利が帰属する場合を除き、自由に複

製し、改変等し、及びそれらの利用を第三者に許諾することができるとともに、任意

に開示できるものとする。また、受注者は、成果物について、自由に複製し、改変

等し、及びこれらの利用を第三者に許諾すること（以下「複製等」という。）ができる

ものとする。ただし、成果物に第三者の権利が帰属するときや、複製等により農林

水産省がその業務を遂行する上で支障が生じるおそれがある旨を契約締結時ま

でに通知したときは、この限りでないものとし、この場合には、複製等ができる範囲

やその方法等について協議するものとする。 

エ 納品される成果物に第三者が権利を有する著作物（以下「既存著作物等」という。）

が含まれる場合には、受注者は、当該既存著作物等の使用に必要な費用の負担

及び使用許諾契約等に関わる一切の手続を行うこと。この場合、本業務の受注者

は、当該既存著作物の内容について事前に農林水産省の承認を得ることとし、農

林水産省は、既存著作物等について当該許諾条件の範囲で使用するものとする。

なお、本仕様に基づく作業に関し、第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争

の原因が専ら農林水産省の責めに帰す場合を除き、受注者の責任及び負担にお

いて一切を処理すること。この場合、農林水産省は係る紛争等の事実を知ったとき

は、受注者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を受注者に委ねる等の協力措

置を講じるものとする。 



29 
 

オ 本調達に係る成果物の権利（著作権法第 21 条から第 28 条に定める全ての権利

を含む。）及び所有権は、検収に合格した成果物の引渡しを受けたとき受注者から

農林水産省に移転するものとする。 

カ 受注者は農林水産省に対し、一切の著作者人格権を行使しないものとし、また、第

三者をして行使させないものとする。 

キ 受注者は使用する画像、デザイン、表現等に関して他者の著作権を侵害する行為

に十分配慮し、これを行わないこと。 

 

(２) 契約不適合責任 

ア 農林水産省は検収（「検査」と同義。以下同じ。）完了後、成果物について仕様書との

不一致（バグも含む。以下「契約不適合」という。）が発見された場合、受注者に対し

て当該契約不適合の修正等の履行の追完（以下「追完」という。）を請求することが

できる。この場合において、受注者は、当該追完を行うものとする。ただし、農林水産

省が追完の方法を指定して追完を請求した場合であって、農林水産省に不相当な

負担を課するものでないときは、受注者は農林水産省が指定した方法と異なる方法

による追完を行うことができる。 

イ 前記アの場合において、追完の請求にも関わらず相当の期間内に追完がなされな

いときは、農林水産省は、その不適合の程度に応じて支払うべき金額の減額を請求

することができる。 

ウ 前記イの規定にかかわらず、次に掲げる場合には、農林水産省は、相当の期間の

経過を待つことなく、直ちに支払うべき金額の減額を請求することができる。 

(ア) 追完が不能であるとき。 

(イ) 受注者が追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(ウ) 特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ本調達の目的を達すること

ができない場合において、受注者が追完をしないでその時期を経過したとき。 

(エ) （ア）から（ウ）までに掲げる場合のほか、農林水産省が追完の請求をしても追

完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

エ 農林水産省は、当該契約不適合（受注者の責めに帰すべき事由により生じたものに

限る。）により損害を被った場合、受注者に対して損害賠償を請求することができる。 

オ 当該契約不適合について、追完の請求にもかかわらず相当期間内に追完がなされ

ない場合又は追完の見込みがない場合であって、当該契約不適合により本契約の

目的を達することができないときは、農林水産省は本契約の全部又は一部を解除す

ることができる。 

カ 前記アからオまでの規定にかかわらず、成果物の種類又は品質に関して契約の内

容に適合しない成果品を農林水産省に引き渡した場合において、農林水産省が検

収完了後１年以内に当該契約不適合について通知しないときは、農林水産省は、本
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仕様書に定める契約不適合責任に係る請求をすることができない。ただし、検収完

了時において受注者が当該契約不適合を知り、若しくは重過失により知らなかった

とき、又は当該契約不適合が受注者の故意若しくは重過失に起因するときはこの限

りでない。 

キ 前記アからカまでの規定にかかわらず、契約不適合が農林水産省の提供した資料

等又は農林水産省の与えた指示によって生じたときは適用しないこと。ただし、受注

者がその資料等又は指示が不適当であることを知りながら告げなかったときはこの

限りでない。 

(３) 検収 

ア 本業務の受注者は、成果物等について、納品期日までに農林水産省に内容の説明

を実施して検収を受けること。 

イ 検収の結果、成果物等に不備、誤り等が見つかった場合には、直ちに必要な修正、

改修、交換等を行い、変更点について農林水産省に説明を行った上で、指定された

日時までに再度納品すること。 

 

９ 入札参加資格に関する事項 

(１) 競争参加資格 

ア 予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被

保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同

条中、特別の理由がある場合に該当する。 

イ 令和７・８・９年度全省庁統一資格の「役務の提供等」の「A」、「B」、「C」又は「D」の等

級に格付けされ、競争参加資格を有する者であること。 

 

(２) 公的な資格や認証等の取得 

ア 入札参加者は、品質マネジメントシステムに係る以下のいずれかの条件を満たすこ

と。 

(ア) 品質マネジメントシステムの規格である「JIS Q 9001」又は｢ISO9001」（登録活動

範囲が情報処理に関するものであること。）の認定を、業務を遂行する組織が有

しており、認証が有効であること。 

(イ) 上記と同等の品質管理手順及び体制が明確化された品質マネジメントシステム

を有している事業者であること（管理体制、品質マネジメントシステム運営規程、

品質管理手順規定等を提示すること。）。 

イ 入札参加者は、情報セキュリティに係る以下のいずれかの条件を満たすこと。 

(ア) 情報セキュリティ実施基準である「JIS Q 27001」、「ISO/IEC27001」又は「ISMS」の

認証を有しており、認証が有効であること。 

(イ) 一般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク制度の認定を
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受けているか、又は同等の個人情報保護のマネジメントシステムを確立している

こと。 

(ウ) 個人情報を扱うシステムのセキュリティ体制が適切であることを第三者機関に認

定された事業者であること。 

 

(３) 受注実績等 

ア 入札参加者は、過去５年以内に、Web アプリケーションの設計、開発又は運用保守

のいずれかを行った実績を有すること。 

イ 入札参加者は、本システムで利用中のパブリッククラウドへの移行、又は本システム

で利用中のパブリッククラウドを活用したシステムの構築又は改修を行った実績を過

去３年以内に有すること。 

ウ 入札参加者は以下の１）又は２）のいずれかの条件を満たすこと。 

１） クラウドサービスプロバイダーから代理店の認定を受け、かつ AWS Solution 

Provider Program（SPP）の登録を受けていること。 

加えて、本案件の関係者が、日本国内のクラウドサービスプロバイダーから日本

語で契約や技術に関するサポートを受けられる商流であること。 

２） 国内企業のディストリビュータ経由でクラウドサービスの再販が可能であること。 

エ 入札参加者は、本システムで利用中のパブリッククラウドにおいて運用・保守を行っ

た実績を過去３年以内に有すること。 

 

(４) 複数事業者による共同入札 

ア 複数の事業者が共同入札する場合、その中から全体の意思決定、運営管理等に責

任を持つ共同入札の代表者を定めるとともに、本代表者が本調達に対する入札を行

うこと。 

イ 共同入札を構成する事業者間においては、その結成、運営等について協定を締結し、

業務の遂行に当たっては、代表者を中心に、各事業者が協力して行うこと。事業者

間の調整事項、トラブル等の発生に際しては、その当事者となる当該事業者間で解

決すること。また、解散後の契約不適合責任に関しても協定の内容に含めること。 

ウ 共同入札を構成する全ての事業者は、本入札への単独提案又は他の共同入札へ

の参加を行っていないこと。 

エ 共同事業体の代表者は、品質マネジメントシステム及び情報セキュリティに係る要件

について満たすこと。その他の入札参加要件については、共同事業体を構成する事

業者のいずれかにおいて満たすこと。 

 

(５) 入札制限 

ア 本調達に関連する調達間での入札制限は設けない。 
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イ 本業務を直接担当する農林水産省 IT アドバイザー（デジタル統括アドバイザーに相

当）、農林水産省全体管理組織（ＰＭＯ）支援スタッフ及び農林水産省最高情報セキ

ュリティアドバイザーが、その現に属する事業者及びこの事業者の「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則」 （昭和 38 年大蔵省令第 59 号）第 8 条に

規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに請負先等緊密な利害

関係を有する事業者は、本書に係る業務に関して入札に参加できないものとする。 

 

１０ 再請負に関する事項 

(１) 再請負の制限及び再請負を認める場合の条件 

ア 本業務の受注者は、業務を一括して又は主たる部分を再請負してはならない。 

イ 受注者における遂行責任者を再請負先事業者の社員や契約社員とすることはでき

ない。 

ウ 受注者は再請負先の行為について一切の責任を負うものとする。 

エ 再請負先における情報セキュリティの確保については受注者の責任とする。 

オ 再請負を行う場合、再請負先が「8（6）入札制限」に示す要件を満たすこと。 

 

(２) 承認手続 

ア 本業務の実施の一部を合理的な理由及び必要性により再請負する場合には、あら

かじめ再請負の相手方の商号又は名称及び住所並びに再請負を行う業務の範囲、

再請負の必要性及び契約金額等について記載した別添の再請負承認申請書を農

林水産省に提出し、あらかじめ承認を得ること。 

イ 前項による再請負の相手方の変更等を行う必要が生じた場合も、前項と同様に再

請負に関する書面を農林水産省に提出し、承認を得ること。 

ウ 再請負の相手方が更に請負を行うなど複数の段階で再請負が行われる場合（以

下「再々請負」という。）には、当該再々請負の相手方の商号又は名称及び住所並

びに再々請負を行う業務の範囲を書面で報告すること。 

 

(３) 再請負先の契約違反等 

再請負先において、本仕様書の遵守事項に定める事項に関する義務違反又は義務を怠

った場合には、受注者が一切の責任を負うとともに、農林水産省は、当該再請負先への再

請負の中止を請求することができる。 

 

１１ その他特記事項 

(１) 前提条件等 

ア 本仕様書と契約書の内容に齟齬が生じた場合には、本仕様書の内容が優先する。 

イ 本業務に関する契約の締結は、令和８年度の予算成立を条件とする。令和８年４月



33 
 

１日以前に令和８年度予算が成立していない場合には契約締結の中止等を行う可

能性があり、この場合、農林水産省は、契約締結の中止等に伴ういかなる責任も負

担しない。 

ウ 発注者及び受注者が、仕様書（別添要件定義書を含む。）の内容の一部について変

更を行おうとする場合は、契約書の規定によるものとする。受注者は、本業務受注

後に仕様書（別添要件定義書を含む。）の内容の一部について変更を行おうとする

場合、その変更の内容、理由等を明記した書面をもって農林水産省に申し入れを行

うこと。 

エ 本業務に使用する言語（会話によるコミュニケーションを含む。）は日本語、数字は

算用数字、単位は原則としてメートル法とすること。 

オ MAFF クラウドについて不明点等がある場合は、担当部署及び MAFF クラウド CoE

と協議の上、作業を進めること。 

カ MAFF クラウド CoE からクラウドのシステム構成について、改善点の指摘を受けた場

合に協議の上、対応を行うこと。また、指導・監査において、クラウド環境の確認が

必要と判断された際には、MAFF クラウド CoE からの要請に基づき、リードオンリー

の IAM ユーザーを払い出すこと。 

 

(２) 入札公告期間中の資料閲覧等 

本業務の実施に参考となる過去の類似業務の報告書等に関する資料については、関東

農政局土地改良技術事務所内にて閲覧可能とする。なお、資料の閲覧に当たっては、必

ず事前に担当部署まで連絡の上、閲覧日時を調整すること。 

ア 資料閲覧場所 

埼玉県川口市南町 2-5-3 

関東農政局 土地改良技術事務所  

イ 閲覧期間及び時間 

(ア) 令和７年９月 19 日から令和７年 10 月 10 日まで 

(イ) 行政機関の休日を除く日の 10 時から 17 時まで。（12 時から 13 時を除く。） 

ウ 閲覧手続 

原則１名までとする。複数名になる場合は、事前に担当部署に連絡の上、調整する

こと。応札希望者の商号、連絡先、閲覧希望者氏名を別記様式「閲覧申込書」に記載

の上、閲覧希望日の３日前までに提出すること。また、閲覧日当日までに別記様式

「守秘義務に関する誓約書」に記載の上、提出すること。 

エ 閲覧時の注意 

閲覧にて知り得た内容については、提案書の作成以外には使用しないこと。また、

本調達に関与しない者等に情報が漏えいしないように留意すること。閲覧資料の複写

等による閲覧内容の記録は行わないこと。 



34 
 

なお、MAFF クラウドを利用する場合は、資料閲覧時に守秘義務に関する誓約書を

提出した事業者に、以下のカの（エ）の資料についてデータで提供することは可能であ

るため、必要に応じて申し出ること。 

オ 連絡先 

関東農政局 土地改良技術事務所 防災・災害対策技術課 電話 048-278-4683 

カ 事業者が閲覧できる資料 

閲覧に供する資料の例を次に示す。 

(ア) プロジェクト計画書 

(イ) 遵守すべき各府省独自の規定類 

a 農林水産省における情報セキュリティの確保に関する規則 

b 農林水産省における個人情報の適正な取扱いのための措置に関する訓令 

(ウ) 現行の情報システムの情報システム設計書、操作マニュアル 

(エ) 農林水産省クラウド利用ガイドライン及び関係資料 

(オ) 関連する他の情報システムの操作マニュアル、設計書、各種プロジェクト標準 

(カ) 過去の検討資料等 

a 令和６年度農地・農業用施設等災害復旧支援システム被害把握ツール等検討

業務 報告書 

b 令和５年度農地・農業用施設等災害復旧支援システム被害把握ツール検討業

務 報告書 

c 令和４年度農地・農業用施設等災害復旧支援システム要件定義等作成支援

業務 報告書 

d 令和３年度農地・農業用施設等災害復旧支援システム要件調査整理業務 報

告書 

 

(３) その他 

本仕様書について疑義等がある場合は、応札希望者は質問書により質問すること。なお、

質問書に対する回答は適宜行うこととする。 

 

１２ 附属文書 

(１) 別紙１ 要件定義書 

(２) 別紙２ 別紙１付属書⑩ AWS/Azure 設定確認リスト 

(３) 別紙３ 別紙１付属書⑪ Web システム／Web アプリケーションセキュリティ要件書 

(４) 別紙４ 情報セキュリティの確保に関する共通基本仕様 

(５) 別紙５ ソフトウェア情報 

(６) 別紙６ 環境負荷低減のクロスコンプライアンス実施状況報告書（様式） 
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以 上 
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1．共通定義 

本要件定義書における用語定義、並びに登場人物定義は以下のとおり。 

 

（１） 用語定義 

No 用語 読み 説明 

1 

暫定法 ざ ん て い
ほう 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和
25 年法律第 169 号）。 
農地、農業用施設、林業用施設、漁業用施設及び共同利用施設の災害復
旧事業に要する費用につき国が補助を行い、もつて農林水産業の維持を
図り、あわせてその経営の安定に寄与することを目的とする。 

2 

負担法 ふたんほう 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）。 
公共土木施設の災害復旧事業費について、地方公共団体の財政力に適応
するように国の負担を定めて、災害の速やかな復旧を図り、もつて公共の
福祉を確保することを目的とする。 

3 

赤本 あかほん 災害復旧事業の解説 (災害復旧事業担当者の手引書として、農地・農業
用施設等に係る災害復旧事業の制度、取扱い等を取りまとめたもの) 
https://www.maff.go.jp/j/nousin/bousai/bousai_saigai/b_hukkyuu/hukkyuu_
kaisetsu.html 

4 
標準ガイ
ドライン 

ひ ょ う じ ゅ
んがいどら
いん 

「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」(2019 年 2 月 25 日各府省情
報化統括責任者(CIO）連絡会議決定。） 

5 

地 方 自
治 体 職
員の行う
災 害 報
告 

ちほうじち
た い し ょ く
いんのおこ
なうさいが
いほうこく 

農地農業用施設災害復旧事業事務取扱要綱及びその解説（昭和 40 年 9
月 10 日付け 40 農地 D 第 1130 号農林水産事務次官通知）第 5 条。 

6 

農 地 ・ 農
業 用 施
設 等 災
害 復 旧
支援シス
テム 

のうちのう
ぎょうようし
せつとうさ
い が い ふ
っ き ゅ う し
えんしすて
む 

地方自治体職員が行う災害復旧に関する業務（被害把握、被害報告、災害
概要報告、査定設計書作成、査定受検等）の効率化・迅速化に資する本業
務のメインシステム。 

7 

ARIC 災
害 復 旧
事 業 事
務システ
ム 

あ り っ く さ
い が い ふ
っ き ゅ う じ
ぎ ょうじ む
しすてむ 

ARIC 社が運用保守を行っている災害復旧事業の事務作業を軽減するため
の災害復旧事業事務システム。 
多くの自治体が被害申請業務で使用している。 

8 
公 共 災
害 

こうきょうさ
いがい 

農林水産省が所管していない、道路といった主に国土交通省が所管するよ
うな公共土木施設に係る災害 
本システムでは、管理対象外とする 

9 
農 地 災
害 

のうちさい
がい 

農林水産省が所管する農地・農業用施設等に係る被害 
本システムでは、暫定法に関する農地・農業用施設を対象とする 

10 

共 同 利
用施設 

きょうどうり
ようしせつ 

農業協同組合、農業協同組合連合会、森林組合、生産森林組合、森林組
合連合会、水産業協同組合その他営利を目的としない法人で政令で定め
るものの所有する倉庫、加工施設、共同作業場その他の農林水産業者の
共同利用に供する施設 

11 
農 業 用
施設 

の う ぎ ょ う
ようしせつ 

ため池、頭首工、用・排水路、揚水機等のかんがい排水施設、農業用道路
並びに農地又は農作物の災害を防止するため必要な施設 

12 区分 くぶん 本システムでは、「農地」「農地用施設」を分ける単位のこと 
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13 法面 のりめん 切土や盛土により作られる人工的な斜面のこと 

14 受益地 じゅえきち 被災した農地または被災した農業用施設の復旧によって受益する農地 

15 
湛水 たんすい 水田に水をため続けること 

排水能力の不足などにより農地などに不要な水がたまってしまうこと 

16 
激 甚 災
害(本激) 

げきじんさ
いがい(ほ
んげき) 

地域を特定しない全国レベルの激甚な被害を及ぼした災害 

17 
激 甚 災
害(局激) 

げきじんさ
い が い ( き
ょくげき) 

ある特定地域に激甚な被害を及ぼした災害で、市町村単位での災害指定
を行う 

18 耕作者 こうさくしゃ 田畑を耕して農作物をつくる者。農業委員会の農地台帳と異なる場合あり 

19 
自 治 組
織 

じちそしき 基礎自治体（市町村）内の一定の区域を単位とし、住民自治の強化や行政
と住民との協働の推進などを目的とする組織 

20 
出 先 事
務所 

でさきじむ
しょ 

支庁・地方事務所・出張所・支所など都道府県本庁舎以外の出先機関 

21 

(地方)農
政局 

(ちほう)の
うせいきょ
く 

生産や消費の現場により近い国の機関として、（1）食料・農業・農村に関す
る施策の普及・地域の実態の把握、（2）食品の安全性の確保のための監
視・指導と消費者行政、（3）主要食糧業務の実施、（4）食品産業行政の推
進、（5）生産及び経営を通じた農業施策の一体的な推進、（6）農村及び中
山間地域の振興、（7）農業農村整備事業の実施・指導・助成、（8）統計の作
成及び提供  等について、地域の実情に合った各般の施策を実施 

22 
査 定 前
着工 

さていまえ
ちゃっこう 

止むを得ない理由により査定前に着工する必要のある箇所について、一部
(Ⅰ-21 事前打合せを要しないもの参照)を除いて事業主体が着工前に都
道府県及び地方農政局と打合せしたうえで行う工事※赤本 Ⅰ-21 記載 

23 
応 急 仮
工事 

お う き ゅ う
かりこうじ 

被害を最小限度にくいとめるため必要に応じて実施する工事 
※赤本 Ⅰ-17 記載 

24 

応 急 本
工事 

お う き ゅ う
ほんこうじ 

止むを得ない理由により査定前に着工する必要のある箇所について、事業
主体が着工前に都道府県及び地方農政局と打合せしたうえで着工する工
事 
※赤本 Ⅰ-21 記載 

25 

特 殊 工
法 

とくしゅこう
ほう 

特殊な工法とは、補強土壁工法（ワイヤーウォール工法）、補強アンカー工
法（VSL 工法）、推進工法、PIP 工法、ニューマチックケーソン工法及びこれ
に類似する工法 
※赤本 Ⅳ-73 記載 

26 
事 業 計
画 

じ ぎ ょ う け
いかく 

都道府県営での査定設計の災害復旧事業計画概要や補助金交付申請の
災害復旧事業計画のこと 

27 
事 業 補
助計画 

じぎょうほ
じょけいか
く 

団体営の査定設計災害復旧事業補助計画概要や補助金交付申請の災害
復旧事業補助計画のこと 

28 
団 体 営
( 団 体 営
事業) 

だんたいえ
い 

市町村、土地改良区等が事業主体となる事業のこと  

29 

都 道 府
県 営 ( 都
道 府 県
営事業) 

とどうふけ
んえい 

都道府県が業務主体となる事業のこと 
本システムでは、大規模又は高度な技術を要する事業のこと 

30 

災 害 復
旧 事 業
費 

さいがいふ
っ き ゅ う じ
ぎょうひ 

農地及び農業用施設の査定額の合計額 
様式によって合計範囲が異なるが用語は同じ 
例えば、査定の様式の場合は 1 件の査定額、都道府県庁の様式の場合
は、都道府県毎の査定額の合計となる 

31 
受 益 戸
数 

じゅえきこ
すう 

被災した農地又は被災した農業用施設の復旧によって受益する農地の所
有者又は耕作者の戸数のこと 
補助率増高申請書等に使用 ※赤本 Ⅱ-354 記載 

32 
設 計 単
価 

せっけいた
んか 

災害復旧事業の査定設計に使用する単価（総合単価を含む。） 
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33 
内 転 属
額 

うちてんぞ
くがく 

発生の年を同じくする未施行工事の工事費の額 ※赤本 Ⅱ-100 記載 

34 
内 未 成
額 

うちみせい
がく 

発生の年を異にする未施行工事の工事費の額 ※赤本 Ⅱ-100 記載 

35 
緊 急 順
位 

きんきゅう
じゅんい 

「緊要な災害復旧事業に係るもの」をＡ順位とし、その他のものをＢ順位とし
て査定票に表示することとなっており、Ａ順位の地区から優先的に予算措
置が行われる ※赤本 Ⅱ-105 記載 

36 

費目 ひもく 様式を定める告示の様式中、災害復旧事業計画概要書、災害復旧事業補
助計画概要書、災害復旧事業計画書、災害復旧事業補助計画書及び事業
成績書に計上する工事費の項目名 
各費目の内容は、赤本 Ⅱ-74 記載参照 

37 
工種 こうしゅ 本システムでは、農地用施設を「ため池」「頭首工」「水路」「揚水機」「堤防」

「道路」「橋」「農地保全施設」に分ける単位のこと 

38 
細目 さいもく 本システムでは、工事費内訳の費目内容のより細かい点について規定した

項目 

39 
細別 さいべつ 本システムでは、工事費内訳の細目内容のより細かい点について規定した

項目 

40 歩掛 ぶがかり 職種ごとに 1 つの作業にかかる手間を数値化したもの 

41 字切図 あざきりず 字単位で作成された地図 

42 字限図 あざきりず 字切図と同義 ※当システムでは、字切図の記載で統一 

43 
平面図 へ い め ん

ず 
道路や河川、構造物などを上からみた図面 

44 
縦断図 じゅうだん

ず 
道路や河川などを横から水平にみた高低差がわかる図面 

45 横断図 おうだんず 道路や河川を輪切りにした図面 

46 
災 害 野
帳 

さいがいや
ちょう 

現地査定時の査定順に査定設計の概略をまとめた資料 

47 
災 害 査
定野帳 

さいがいさ
ていやちょ
う 

災害野帳と同義 

48 

雨 量 観
測所デー
タ 

う り ょ う か
ん そ く じ ょ
でーた 

雨、風、雪などの気象状況を時間的、地域的に細かく観測した降水量、風
向・風速、気温、湿度のデータ 
本システムでは気象庁から取得を想定するが、不足情報があれば自団体
が取得した観測データも使用可能とする。 

49 
査定期 さていき 本システムでは、同一都道府県に対し査定を２回以上にわたって実施する

単位(１次査定、２次査定等 年度単位の回数) ※赤本 Ⅱ-178 記載 

50 
失格 しっかく 査定の結果その個所の金額が暫定法２条第６項に規定する４０万円（１か

所の工事限度額）未満になった場合  ※赤本 Ⅱ-102 記載 

51 
欠格 けっかく 査定の結果、失格以外で法令等に照し災害復旧工事として資格を欠くもの 

※赤本 Ⅱ-102 記載 

52 朱書き しゅがき 誤りを指摘したり、過失や修正の指示を赤字で記入したりすること 

53 
朱入れ しゅいれ 査定の結果について、各箇所の別に計画概要書の表紙に添付する査定表

に申請内容に対し査定徐行を簡明に記入し、サインすること 

54 
増 高 申
請 

ぞ う こ う し
んせい 

補助率増高申請 
激甚災害に指定された場合の地元負担額軽減のための補助率のかさ上げ
分申請 

55 
星取表 ほしとりひ

ょう 
高率補助該当調査表 
増高申請時に農家戸数の重複を排除するための整理資料 
※赤本 Ⅱ-359 記載 

56 
補 助 金
交付額 

ほじょきん
こうふがく 

農林水産大臣は、第３条の規定により決定した災害復旧事業費に基いて、
当該年度における法第３条の規定による補助金の額を決定し、これを都道
府県に通知した金額のこと ※赤本 Ⅱ-15 

57 
平 均 査
定率 

へいきんさ
ていりつ 

過去 5 箇年における「1 暦年の総災害復旧事業費／1 暦年の総被害報告
額」の平均率 
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58 

竣工(しゅ
ん 工 ) 認
定 

し ゅ ん こ う
にんてい 

災害復旧事業が完了した場合に行う認定のこと 
本システムでは、直接事業が完了したときは、地方農政局長が行う。関節
事業に係る災害復旧事業が完了したときは、都道府県知事が行う。 ※赤
本 Ⅱ-87 

59 
eMAFF
地図 

いーまふ 農林水産省が運営する地理情報管理システム 
農地台帳、水田台帳などの現場情報が確認できる 

60 
雨 量 等
高線図 

うりょうとう
こうせんず 

等雨量線図のこと 
降雨強度（単位時間当りの降雨量）または任意の時間の降雨量の等しい地
点を結んだ線を、任意の雨量間隔で地形図（平面図）に記載したもの 

61 
等 雨 量
線図 

とううりょう
せんず 

雨量等高線図と同義 
本システムでは、「雨量等高線図」で統一 

62 

維 持 管
理区間 

いじかんり
くかん 

土地改良施設について、大～小ブロックに分けて、土地改良施設における
維持管理区域を明確にし、関係耕作者の特定を容易にしたもの ※赤本 
Ⅱ-360 記載 
使われ方 

63 
土 地 改
良施設 

とちかいり
ょうしせつ 

農業のための用水施設や排水施設,道路,その他農業をするにあたり有益な
施設,農村での生活を快適にする施設 

64 

補助率 ほじょりつ 災害復旧事業の国庫補助率。 
その年の１月１日から 12 月 31 日までの間に発生した災害復旧事業費（査
定額）を関係農家戸数で除した１戸当たり復旧事業費の額によって決定さ
れる 
また、その年を含む前３カ年間に法の適用となる災害を受けた市町村につ
いては、さらに補助率が増嵩されることもある ※赤本 1-10 記載 

65 
普 通 補
助率 

ふつうほじ
ょりつ 

市町村ごとにその年の１月１日から 12 月 31 日までの間に発生した災害復
旧事業費を関係農家戸数で除した農家１戸当たり事業費が８万円以下の
部分に対する補助率 ※赤本 1-11 記載 

66 
高 率 補
助率 

こうりつほ
じょりつ 

「１次高率」:１戸当たり事業費が８万円を超え 15 万円以下の際の率 
「２次高率」:１戸当たり事業費が 15 万円を超える際の率 
※赤本 1-12 記載 

67 
連 年 災
害 補 助
率 

れ ん ね ん
さいがいほ
じょりつ 

その年を含む前３カ年に災害が発生した市町村にあっては、その３カ年間
の災害復旧事業費の合計額を当該年発生災害復旧事業費におきかえて
計算し算出できる率 ※赤本 1-12 記載 

68 
ICT あいしーて

ぃー 
Information and Communication Technology」の略称で、日本語では「情報
通信技術」と訳されている。 
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（２） 登場人物定義 

No 登場人物 定義 

1 市町村（技術） 事業主体として被害報告、査定申請、増高申請を行う。 

2 市町村（事務） 事業主体として、補助金申請を行う。 

3 
都道府県（出先事務
所）（技術） 

市町村から上がってくる被害報告、査定申請、増高申請の内容を取りまと
め、都道府県（県庁）に報告する。 
事業主体として被害報告、査定申請、増高申請を行う。 

4 
都道府県（出先事務
所）（事務） 

市町村から上がってくる補助金申請の内容を取りまとめ、都道府県（県庁）
に報告する。 
事業主体として補助金申請を行う。 

5 
都道府県（県庁）（技
術） 

都道府県（出先事務所）から上がってくる被害報告、査定申請、増高申請の
内容を取りまとめ、農政局、財務局に報告する。 
事業主体として被害報告、査定申請、増高申請を行う。 

6 
都道府県（県庁）（事
務） 

都道府県（出先事務所）から上がってくる補助金申請の内容を取りまとめ、
農政局、財務局に報告する。 
事業主体として補助金申請を行う。 

7 
農政局（技術） 都道府県から上がってくる被害報告、査定申請、増高申請の内容を取りま

とめ、農林水産省に報告する。 
調査官として査定申請の査定を行う 

8 
農政局（事務） 都道府県から上がってくる補助金申請の内容を取りまとめ、農林水産省に

報告する。 

9 

沖縄総合事務局 沖縄県から上がってくる被害報告、査定申請、増高申請の内容を取りまと
め、農林水産省に報告する。 
調査官として査定申請の査定を行う 
沖縄県から上がってくる補助金申請の内容を取りまとめ、農林水産省に報
告する。 

10 農村振興局 農林水産省の内部部局の一つであり、災害復旧事業を所管する。 

11 
財務局 都道府県から上がってくる情報を取りまとめる。 

立会官として査定申請の立ち会いを行う。 

12 
農林水産省（技術） 農政局から上がってくる被害報告、査定申請、増高申請の内容を取りまと

める 
必要に応じて状況調査などを行う 

13 
農林水産省（事務） 農政局から上がってくる補助金申請の内容を取りまとめる 

必要に応じて状況調査などを行う 

14 財務省 財務局から上がってくる情報を取りまとめる。 

15 
調査官 農林水産省、各地方農政局及び沖縄総合事務局の職員 

査定申請の査定を行う 

16 
立会官 財務局（福岡財務支局及び沖縄総合事務局を含む）の職員 

査定申請の立会を行う 

17 
検査官 農林水産省、各地方農政局及び沖縄総合事務局の職員 

しゅん工認定の検査を行う 

18 
MAFF-SAT(農林水産
省・サポート・アドバイ
ス・チーム) 

都道府県からの依頼等に応じ緊急調査または技術支援のために、地方法
制局や本省から派遣される調査員 

19 
土連 都道府県土地改良事業団体連合会の略称。 

市町村から業務を受注し、被災箇所の査定設計書（現地測量、図面作成、
数量作成など）を作成する 
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20 

土地改良区 農業生産を行う上で欠かせない用排水施設の整備・管理や農地の整備い
わゆる土地改良事業を目的として設立された法人 
本システムの利用者 

21 
コンサル 測量コンサルタント会社のこと 

市町村から業務を受注し、被災箇所の査定設計書（現地測量、図面作成、
数量作成など）を作成する 

22 施工・工事業者 被災箇所の復旧工事を実施する。 

23 
水利組合 古くから法定外公共物といわれる水路等を管理するために、地域の農業者

によって任意に設立された団体（任意団体） 

24 耕作者 田畑を耕して農作物をつくる者。農業委員会の農地台帳と異なる場合あり 

25 
受益者 利益を受けている者のこと 

本システムでは、耕作者と同義 

26 
システム運用保守業
者 

システムの運用保守業務を行う。 
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2．業務要件の定義 

2.1 業務概要に関する事項 

（１） 業務の内容 

令和元年東日本台風、九州北部豪雨、令和２年７月豪雨、令和３年７月及び８月の大雨等の自

然災害が激甚化、頻発化する中で農地及び農業用施設の被害は拡大しており、災害復旧実施箇

所数が増加傾向にある。 

一方で、災害復旧事業の実施主体となる地方自治体（都道府県、市町村）では技術系職員が減

少しており、被害発生時の緊急的な対応として、技術系職員を十分に配置し、災害復旧事業を迅速

かつ的確に実施して早期復旧を行うことが難しい状況が見受けられる。 

このことから、ＩＣＴを活用した地方自治体職員が行う災害復旧事業に係る業務（被害把握、被害

報告、災害概要報告、査定設計書作成、査定受検等）の効率化、迅速化を図り、被災した農地及び

農業用施設を早期に復旧するため、【被害把握の効率化】【災害事務の効率化】【査定業務の効率

化】を図り、災害復旧を支援するためのシステムを開発することとしている。 

なお、システムの開発において、【査定業務効率化】については、【被害把握の効率化】【災害事

務の効率化】の一部機能として検討を進める。 

また、三次元データの活用について実証段階（R6 年度現在）となっている。三次元データを活用

したシステムの開発については、利用者への調査を踏まえ、R7 年以降の検討項目とする。 

 

 

（２） 業務の範囲 

業務機能および新情報システム適用対象候補は、以下の通り。 
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No. 手続名 業務名 業務概要 

対応する効率化 

備考 被害把握の

効率化 

災害事務の

効率化 

1 1. 被 害

報告  

被害報告 被害登録：農業者等からの情報に基づき、被害の

情報を登録 

○   

2 地図登録：被害情報に基づき、被災位置を地図上

に登録 

○   

3 被害確認：被害把握効率化アプリを用いて現地で

被害を写真登録し、目視を含む測量結果を登録す

る。 

○   

4 被害額算出：被害額を算出・登録する。 ○   

5 被害確認（事務所での登録・修正）：現地で被害を

確認する。位置が情報と異なる場合は修正を行う。 

○   

6 被害額算出（事務所）：被害額を手入力し、登録す

る。 

○   

7 被害報告、被害確認：日々、区域内の被害額を集

計し、被害報告書を作成・更新し、登録する。 

○ ○  

8 災害概要報告書作成：必要に応じて、被害概要報

告書を作成し、地方農政局及び農林水産省に提出

する。 

△ 

被害額集計

表を優先 

○  

9 2. 査 定

前着工 

査定前着工

（ 応 急 本 工

事） 

打合せ資料の共有：応急本工事の打合せに係る資

料（チェックシート、図面、写真等）を共有する。 

○ 

現地情報の

共有 

○  

10 査定前着工（応急本工事）：応急本工事後、工事内

容、工事費等を登録する。 

 
○  

11 査定前着工

（ 応 急 仮 工

事） 

査定前着工（応急仮工事）：応急仮工事後、工事内

容、工事費等を登録する。 

 
○  

12 3. 査 定

設 計 書

作成 

査 定 設 計

書 ・ そ の 他

査定書類 

耕作者の意向確認：被害確認の結果に基づき、耕

作者の意向を登録する。 

 
○  

13 一箇所工事への統合：複数の被害箇所を一箇所工

事（一つの災害復旧事業）として統合し、被害登録

情報を更新する。 

 
○  

14 被災エリア判定（雨量等高線図作成）：気象庁等の

情報を用いて、等雨量線図を作成する。 

 
○  

15 事業主体の判断：各災害復旧事業について、都道

府県と市町村の協議により事業実施主体を決定す

る。都道府県が事業主体の場合被害登録の情報を

更新する。 

 
○  

16 査定設計：測量、査定用写真撮影 
 

○  

 査定設計（図面、数量計算書等作成）：測量結果等

を基に設計書作成。コンサルに作成を委託すること

も可 

 ○  

17 査定設計（査定設計書作成等）：災害復旧事業（工

事）毎に、工事費、その他記載事項入力等を行うこ

とで、査定設計書の作成・登録を行う。 

 
○  

18 査定設計（査定設計書内容確認）：査定設計書につ

いて県（本庁）で確認し、農政局（北海道にあっては

農林水産省）に通知。農政局等は、承認した場合市

町村へ通知。 

 
△ 通知機能は

優先しない 
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19 査定計画の検討：関係者間での調整後、農政局が

災害事務ツールにより査定計画を作成する、農林

水産省に通知する。 

 
○ 通知機能は

優先しない 

20 
 

査定関連資

料の準備 

査定関連資料の準備：災害復旧事業（工事）毎に、

災害野帳等の査定関連資料の登録を行う。 

 
○  

21 4. 査 定

準備 

事前相談 特殊工法等の事前相談：関係者に特殊工法等の活

用に係る事前相談を行う。 

 
○  

22 5.査定  実地査定 実地査定 
 

○  

23 机上査定 机上査定 〇 ○ 査定業務の

効率化含む 

24 査定後対応 査定設計書の修正 
 

○  

25 朱入れ 
 

○  

26 査定に関する調書作成・報告 
 

○  

27 事業費の突合・決定 
 

○  

28 6. 激 甚

災 害 判

定 

激甚災害判

定 

激甚災害、局地激甚災害の判定：災害毎に、全国

の災害査定見込額等を算出して判定する。 

 
○  

29 7. 増 高

申請 

増高申請 耕作者名簿作成（字切図作成）：災害復旧事業毎

に、関係耕作者の名簿を整理し、施設災において

は、受益筆の情報を表示した字切図を作成し、災害

事務ツールに登録する。 

 
○ 字切図作成

機能は優先

しない 

30 耕作者名簿作成（市町村耕作者名簿）：市町村毎

に、申請する全ての災害復旧事業に関係する耕作

者の名簿を作成する。 

 
○  

31 補助率の算定：市町村毎に、１戸当たり事業費を算

出し、適用される補助率を算定する。 

 
○  

32 申請書類作成・申請：申請書類を通知（都道府県は

確認） 

 
△ 通知機能は

優先しない 

33 増高申請ヒアリング 
 

  

34 内容確認・調整・とりまとめ：都道府県が申請内容を

確認の上、農政局等に通知（不備があれば差し戻

し）。 

 
△ 通知機能は

優先しない 

35 8. 交 付

申請 

予算割当 要望額の整理・調整・報告：都道府県からの要望額

調査依頼を受け、主に市町村が補助金申請箇所を

選択し、予算要望額を入力。 

 
○  

36 交付申請 交付申請書の作成・申請 
 

○  

37 状 況 報 告 ・

概算払 

状況報告・概算払申請書の作成・申請 
 

○ 申請機能は

優先しない 

38 実績報告 事業成績書及び収支精算書作成・報告 
 

○  

39 繰越手続き 繰越申請書類作成・申請 
 

  

40 9. 復 旧

工事 

実施設計書 （総合単価適用の場合）詳細設計へ組み換え 
 

○  

41 実施設計（図面、数量計算書等作成）：測量結果等

を基に設計書作成。遠隔の者が現場を確認しつつ

図面作成等の支援を行うことも可 

○  査定業務の

効率化含む 

42 計 画 変 更

（軽微） 

変更計画書作成・調整 
 

○  

43 計 画 変 更

（重要） 

変更計画書作成・協議・申請 
 

○ 申請機能は

優先しない 

44 10. 進 捗

管理 

事業管理 残事業費調査（調査物） 
 

  

45 11. そ の

他  

査定設計書

用 

総合単価の策定・協議・報告 
 

  

46 査定設計委

託費補助 

申請書類作成・申請 
 

○ 申請機能は

優先しない 
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47 各種調査物 予算執行状況調査 
 

○  

48 査定前着工件数調査 
 

  

49 過年災の復旧状況調査 
 

○  

50 ○年発生災害の概要 
 

  

 

 

（３） 情報システムの構成 

本システム利用者は【被害把握の効率化】【災害事務の効率化】を実現するため、「被害把握サブシス

テム」・「災害事務サブシステム」を利用する。本システムと対応する効率化システム、サブシステムの関

係は以下の通り。 

 

No. メインシステム名称 対応する効率化 サブシステムの名称 

1 農地・農業施設等災害復旧支

援システム 

被害把握の効率化 被害把握サブシステム 

2 災害事務の効率化 災害事務サブシステム 

 

 

（４） システム範囲 

本システムの構成は以下のとおり。本システムにおける業務フロー範囲は、次頁「災害復旧事業手

続における業務フロー」を参照。 

以降のシステム名称については、メインシステム名称と個別システム名称で記載を統一する。 

 

No. メインシステム 

名称 

サブシステム 

名称 

個別システム 

名称 

サービス内容 基盤 実現方式 

1 農地・農業施

設等災害復旧

支援システム 

被害把握サブ

システム 

被害把握ツール 被害の登録 

被害写真の登録 

災害事務ツールへのデ

ータ登録 

農林水産省認定

のクラウド基盤で

の構築 

新規開発 

もしくは既存 SaaS

製品の機能を活用

し、必要に応じてア

ドオン開発 

2 災害事務サブ

システム 

災害事務ツール 被害把握ツールからデ

ータの自動取込 

災害復旧事業に関する

データ入力 

災害復旧事業に関する

様式出力 

被害把握ツールへのデ

ータ転送（優先しない） 

 

農林水産省認定

のクラウド基盤で

の構築 

新規開発 

3 eMAFF 地図 農林水産省が管理する

地理情報共通管理シス

テム 

 

eMAFF 地図基

盤 

eMAFF 地図の標準

機能を使用 
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 〇災害復旧業務手続における業務フロー 

災害復旧業務手続におけるシステム化の範囲は、下図の通り。 

   

 

 

現
状

市
町
村

県

国

シ
ス
テ
ム
化
後

市
町
村

県

国

災害復旧の業務フローについて
被害把握 被害報告 査定 補助金交付申請 復旧状況整理査定書類申請

取りまとめ

現地確認

朱書き（修正）

査定書類提出

受領･転記･集計

受領･転記･集計

査定書類提出

受領･転記･集計

受領･転記･集計

申請書提出

査定野帳作成

資料印刷・丁合

査定官、立会官、地方自
治体が一堂に会して実施

予算管理表作成

受領･転記･集計

受領･転記･集計

申請書提出

※箇所毎入力、データ重複

被害報告作成､報告
（ほぼ毎日）

調査依頼

調査依頼

調査票入力・提出

受領･データ複写･集計

調査票提出

申請書作成・提出被害額算出
被害写真撮影

査定野帳自動作成現地確認
被害写真撮影
被害額簡易算出

(被害把握ツール)

被災状況､査定資料を
画面上で共有

（3D画像等による
リモート査定）

画面上で査定設計書
の朱書き(電子サイン)

自動集計

自動集計

WEB会議システム（既
存）を使って、査定官、
立会官、地方自治体そ
れぞれが遠隔地から参
加

被害報告自動作成
被害一覧DB共有
(被害把握ツール)

DB入力

自動集計

自動集計 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから
自動作成

予算管理表
補助金申請書

査定設計書作成

凡例 ：被害把握の効率化
：災害事務の効率化

被害一覧DB閲覧

被害報告自動集計

被害一覧DB閲覧

被害報告自動集計

被害一覧DBをもとに
査定設計書作成
(様式自動反映)

査定書類提出

査定書類確認

査定書類確認
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（５） 業務の実施に必要な体制 

業務に必要な体制と使用する効率化システムは以下の通り。 

No. 実施体制 組織概要 

システムの利用者 

被害把握 
ツール 

災害事務 
ツール 

1 市町村 ・事業主体として被害報告、査定申請、増高申請、
補助金申請を行う。 

〇 〇 

2 土地改良区 ・事業主体として被害報告、査定申請、増高申請、
補助金申請を行う。 

〇 〇 

3 都 道 府 県
（ 出 先 事 務
所） 

・市町村、土地改良区が確定した被害報告を確認、
確定し、都道府県（県庁）に報告する。 

・市町村、土地改良区から上がってくる査定申請、
増高申請、補助金申請の内容を取りまとめ、都道
府県（県庁）に報告する。 

・事業主体として被害報告、査定申請、増高申請、
補助金申請を行う。 

 〇 

4 都 道 府 県
（県庁） 

・市町村、土地改良区及び県出先が確定した被害
報告を集計、取りまとめを行い、農政局、財務局に
報告する。 

・都道府県（出先事務所）から上がってくる査定申
請、増高申請、補助金申請の内容をとりまとめ、農
政局、財務局に報告する。 

・事業主体として被害報告、査定申請、増高申請、
補助金申請を行う。 

 〇 

5 農政局 ・都道府県から上がってくる被害報告、査定申請、
増高申請、補助金申請の内容を取りまとめ、農林
水産省に報告する。 

・査定官として査定申請の査定を行う 

 〇 

6 農林水産省 ・農政局から上がってくる被害報告、査定申請、増
高申請、補助金申請の内容を取りまとめる 

・必要に応じて状況調査などを行う 

 〇 

7 都道府県土
地改良事業
団体連合会 

市町村から業務を受注し、被災箇所の査定設計書
（現地測量、図面作成、数量作成など）を作成する 

○ 〇 

8 測 量 設 計 コ
ンサルタント
会社 

市町村から業務を受注し、被災箇所の査定設計書
（現地測量、図面作成、数量作成など）を作成する 

 ○ 

9 施 工 ・ 工 事
業者 

被災箇所の復旧工事を実施する。   

10 シ ス テ ム 運
用保守業者 

システムの運用保守業務を行う。   

 

 

（６） システム化フロー 

業務フローについては、「R６年度 要件定義書 付属書① 業務フロー」を参照。 
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（７） 入出力情報及び取扱量 

年間件数は以下の通り。 

No 分類 件数（年間） 補足 

1 被災自治体数 約 600 件   

2 被災箇所数 約 50,000 件   

3 査定件数 約 18,000 件  Ｈ30 実績 

 

 

（８） 規模 

1）業務関係者数及び情報システムの利用者数 

No 利用者 

利用者の種類 
主な利用 

拠点 
時間帯 利用者数 補足 事業 

関係者 

情報システムの

利用者 

1 市町村職員 ○ ○ 役所、役場 

被災現場 

8:30～

17:15 

約 5,100 人  

2 都道府県（出先事務所）職員 ○ ○ 出先事務所 8:30～

17:15 

約 1,000 人  

3 都道府県（県庁）職員 ○ ○ 県庁 8:30～

17:15 

約 94 人  

4 農政局職員 ○ ○ 農政局 8:30～

17:15 

約 18 人  

5 農林水産省職員 ○ ○ 農林水産省 8:30～

17:15 

約 8 人  

6 土地改良区 ○ ○ 事務所 

被災現場 

8:30～

17:15 

約 4,400 人  

7 都道府県土地改良事業団体連

合会 

○ ○ 県土連事務

所 

8:30～

17:15 

約 94 人  

※上記時間帯以外のシステム利用も想定される 

 

 

2）処理件数 

No 分類 件数（年間） 補足 

1 被災自治体数 約 600 件   

2 被災箇所数 約 50,000 件   

3 査定件数 約 18,000 件  Ｈ30 実績 
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（９） 場所等 

1）業務の実施場所 

No 場所名 実施体制 所在地 補足 

1 各役所、役場 市町村 各役所、役場  

2 各都道府県（出先事務所） 都道府県（出先事務

所） 

各都道府県（出先事務所）  

3 各都道府県庁 都道府県（県庁） 各都道府県庁  

4 各農政局 農政局 各農政局  

5 各財務局 財務局 各財務局  

6 農林水産省 農林水産省 東京都千代田区霞が関  

7 財務省 財務省 東京都千代田区霞が関  

8 被災現場 市町村 全国各地  

9 都道府県（出先事務

所） 

 

10 都道府県（県庁）  

11 土地改良事業団体

連合会 

 

12 測量コンサルタント  

13 地権者・営農者  

14 施工・工事業者  

 

 

（１０） 管理すべき指標 

1）管理すべき指標 

No 指標の種類 指標名 計算式 単位 目標値 計測方法 

1 業務（サービス）

実施指標 

被害報告の期限 被災日付－被害報

告日付 

日 発災から3 週間以

内 

情報システム

で確認 

2 災害概要報告の期

限 

被災日付－災害概

要報告日付 

日 発災から１週間以

内 

情報システム

で確認 

3 査定の期限 査定実施日 日 12 月まで 情報システム

で確認 

4 増高申請の期限 増高申請日 日 1 月まで 情報システム

で確認 

 

 

（１１） 業務の継続の方針等 

1）目標復旧時間 

No システム 

目標復旧時間 稼働率目標 

補足 
平常時 

大規模災害等の発

災時 
平常時 

1 被害把握ツール 休日を除く２営業

日以内 

24 時間 99.5%  

※目標復旧時間は設計フェーズの運用・保守計画で見直すこと 
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（１２） 情報セキュリティ 

1）データの機密性について情報セキュリティ対策の基本的な考え方 

No 主な情報 
個人情報 

有無 
情報の機密性 補足 

1 被害報告データ － 機密性２  

2 査定申請データ － 機密性２  

3 査定データ － 機密性２  

4 増高申請データ ○ 機密性２  

5 補助金申請データ － 機密性２  

6 査定設計委託費補助データ － 機密性２  

 

 

＜参考＞ 

以下、標準ガイドライン 第 5 章_要件定義  表 5-6：行政文書に関する整理（電子的管理を含む） 

No 分類 1 分類 2 分類 3 概要説明 備考 

1 特定秘密   防衛、外交、特定有害活動、テロリ

ズム関連でその漏えいが我が国の

安全保障に著しい支障を与えるお

それのある情報。 

クラウド不可 

2 秘密文書 極秘文書 機密性 3 行政事務で取り扱う情報のうち、秘

密文書に相当する機密性を要する

情報。 

（特定の職員のみ取り扱い） 

クラウド不可（インターネット

接続端末への保存不可） 

3  秘文書 機密性 3 同上 クラウド可（インターネットか

らの侵入に対する適切な情

報 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 が 必

要）。 

＊特定個人情報等に該当。 

4   機密性 2 行政事務で取り扱う情報のうち、秘

密文書に相当する機密性は要しな

いが、漏えいにより、国民の権利が

侵害され又行政事務の遂行に支障

を及ぼすおそれがある情報（職員

のみ取り扱い）。 

要機密情報（ 機密性 ２以

上）については、特にその

取扱制限を検討する。 

＊個人情報等に該当。 

5   機密性 1 機密性２情報、機密性３情報以外

の情報。（職員以外も取り扱い可） 

 

 

 

（１３） その他 

1）システム化の対象範囲と対応粒度 

システム化の範囲は、暫定法およびその他関連法令に基づいて実施される災害復旧事業に係る

地方自治体職員の行う事務及び地方自治体職員の行う災害報告のための被災情報の収集、被災農

地・農業用施設の復旧のための進捗管理に係る業務等を想定している。 
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2.2 時期・時間に関する事項 

（１） 本業務の時期・時間 

業務の時期・時間は、下表のとおり、通常期、繁忙期を想定するが、基本的には夜間等でのメン

テナンスによる一時停止を除き、原則 24 時間 365 日サービス提供できることとする。 

 

 実施時期・期間 実施・提供時間 補足 

通常期 下記以外 8:30 ～ 17:15  

繁忙期 査定（６月～１２月） 8:30 ～  被災件数、被災時期によって変動する 

増高（１月末まで） 8:30 ～  被災件数、被災時期によって変動する 

補助金申請（２月～３月末まで） 8:30 ～  被災件数、被災時期によって変動する 

 

  



 
   

 

17 

 

3．機能要件の定義 

本章では、R7 年度における農地・農業用施設等災害復旧支援システム（以下、本システム）の機能

要件について、整理した内容を記載する。 

本システムは、「被害把握サブシステム」（個別システム名称：被害把握ツール）と「災害事務サブシ

ステム」（個別システム名称：災害事務ツール）で構成する。 

以降のサブシステム名称については、個別システム名称で統一する。 

「被害把握ツール」は、「MAFF クラウド」と既存の SaaS 製品を活用したクラウドサービスをパブリッ

ククラウドで開発する。 

「災害事務ツール」は、農林水産省認定のクラウド基盤での開発とする。なお、R7 年度においては、

機能要件を整理しつつ、プロトタイプツールを開発業者クラウド基盤で開発するものとする。 

「データの入力・確認機能」や「様式の出力機能」、「情報の共有機能」を優先の検討項目とし、「申

請機能」や「通知機能」については利用者への調査を踏まえ、今後の検討項目とする。 

以降、業務要件定義書に記載のシステム化業務の内容を実現すべく、機能や画面、帳票、ファイル、

データ項目にて R4 年度に要件を定義し、R6 年度・R7 年度の方針による修正を加えているが、R8 年

度以降の設計フェーズにおいて、業務の効率化や、機能・画面の統一・単純化が望める内容であり、

より良い提案がなされることを期待する。 

 

3.1 システム概要図 

本システムのシステム概要図については、「R7 年度 要件定義書 付属書② システム概要図」を

参照。 

 

3.2 機能に関する事項 

本システムの機能については、「R7 年度 要件定義書 付属書③ 機能一覧」を参照。 

 

3.3 画面に関する事項 

本システムの画面については、「R7 年度 要件定義書 付属書④ 画面一覧」を参照。 

 

3.4 帳票に関する事項 

本システムの帳票については、「R7 年度 要件定義書 付属書⑤ 帳票一覧」を参照。 

 

3.5 ファイルに関する事項 

本システムのファイルについては、「R7 年度 要件定義書 付属書⑥ ファイル一覧」を参照。 
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3.6 データに関する事項 

本システムのデータについては、「R7 年度 要件定義書 付属書⑦ 情報・データ一覧」を参照。 

 

3.7 外部インタフェースに関する事項 

本システムの個別システム間のデータ連携については、「R7 年度 要件定義書 付属書⑧ 外部イ

ンタフェース一覧」を参照。 

なお、災害事務ツールにおいては、被害把握ツールとの連携を最優先とするが、自治体が独自で

使用する災害復旧事業に関するツールとの連携についても、今後の検討課題とする。 

 

3.8 各システムの構成（案） 

被害把握ツールのシステム構成図については、「R7 年度 要件定義書 付属書⑨ 被害把握ツール

システム構成図」を参照。 

なお、災害事務ツールについては、R7 年度においてプロトタイプを開発するため、具体的な構成案

については、引き続き検討する。 

 

3.9 民間クラウドサービスの選定に関する事項 

本システムでは以下民間クラウドサービスを活用する。 

 被害把握ツール 

 

（１） 「被害把握ツール」サービスに求める要件 

「被害把握ツール」サービスの概要と求める要件は以下のとおり。 

 

民間クラウドサービス アプリケーションの概要 アプリケーションに求める要件 

ynn 報告アプリ（タ

ブレット・スマートフ

ォン） 

農業農村整備情報

管理システム（PC） 

 

スマートフォンやタブレット

を用いて被害箇所を撮影

する。 

被害箇所を登録する。 

被害報告様式を作成し、出

力できる。 

・被害登録機能においては、オフライン環

境で動作すること（タブレット・スマートフォ

ン） 

・被害報告機能においてはブラウザ上で動

作すること（PC） 

・JPEG として保存可能であること 

・日本語に対応していること 
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4．非機能要件の定義 

本書は、R6 年度における農地・農業用施設等災害復旧支援システム（以下、本システム）の、非機

能要件について、R7 年度の方針を考慮し、整理した内容を記載する。 

本システムは、「被害把握サブシステム」（メインシステム名称：被害把握ツール）と「災害事務サブ

システム」（個別システム名称：災害事務ツール）で構成する。 

以降のサブシステム名称については、個別システム名称で統一する。 

「被害把握ツール」は、「MAFF クラウド」と既存の SaaS 製品を活用したクラウドサービスをパブリッ

ククラウドで開発する。 

「災害事務ツール」は、農林水産省認定のクラウド基盤での開発とする。なお、R7 年度においては、

機能要件を整理しつつ、プロトタイプツールを開発業者クラウド基盤で開発するものとする。 

そのため、本システムの各種非機能要件においては、「MAFF クラウド」における非機能要件ガイド

ラインに準拠することを基本としつつ、本書にてシステム特有の非機能要件について追加定義する。 

なお、「被害把握ツール」と「災害事務ツール」は同等の非機能要件を満たすことが可能なサービス

を選定・開発するものとするが、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案を農林水産

省と相談・合意の上で進めることとする。 

 

なお、本書では敬称を省略する。 

 

4.1 ユーザビリティ・アクセシビリティに関する事項 

（１） ユーザの種類、役割、特性 

本システムのユーザ種類、役割、特性については、下記の通り。 

No. ユーザ 役割 特性 

1 行政職員 

（市町村／出先事務所／都

道府県／農政局／農林水

産省） 

外郭団体ユーザ（土地改良

区）※１ 

本システムにおける被害把握サ

ブシステムや被害申請システム

の機能全体を利用する。 

 

・PC スキル：MS-Office 等の利用が可

能なユーザから、パソコンを触ったこと

がないユーザまで多様 

・利用機器：PC、スマホ、タブレット 

・機器の用途：現地撮影、申請業務、査

定業務など 

2 外郭団体ユーザ 

（都道府県土地改良事業団

体連合会、コンサル）※１ 

 

 

被害情報の登録支援、及び、査

定設計書の作成を支援する。 

・PC スキル：MS-Office 等の利用が可

能なユーザから、パソコンを触ったこと

がないユーザまで多様 

・利用機器：PC、スマホ、タブレット 

・機器の用途：現地撮影、申請業務、査

定設計書の作成 

※１ 閲覧権限など行政職員と本システムの利用方法が異なる場合がある。 

  



 
   

 

20 

 

 

（２） ユーザビリティ要件 

ユーザビリティに関する要件は下記のとおりとする。 

ただし、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における下記ユーザビリティ要件の実現可否につい

ては、各基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案を

農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と相

談・合意の上で進めること。 

No. ユーザビリティ分類 ユーザビリティ要件 補足 

1 画面の構成 画面のトーン＆マナー、及び、レイアウトには一貫性を持たせ

ること 

※特に「被害把握ツール」「災害事務ツール」は可能な限り統

一すること 

 

2 ユーザが想定できる流れに合致した画面構成(画面遷移・タ

ブの移動順 等)とすること 

 

3 ユーザが必要な操作を想起しやすい画面構成とすること  

4 出来る限り、最小限の操作、入力で届出・申請等ができるよう

な画面構成とすること 

 

5 過剰な情報やデザイン及び機能を排し、簡潔で分かりやすい

画面とすること 

 

6 十分な視認性のあるフォント及びフォントサイズを用いること  

7 一度入力したデータを再度入力させない画面とすること  

8 同時に提出されることが前提の様式については、システム上

では画面集約する可能性を追求すること 

 

9 スマートフォンでの閲覧に対応できるよう、レスポンシブでの

画面構成とすること 

 

10 操作方法の分かりやすさ 無駄な手順を省き、最小限の操作、入力等でユーザが作業

できるようにすること 

 

11 画面上で入出力項目のコピー及び貼り付けができること  

12 指示や状態の分かりやすさ 操作の指示、説明、メニュー等には、ユーザが正確にその内

容を理解できる用語を使用すること 

 

13 基本的な用語には一貫性を持たせること  

14 難しい専門用語や略語を使用しないこと  

15 必須入力項目と任意入力項目の表示方法を変えるなど、各

項目の重要度をユーザが認識できるようにすること 

 

16 システムが処理を行っている間、その処理内容をユーザが直

ちに分かるようにすること 

 

17 システムにおける処理結果を表示すること  

18 操作する内容がすぐに分かるように、画面内に適度な説明を

記載し、ユーザが分かりやすく操作できること 

 

19 エラーの防止と処理 ユーザが操作、入力等を間違えないようなデザインやガイド

(案内)を提供すること 

 

20 入力文字型の変更の手間を省くため IME を制御すること  

21 入力内容の形式に問題がある項目については、それを強調

表示する等、ユーザがその都度その該当項目を容易に見つ

けられるようにすること 

 

23 必要に応じて確認画面等を設け、ユーザが行った操作または

入力の取消し、修正等が容易にできるようにすること 

 

24 重要な処理については事前に注意表示を行い、ユーザの確

認を促すようにすること 
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25 エラーが発生したときは、ユーザが容易に問題を解決できる

よう、エラーメッセージ、修正方法等について、分かりやすい

情報提供をすること 

 

26 重要な様式についてはエラーがある場合は次ページへ進め

ないようにすること 

 

 

（３） アクセシビリティ要件 

アクセシビリティに関する要件は下記のとおりとする。 

ただし、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における下記アクセシビリティ要件の実現可否につ

いては、各基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案

を農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と相

談・合意の上で進めること。 

 

  

No. アクセシビリティ分類 アクセシビリティ要件 補足 

1 アクセシビリティ要件 デジタル庁が公開している「ウェブアクセシビリテ

ィ導入ガイドブック」に準拠すること 

 

2 言語対応 日本語に対応すること 

 

将来的な外国語への対応

は考慮すること 

3 動作保証端末 PC、タブレット、スマートフォンでの利用が可能な

こと 

災害事務ツールは PC のみ 

4 ブラウザ 一般的な OS の標準ブラウザ、及び、主要なブラ

ウザとして、以下のブラウザ種類の最新バージョ

ンでの利用を可能とすること 

PC（Win、Mac）：Edge、Chrome、Safari 

スマートフォン、タブレット（iOS、Android）：ブラウ

ザは使用しない 
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4.2 システム方式に関する事項 

（１） 情報システムの構成に関する全体の方針 

「被害把握ツール」、「災害事務ツール」のシステム構成は各基盤の仕組みに準拠する。 

「MAFF クラウド」を用いたクラウドサービスのシステム構成については下記のとおり。 

No. 要件事項 補足 

 1 移植性や管理の簡素化等による効率化を図るため、コンテナ利用をすること。   

 2 IaC(Infrastructure as Code)等を利用することで、インフラ環境の再構築が迅速かつ少ない労力で対

応できるようにすること。 

  

 3 セキュリティ要件に準拠したシステム構成とすること。   

 4 可用性要件に準拠したシステム構成とすること。   

 5 性能要件に準拠したシステム構成とすること。   

 6 完全性要件に準拠したシステム構成とすること。   

 7 お互いのクラウドサービスとの連携に必要なサービスを提示すること。   

 8 通常利用時とは別に、運用保守・メンテナンス用の閉域回線を提案すること。   

9 情報セキュリティインシデントの発生要因を減らすとともに、情報セキュリティインシデントの発生時

には迅速に対処するため、構築時の情報システムの構成（ハードウェア、ソフトウェア及びサービス

構成に関する詳細情報）が記載された文書を提出するとともに、文書どおりの構成とすること。 

 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めることとする。 

 

（２） 開発方式及び開発手法 

開発手法は、ウォータフォール型を基本としつつ、要件に対する認識のズレの発生を防止する為、

要件が複雑な機能や画面については一部プロトタイプ型の方式とする。 

なお、要件の調整における柔軟な対応のためにアジャイル的な要素の組み合わせが可能であれ

ば提案すること。 

「MAFF クラウド」を用いたクラウドサービスにおける開発では、標準機能を有効活用することで、

開発コストを低減すること。 

「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における開発はコンテナを利用したアプリケーション構造

とすることで、下記を実現すること。 

・ 開発の効率化 

・ デプロイの迅速化 

・ 環境要因による不具合の削減 

など 

  



 
   

 

23 

 

（３） 開発言語・使用ソフトウェア 

「被害把握ツール」「災害事務ツール」において使用する開発言語・ソフトウェア／ライブラリつい

ては、下記の条件に合致するものから選定し、農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

 

・ 一般的かつ EOL・EOS を予定していない開発言語・ソフトウェア／ライブラリであること 

・ 顕在化した脆弱性について、放置していない開発言語・ソフトウェア／ライブラリであること 

・ サービス運用に十分なサポート期限が残る開発言語・ソフトウェア／ライブラリであること 

・ オープンソースライセンスの開発言語・ソフトウェア／ライブラリを利用する場合は、非コピー

レフト型のソースコードの開示が不要な開発言語・ソフトウェア／ライブラリであること 

 

（４） ライセンス 

利用する開発言語・ソフトウェア／ライブラリのライセンスに設定されている使用許諾、ライセンス

義務に従うこと。 

オープンソースライセンスの場合は、不具合や脆弱性についてサポートできる開発言語・ソフトウ

ェア／ライブラリを選定すること。 

有償ライセンスの場合は、不具合や脆弱性についてのサポート契約が結べる事業者のライセン

スを選定すること。 

 

（５） 規制事項 

規制対応として、以下のガイドラインやマニュアルに準拠したシステムを構築すること。実現が困

難な箇所については、その内容に対する代替案を農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

 

・ 農林水産省で公開されている「災害復旧事業の解説」 

・ デジタル庁で公開されている「デジタル社会推進標準ガイドライン」 

・ 内閣サイバーセキュリティセンターで公開されている「情報システムに係る政府調達におけ

るセキュリティ要件策定マニュアル」 
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4.3 規模に関する事項 

（１） データ量 

主なデータ項目の想定データ量は下記のとおりとする。 

要件の具体化や対象データの整理、数量の精緻化については設計フェーズで実施することとし、内

容については農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

 

1）データベース 

データベースについては、設計フェーズで整理するものとする。過剰な正規化や重複保持等により、

データ量の増大が発生しないようデータ構造を検討すること。 

 

2）ストレージの想定データ量 

各基盤のストレージに保存される主なファイルのデータ量は下記のとおりとする。 

 

3）保持期間 

「被害把握ツール」、「災害事務ツール」のデータベースおよびストレージのデータ保持期間は最低 5

年とする。ただし、復旧事業が完了していない情報については復旧が完了した翌年度から 2 年経過す

るまで、データの保存を可能とする仕組みを実現すること。 

本システムでは想定されるデータ量を確保可能な環境を整備すること。 

また、運用上、参照頻度の低い 4 年目以降のファイルなどを価格が安価なストレージサービスに移

行するなど、ランニングコストを低減できるシステム構成を検討すること。 

  

No. 分類 データ区分 データ量 年間登録数 補足 

1 被害把握ツー

ル 

写真ファイル 5.0MB 84 万枚 データ量は 1 ファイルあ

たり 

登録数：年間被害数×

56%×30 枚 

2 写真サムネイル 0.5MB 〃 同上 

3 その他ファイル（アクセ

スログ、エラーログ、操

作ログなど） 

－ － 

 
設計フェーズで設定する 

4 災害事務ツー

ル 

査定設計ファイル（添付

ファイル） 

100MB 18,000 件 データ量は 1 査定あたり 

H30 年の査定件数を参

考 

5 写真ファイル 5.0MB 84 万枚 データ量は 1 ファイルあ

たり 

登録数：年間被害数×

56%×30 枚 

6 写真サムネイル 0.5MB 〃 同上 

7 その他ファイル（アクセ

スログ、エラーログ、操

作ログなど） 

－ － 設計フェーズで設定する 

参考 1 三次元デー

タの活用 

三次元点群＋写真ファ

イル 

500MB/被害 22,000 被害 三次元データを活用する

場合を想定 

参考 2 三次元点群ファイル 400MB/被害 22,000 被害 三次元データを活用する

場合を想定 
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（２） 利用者数 

想定される利用者数は下記のとおりとする。 

No. 利用者区分 利用者数 補足 

1 市町村職員 約 5,100 人  

2 都道府県（出先事務所）職員 約 1,000 人  

3 都道府県（県庁）職員 約 94 人  

4 農政局職員 約 18 人  

5 農林水産省職員 約 8 人  

6 土地改良区 約 4,400 人  

7 県土連 約 94 人  

 

（３） リクエスト数 

想定されるリクエスト数は下記のとおりとする。 

No. 対象 想定リクエスト数(/時) 補足 

1 被害把握ツール 30,000 リクエスト システム運用の特性上、アクセスは集中し易い 

2 災害事務ツール 30,000 リクエスト システム運用の特性上、アクセスは集中し易い 

 

4.4 性能に関する事項 

性能に関する要件は下記のとおりとする。 

ただし、「被害把握ツール」「災害事務ツール」における下記の性能要件の実現可否については、

各基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案を農

林水産省と相談・合意の上で進めること。 

「被害把握ツール」、「災害事務ツール」において、パブリッククラウド上に構成するサーバ・サー

ビスは自動スケーリング機能の利用やスペック調整を容易にできるような構成にし、性能を容易に

改善できること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 

 

No. 指標名 目標値 補足 

1 画面レスポンスタイム 3 秒以内 ただし、写真の一括登録など、データ量が多く負荷がかかる

ものや検索が複雑なものに関しては別途 

2 I/F レスポンスタイム 3 秒以内 ただし、写真の一括登録など、データ量が多く負荷がかかる

ものや検索が複雑なものに関しては別途 
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4.5 信頼性に関する事項 

信頼性に関する要件は下記のとおりとする。 

ただし、「被害把握ツール」「災害事務ツール」における下記の信頼性要件の実現可否について

は、各基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案

を農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

「被害把握ツール」において、パブリッククラウド上で稼働するサーバやサービスに対しては冗長

化などの構成を行うなど、可用性を高めた構成とすること。可能であればクラウドサービスのベスト

プラクティスが自動で適用されるよう、SaaS 携帯のサービスを利用すること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 

 

（１） 可用性要件 

可用性に関する要件は下記のとおりとする。 

No. 設定対象 指標名 目標値 補足 

1 被害把握ツール 稼働率 99.5%  

2 災害事務ツール 稼働率 99.5%  

 

（２） 完全性要件 

機器の故障に起因するデータの滅失や改変を防止する対策を講じるとともに、異常な入力や処理

などの人為的なデータの滅失や改変についても防止する対策を講じること。 

 

4.6 拡張性に関する事項 

拡張性に関する要件は下記のとおりとする。 

ただし、「被害把握ツール」「災害事務ツール」における下記の拡張性要件の実現可否について

は、各基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案

を農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 

 

1）性能の拡張性 

ユーザ数の増加等に伴い、性能、保存領域の拡張が容易な構成とすること。 

 

2）機能の拡張性 

将来的な機能拡張に対して、柔軟に対応できるシステム構成およびデータ構造にすること。 

また、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」では、IaC(Infrastructure as Code)等を利用すること

で、インフラ環境の再構築が迅速かつ少ない労力で対応できるようにすること。 
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4.7 上位互換性に関する事項 

上位互換性に関する要件は以下のとおりとする。 

必要な調査及び作業を実施することで、既存機能に影響することなくシステムのバージョンアップ

に対応可能なシステム構造であること。 

ただし、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における上位互換性要件の実現可否については、

各基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案を農

林水産省と相談・合意の上で進めること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 

 

4.8 中立性に関する事項 

中立性に関する要件は以下のとおりとする。 

情報システムに依存することを防止するため、原則として情報システム内のデータ形式は XML、

CSV、JPG、XLSX 等のオープンかつ一般に普及している形式で取り出すことができること。 

ただし、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における中立性要件の実現可否については、各

基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案を農林

水産省と相談・合意の上で進めること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 
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4.9 継続性に関する事項 

継続性に関する要件は以下のとおりとする。 

また、サービスの継続性を確保するため、情報システムの各業務の異常停止時間が下記の目標

値を超えることのない運用を可能とし、障害時には迅速な復旧を行う方法又は機能として、災害対

策を含めた冗長化、および、バックアップ等の対策を講じること。 

ただし、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における継続性要件の実現可否については、各

基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案を農林

水産省と相談・合意の上で進めること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 

 

No. 障害内容 指標名 目標値 補足 

1 データの損失を伴う障害 目標復旧時間

（RTO） 

休日を除く 2 営業日以内 

（大規模災害時は 24 時間以内） 

 

2 目標復旧時点

（RPO） 

1 日  

3 ネットワークからの接続不

可となる障害 

目標復旧時間

（RTO） 

休日を除く 2 営業日以内 

（大規模災害時は 24 時間以内） 

 

4 目標復旧時点

（RPO） 

障害発生直前の状態  
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4.10 情報セキュリティに関する事項 

情報セキュリティに関する要件は下記のとおりとする。 

クラウドアーキテクトのベストプラクティス（AWS の場合 AWS Well-Architected Framework、Azure 

の場合 Azure Well-Architected Framework）及び「情報システムに係る政府調達におけるセキュリ

ティ要件策定マニュアル 別冊クラウド設計・開発編」に準拠すること。 

ただし、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における情報セキュリティ要件の実現可否につい

ては、各基盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替

案を農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

「被害把握ツール」において、クラウドアーキテクトのベストプラクティス（AWS の場合 AWS Well-

Architected Framework、Azure の場合 Azure Well-Architected Framework）及び「情報システムに

係る政府調達におけるセキュリティ要件策定マニュアル 別冊クラウド設計・開発編」に準拠すること。 

また、以下のセキュリティ対策要件を参照し、本システムのセキュリティ対策要件を点検すること。 

 AWS/Azure 設定確認リスト 

 Web システム／Web アプリケーションセキュリティ要件書 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 

農林水産省ドメイン（maff.go.jp）のサブドメインについては、農林水産省のドメイン管理ルールに

従い命名等を行うこととし、農林水産省の指示に従うこと。 

 

No. 情報セキュリティ対策 対策に係る概要 補足 

1 通信経路の分離 不正の防止及び発生時の影響範囲を限定するため、外部との通

信を行うサーバ装置及び通信回線装置のネットワークと、内部の

サーバ装置、端末等のネットワークを通信回線上で分離すること。 

 

2 不正通信の遮断 通信回線を介した不正を防止するため、不正アクセス及び許可さ

れていない通信プロトコルを通信回線上にて遮断する機能を備え

ること。 

 

3 通信のなりすまし防止 情報システムのなりすましを防止するために、サーバの正当性を

確認できる機能を備えること。 

 

4 主体認証 

※認証機能をシングルサイ

ンオンとして使用しない場合

は独自で実現すること 

ユーザ ID のアカウント管理（登録、変更、削除又は無効化）がで

きること。 

 

5 パスワードは十分な長さ、複雑性（英数字混在など文字列制限）を

指定できること。 

 

6 ユーザは、自らのパスワードを設定及び変更することができるこ

と。 

 

7 ユーザが設定したパスワードは、暗号化され、第三者が知ることが

できない形式で保持されること。 

 

8 無効なパスワードで複数回以上（最大試行回数を設定できる）のロ

グイン試行があった場合、ユーザ ID がロックされること。 

また、ロック後に任意の時間（時間を設定できる）が経過した後、自

動でロックが解除されること。 

 

9 

 

 情報システムによるサービスを許可された者のみに提供するた

め、情報システムにアクセスする主体は Oauth 認証を利用して、シ

ングルサインオンの方式を採用すること。 
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ライフサイクル管理 主体のアクセス権を適切に管理するため、主体が用いるアカウント

（識別コード、主体認証情報、権限等）を管理（登録、更新、停止、

削除等）するための機能を備えること。 

 

11 アクセス制御 認証されていないユーザによる、システム及びデータへの不正な

アクセスを禁止する対策を施すこと。 

 

12 運用保守事業者は、追加、更新、削除等の操作ログを対象として、

5 年間ログを保管すること。 

また、ログの保管については、第三者によるログの窃取、改ざん及

び消去のないように管理すること。 

データセンタ（クラウドサービス）内のアクセスログの改ざん、消去

対策が取られていること。 

 

13 IP アドレス等の制限を掛けて、本システムへのアクセス元を限定

することができること。 

 

14 権限管理 システム管理者（システム上の最上位権限を有する者）の権限を

与えるユーザは、業務上必要かつ最小限に制限すること。 

また、特権を有する管理者による不正を防止するため、管理者権

限を制御する機能を備えること。 

 

15 設計・開発事業者、運用保守事業者は、本システムの設計・開発・

運用において必要となる最小限の機能のみを利用可能とするこ

と。 

 

16 暗号・電子署名 暗号技術検討会及び関連委員会（CRYPTREC）により安全性及び

実装性能が確認された暗号技術、かつ、市場における利用実績が

十分であるか今後の普及が見込まれると判断され、当該技術の利

用を推奨するもののみが使用されていること。 

例) AES 128bit による暗号化機能 

 

17 機密度の高いファイルコンテンツに関しては、暗号化により、ファイ

ルに不正アクセスできない対策が講じられていること。 

提供する本システムの改ざん等がなく真正なものであることを担保

すること。 

 

18 情報セキュリティの脅威への

対策 

 

不正プログラム（ウイルス、ワーム、ボット等）による脅威に備える

ため、想定される不正プログラムの感染経路の全てにおいて感染

を防止する機能を備えること。 

 

19 提供する本システムには不正なプログラムが含まれないよう、新た

に発見される不正プログラムに対応するために機能の更新が可能

であること。 

 

20 Web アプリケーション特有の脆弱性を含め、想定される脆弱性へ

の十分な対策を施すこと。 

 

21 運用開始後、新たに発見される脆弱性を悪用した不正を防止する

ため、情報システムを構成するソフトウェア及びハードウェアの更

新を効率的に実施する機能を備えるとともに、情報システム全体

の更新漏れを防止する機能を備えること。 

 

22 伝送データ 伝送データは、全て暗号化（HTTPS）とすること。  

23 不正追跡・監視 データセンタ（クラウドサービス）内では、情報システムに対する不

正行為の検知、発生原因の特定に用いるために、情報システムの

利用記録、例外的事象の発生に関するログを蓄積し、5 年の期間

保管すること。 

また、ログの不正な改ざんや削除を防止するため、ログに関するア

クセス制御機能を備えること。 

※24 時間×365 日の不正監視とする。 

 

24 装置に対する監視は、データセンタ（クラウドサービス）内の本シス

テム全体を対象とすること。 

※24 時間×365 日の不正監視とする。 
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25 ネットワークに対する監視は、データセンター（クラウドサービス）の

インターネット回線とクラウド基盤の接続点の通信を対象とするこ

と。 

※24 時間×365 日の不正監視とする。 

 

26 侵入者、不正操作等に対する監視は、データセンタ（クラウドサー

ビス）内の本システム全体を対象とすること。 

※24 時間×365 日の不正監視とする。 

 

27 機器等の製造工程において、府省庁が意図しない変更が加えられ

ないよう適切な措置がとられており、当該措置を継続的に実施して

いること。また、当該措置の実施状況を証明する資料を提出するこ

と。 

 

28 ネットワーク制御 データセンター（クラウドサービス）においては、プロキシサーバ及

びファイアウォール等によるネットワーク制御を行うこと。 

 

29 ネットワーク不正検知 データセンター（クラウドサービス）においては、不正行為に迅速に

対処するため、通信回線を介して所属する府省庁外と送受信され

る通信内容を監視し、IDS：不正侵入検知/IPS：不正侵入防止装置

等により不正アクセス、DoS・DDoS 攻撃、標的型攻撃の検知、遮

断及び通知する機能を備えること。 

サービスの継続性を確保するため、構成機器が備えるサービス停

止の脅威の軽減に有効な機能を活用して情報システムを構築する

こと。 

 

30 WEB 対策 クラウドサービスで想定される脆弱性への対策を施すこと。  

31 組織的対策 コンティンジェンシープランの策定をすること。  

32 セキュリティインシデント対応

/復旧対策 

発生した場合に速やかにその原因を分析し、発注者に報告ができ

る体制となっていること。 

障害時の手順書を整備すること。 

 

33 情報セキュリティインシデント発生時の原因追及や不正行為の追

跡において、ログの分析等を容易にするため、システム内の機器

を正確な時刻に同期する機能を備えること。 

 

34 情報セキュリティ水準低下の

防止 

情報システムの利用者の情報セキュリティ水準を低下させないよう

に配慮した上でアプリケーションプログラムやウェブコンテンツ等を

提供すること。 

 

35 プライバシー保護 情報システムにアクセスする利用者のアクセス履歴、入力情報等

を当該利用者が意図しない形で第三者に送信されないようにする

こと。 
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4.11 情報システム稼働環境に関する事項 

情報システム稼働環境を以下に示す。 

 

No. 環境名 対象サブシステム 

（個別システム） 

概要 

1 開発環境 被害把握開発環境 被害把握サブシステム 

（被害把握ツール） 

被害登録サービスの開発、単体

テストおよび個別システム内機

能間の結合テスト実施環境 

・MAFF クラウドと SaaS を活用

し、パブリッククラウドで開発 

2 災害事務開発環境 災害事務サブシステム 

（被害把握ツール） 

R7 年度以降、詳細を検討 

3 検証環境 被害把握検証環境 被害把握サブシステム 

（被害把握ツール） 

個別システム間の疎通確認、結

合テスト、性能テスト、総合テス

トおよび受入テスト実施環境 

・被害把握サブシステムの被害

登録サービスについては、

MAFF クラウドと SaaS を活用

し、パブリッククラウドで開発 

4 災害事務検証環境 災害事務サブシステム 

（災害事務ツール） 

R7 年度以降、詳細を検討 

（個別システム間の疎通確認、

結合テスト、性能テスト、総合テ

ストおよび受入テスト実施環境

を想定） 

5 本番環境 被害把握本番環境 被害把握サブシステム 

（被害把握ツール） 

業務運用環境 

6 災害事務本番環境 災害事務サブシステム 

（災害事務ツール） 

業務運用環境 
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「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における稼働環境については、以下を満たすこと。なお、

詳細については資料閲覧にて「農林水産省クラウド利用ガイドライン」を参照すること。 

本業務の実施において、農水省クラウド利用ガイドラインの改定があった場合は最新版を参照す

ること。 

 MAFF クラウドにて選定しているクラウドサービスプロバイダーを利用すること。なお、2023 年

度利用しているクラウドサービスプロバイダーは：Amazon Web Services、Microsoft Azure であ

る。MAFF クラウドで利用するクラウドサービスは、政府情報システムのためのセキュリティ評

価制度（ISMAP)の ISMAP クラウドサービスリストに登録されている。 

 MAFF クラウド共通機能については利用を前提とし、詳細については MAFF クラウドの関係者

と協議の上決定する。 

 MAFF クラウドを利用する情報システム構築においては、クラウドサービスプロバイダーが提供

するサービスを活用することを基本とするが、提供サービス以外に必要な機能に関しては、

MAFF クラウドにて選定しているクラウドサービスプロバイダー上に独自にシステム構築を行う。 

 Azure を採用する場合は、サブスクリプションの紐づけ先に MAFF クラウドが用意した AzureAD

テナントを設定すること。また、契約種別は原則として CSP 契約とすること。 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 
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4.12 テストに関する事項 

テストに関する要件は下記のとおりとする。 

機能全体に対して、単体テスト、結合テスト、性能テスト、総合テストを行い、機能要件、および、

非機能要件を漏れなく満たしていることを確認すること。 

また、他システムとの連携においては、システム間のインタフェースが仕様どおりに動作すること

について確認すること。 

なお、要件の具体化についてはテスト計画書の中で整理するものとし、内容については農林水産

省と相談・合意の上で進めること。 

 

（１） 構築時の脆弱性対策 

情報システムを構成するソフトウェア及びハードウェアの脆弱性を悪用した不正を防止するため、

開発時及び構築時に脆弱性の有無を確認の上、運用上対処が必要な脆弱性は修正すること。 

 

（２） テスト計画書 

システム全体および各テストに関するテスト計画書について、下記の項目を含め、テストを計画

的かつ効率的に実施するための内容をプロジェクト開始時に定義し、農林水産省と相談・合意の上

で進めること。 

変更が必要な場合は、テスト工程開始までに再定義し、農林水産省と相談・合意の上で進めるこ

と。 

＜テスト計画書の構成案＞ 

1. テスト実施方針 

2. 品質評価基準（網羅率を含む） 

3. 各テストの開始・終了条件 

4. テスト実施体制 

5. テスト実施方法（確認方法） 

6. 各テストのテスト概要（確認内容） 

7. 各テストのテストデータの準備方法 

8. 各テストで使用するテスト環境 

9. 各テストの報告方法と報告内容 

10. 総括のタイミングと報告内容 

※ テストケースとテスト項目は、各テスト用に定義したテスト観点に従い、機能内、機能間、

業務のバリエーションにおいて、正常値、および、異常値も網羅した内容とすること。 

※ 単体テストにおいては網羅率を定義し、達成状況を測定・報告すること。 
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（３） テストの種類、内容 

テストの種類と内容についての要件は下記のとおりとする。  

No. テストの種類 テストの目的、内容 テスト環境 テストデータ 補足 

1 単体テスト 機能単体における動作が機能要件、およ

び、非機能要件を満たしていることを確認

する。 

※機能単体の処理の全バリエーション、お

よび、異常系の動作を確認する。 

開発環境 疑似データ※ － 

2 結合テスト 機能を結合した場合における動作が機能

要件、および、非機能要件を満たしている

ことを確認する。 

※機能間の I/O の全バリエーション、およ

び、異常系の動作を確認する。 

－ 

3 連携テスト 本システムと他システムの連携における

動作が機能要件、および、非機能要件を

満たしていることを確認する。 

※システム間の I/O の全バリエーション、

および、異常系の動作を確認する。 

検証環境 疎通確認や

連携データの

確認テストを

行う。 

4 性能テスト それまでのテストにおいて確認が難しい、

性能を含む非機能要件を満たしているこ

とを確認する。 

－ 

5 総合テスト 業務利用に即したシナリオをベースとした

システム全体の動作が業務要件を満たし

ていることを確認する。 

－ 

6 受入テスト 発注元が、本システムが業務要件を満た

していることを確認する。 

検証または

本番環境 

テスト完了し

たプログラム

一式を成果物

として提出す

る。 

※ 総合試験までのテストデータは、原則として設計・開発事業者が擬似データを作成して用いること。 

また、受入試験のテストデータに関しては、発注者が作成したテストシナリオを実施できるよう 

設計・開発事業者が擬似データを作成することも考慮すること。 

※ 外部の連携情報システムとの調整を踏まえて作成分担を決定すること。 

 

（４） 品質評価基準について 

システム全体および各試験の品質評価基準について、その分析手法を含めてプロジェクト開始

時に定義し、農林水産省と相談・合意の上で進めること。 

変更が必要な場合は、テスト計画書作成完了までに再定義し、農林水産省と相談・合意の上で

進めること。 
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4.13 移行に関する事項 

「災害事務ツール」における、システム利用開始までのデータの移行要件は、下記のとおりとする。 

なお、移行対象データは本番稼働前までに移行作業が可能な状態で準備がされることとする。 

 

No. 対象データ 対象システム 対象範囲 提供方法 補足 

1 災害情報 災害事務ツール 過去２年間分 EXCEL 増高申請時の補助率計算、予算管理

で利用 

2 事業費情報 災害事務ツール 過去２年間分 EXCEL 〃 

3 耕作者情報 災害事務ツール 過去２年間分 EXCEL 個人情報が含まれる内容のため、今

後の検討課題とする 

4 予算情報 災害事務ツール 過去２年間分 EXCEL 増高申請時の補助率計算、予算管理

で利用 

 

4.14 引継ぎに関する事項 

「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における引継に関する事項は、各基盤の運用設計書に

準拠すること。 

引継ぎ事項に関する要件は下記のとおりとする。 

 

No. 引継ぎ発生時 引継ぎ元 引継ぎ先 引継ぎ内容 引継ぎ手順 補足 

1 運用開始時 前設計・開発

業務事業者 

運用・保守業

務事業者 

引継計画書 

引継結果報

告書の作成 

運用・保守事業者は前設計・開

発事業者と協業して、引継計画

書を作成する。 

運用業務を滞りなく行えるよう、

前設計・開発事業者から、作業

経緯、設計開発の設計書、残

存課題等に関する情報を引継

ぎ、引継結果報告書を作成す

る。引継ぎ期間は概ね６ヶ月を

想定し、以下２～４を実施する。 

 

2 運用計画書 

保守計画書 

の作成 

 運用・保守業務事業者は、定常

時おける月次の作業内容、想定

スケジュール、障害発生時に想

定される対応を取りまとめた案を

作成する。 

 

3 運用計画書

および保守

計画書の確

定支援 

発注者が運用計画書および保守

計画書を確定するための支援と

して、運用・保守事業者は技術的

知見や過去の業務実績に基づく

アドバイスを行う。 
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4 運用実施要

領 

保守実施要

領の作成 

運用・保守事業者は、運用計画

等と整合性を確保しつつ運用実

施要領を作成、また、運用実施

要領、保守計画書等と整合性を

確保しつつ保守実施要領を作成

する。 

 

5 運用保守事業

者交代時 

運用・保守事

業者 

次運用・保守

事業者 

引継書 運用・保守事業者は、次運用・

保守事業者と円滑に引継ぎが

できるよう、引継書を作成する。

引継後、時期運用業務が機動

に乗るまでの間、概ね６ヶ月程

度は問い合わせに真摯に対応

する。 

 

 

4.15 教育に関する事項 

「被害把握ツール」、「災害事務ツール」の教育対象者の範囲、教育の方法は下記のとおりとする。 

 

No. 教育対象者の範囲 教育の内

容 

教育の実

施時期 

教育の方

法 

教材 教育対象

者数 

補

足 

1 市町村職員 本システム

の操作説

明 

導入時 

（各農政局

毎に 2 回） 

集合研修

（現場での

研修、また

はオンライ

ン研修、動

画視聴） 

研修用マニュア

ル 

操作マニュアル 

短編動画マニュ

アル 

研修録画動画 

約 5,100 名  

2 都道府県（出先事務所）職

員 

約 340 名  

3 都道府県（県庁）職員 約 94 名  

4 農政局職員 約 18 名  

5 農林水産省職員 約 8 名  

6 土地改良区 約 4,400 名  

7 県土連 約 94 名  
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4.16 運用に関する事項 

運用に関する要件は、下記のとおりとする。 

情報の漏えいを防止するため、端末の離席対策（自動スクリーンロック等）等によって、物理的な

手段による情報窃取行為を防止・検知するように利用者に注意喚起すること。 

物理的な手段によるセキュリティ侵害に対抗するため、情報システムの構成装置（重要情報を扱

う装置）については、外部からの侵入対策が講じられた場所に設置すること。 

ただし、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における運用要件の実現可否については、各基

盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案を農林水

産省と相談・合意の上で進めること。 

「被害把握ツール」における以下の各管理については、クラウドサービスで可能な限り実現するこ

ととし、自動化を図ること。 

自動化すべき項目：運用管理、死活監視、稼働状況監視、セキュリティ監視、ジョブ管理、バック

アップ管理、ログ管理（送受信ログ等の保存）、ウィルスパターン更新管理、セキュリティパッチ更

新管理、依頼作業対応、構成管理、文書管理、アカウント管理、データ管理、定例報告 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 

 

（１） 運用サポート体制 

運用保守事業者は、農林水産省からの問合せに対して単一の窓口機能を提供する。 

窓口機能の対応時間（案）は、以下を想定する。 

（窓口機能の対応時間（案）） 

・電話の場合は、平日９：００－１７：００ 

・メールの場合は、２４時間３６５日 

 

（２） 業務運用支援 

業務運用支援に関する事項は下記のとおりとする。 

No. 運用支援内容 詳細 

1 システムの監視作業 死活監視、稼働状況監視、ネットワーク監視、性能監視、セキュリティ監視、

ログ監視、データ監視、不正行使を抑止するための監視 

2 システムの維持作業 データ一括処理、データクリーニング、バックアップ管理、計画停止、データ

維持管理、情報資産管理、システム構成管理、情報システムの変更要求管

理、ログ管理、情報システムの設定変更、業務運用支援、マルウエア検知、

大規模災害対応アプリケーションプログラムリリース 

3 ヘルプデスク システムの利用方法等の問い合わせを解決 

4 コールセンター システムの不具合等の専門的な問い合わせを解決 
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（３） 運用実績の報告 

運用保守事業者は、定期的に農林水産省に対して、運用実績の報告を行うこととする。報告内

容については、運用保守事業者と農林水産省にて決定すること。 

（報告内容例） 

① 作業実績の報告（作業内容、回数・工数等実績） 

② サービスレベルの達成状況 

③ システムの運転状況 

 

4.17 保守に関する事項 

保守に関する要件は、下記のとおりとする。 

ただし、「被害把握ツール」、「災害事務ツール」における保守要件の実現可否については、各基

盤の制約を考慮するものとし、実現が困難な箇所については、その内容に対する代替案を農林水

産省と相談・合意の上で進めること。 

「災害事務ツール」における以下の各管理については、クラウドサービスで可能な限り実現するこ

ととし、自動化を図ること。 

自動化すべき項目：依頼作業対応、障害対応、定例報告 

なお、要件の具体化については設計フェーズで実施することとし、内容については農林水産省と

相談・合意の上で進めること。 

 

（１） アプリケーションに関する保守要件 

本システムに障害が発生した、または発生する可能性がある場合は、運用保守事業者は農林水

産省へ報告し、対応状況の進捗を継続的に報告すること。 

 

（２） クラウドサービスに関する保守要件 

AWS 等のクラウドサービスで実施されるリリースに伴う、本システムへの影響分析を実施する。 

 

（３） バージョンアップに伴う保守要件 

バージョンアップに伴い必要となる本システムへの影響分析を実施する。 

 

（４） 軽微なアプリケーションの改修要件 

上記項目１・２・３に伴い、軽微な修正が必要な場合、運用保守事業者は農林水産省へ報告し、

改修を実施する。 
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（５） 保守実績の報告 

運用保守事業者は、定期的に農林水産省に対して、保守実績の月次報告を行うこととする。また、

報告内容については、運用保守事業者と農林水産省にて決定すること。 

（報告内容例） 

① プログラムの不具合報告・連絡受付・改修状況 

② バージョンアップに伴う対応（影響分析・改修等） 

③ クラウドサービスのリリースに伴う対応（影響分析・改修等） 

 

 

4.18 作業実施体制に関する事項 

作業実施体制に関する要件は、以下のとおりとする。 

情報システムの構築において、府省庁が意図しない変更や機密情報の窃取等が行われないこと

を保証する管理が、一貫した品質保証体制の下でなされていること。当該品質保証体制を証明す

る書類（例えば、品質保証体制の責任者や各担当者がアクセス可能な範囲等を示した管理体制図）

を提出すること。本調達に係る業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況を確認するた

めに、府省庁が情報セキュリティ監査の実施を必要と判断した場合は、受託者は情報セキュリティ

監査を受け入れること。 

また、役務内容を一部再委託する場合は、再委託されることにより生ずる脅威に対して、情報セ

キュリティを確保すること。 

なお、第 5 章システム設計・開発計画案及び保守管理計画案に作業体制案を示すが、要件の具

体化についてプロジェクト開始前に定義することとし、内容については農林水産省と相談・合意の上

で進めること。 
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4.19 管理要件に関する事項 

プロジェクト管理に関する要件は、以下のとおりとする。 

なお、要件の具体化についてプロジェクト開始前に定義することとし、内容については農林水産

省と相談・合意の上で進めること。 

 

No. 管理要件分類 要件事項 補足 

1 コミュニケーション 農林水産省と協議の上、定例会議を開催すること。 

定例会議にて以下等を議題とした開発推進を行うこと。 

・進捗状況の報告 

・課題の共有、及び対策と検討 

・重要事項の摺合せ 

 

2 進捗、課題状況に応じて、定例会議とは別に適宜ドキュメントレビューや会

議を開催すること。 

 

3 農林水産省と円滑な連絡手段が取れるようコミュニケーションツールを提示

し、利用ルールを共有すること。 

 

4 本システムに関する打合せの議事録は、会議後 3 営業日以内に議事録を

作成して農林水産省に展開すること。 

展開した議事録の承認を得るルールを定めること。 

 

5 進捗管理 プロジェクト管理ツールを用いて管理を行い、定例会議で進捗状況の報告を

行うこと。 

 

6 ドキュメント管理 ドキュメント管理ツールを用いてデグレードが発生しないようにすること。 

また、変更履歴についても管理し、納品時にその内容についても提示するこ

と。 

 

7 課題管理 課題管理ツールを用いて状態や担当者、期限等を農林水産省と共有するこ

と。 

 

8 借用品管理 借用物は農林水産省からの指定に基づいた管理を行い、取り決めた保管場

所、利用範囲、借用期限を厳守すること。 

 

9 構成管理 プログラムソースに関しては、管理ツールを用いて不要なソースやデグレー

ドが発生しないように管理すること。 

また、変更履歴についても管理し、障害発生時に原因特定が容易な状態を

維持すること。 

 

10 環境適用物が適切に構成されていること、および、正しい環境に適用されて

いることが管理されていること。 

 

11 リリースに際して特定の構成管理者のみが実施できる仕組みを検討するこ

と。 

 

12 変更管理 仕様変更やインシデント等の発生時は、課題管理と同様に管理ツールを用

いて状態や担当者、期限等を農林水産省と共有すること。 

解決のためにドキュメントやソースの更新が発生する場合は、その内容につ

いて農林水産省の合意を得ること。 

 

13 ドキュメントの更新とプログラムソースの更新は、それぞれドキュメント管理、

構成管理のルールに準拠すること。 

 

14 変更内容についての承認プロセス、対応プロセスを定義し、発生時のダウン

タイムを最小限とすること。 

 

 

  



 
   

 

42 

 

4.20 成果物に関する事項 

成果物に関する要件は以下のとおりとする。 

 

（１） 成果物一覧 

No. 工程 要件事項 補足 

1 要件定義 要件定義書 プロジェクト計画、要件定義、用語集 

2 基本設計 方式設計書 方式設計、移行設計、その他一覧（メッセージ、オブジェクト

等） 

3 画面設計書 一覧、遷移図、詳細（項目、レイアウト、チェック条件、動作） 

4 UI/UX 設計書 デザイン／トーン&マナー、プロトタイプ 

5 帳票設計書 帳票設計（一覧、項目・レイアウト、参照元） 

6 ファイル設計書 ファイル設計（一覧、項目、参照元）、階層設計 

7 ログ設計書 一覧、レベル、通知 

8 DB 設計書 一覧、項目、ER 図、CRUD 図 

9 インタフェース仕様書 一覧、処理概要、項目・レイアウト 

10 バッチ設計書 一覧、所為概要、ジョブスケジュール 

11 インフラ設計書 ネットワーク設計 

12 詳細設計 アプリ詳細設計書 クラス図、シーケンス図 

※API、バッチ含む 

13 インフラ詳細設計書 環境変数情報、Key 情報、証明書情報、各種設定値情報 

14 製造 プログラムソース  

15 実行プログラム  

16 テスト全体 テスト計画書  

17 品質報告書  

18 単体テスト 単体試験結果報告書 結果、評価、エビデンス 

19 結合テスト 結合試験項目書 観点、項目 

※連携試験含む 

20 結合試験結果報告書 結果、評価、エビデンス、不具合管理表 

※連携試験含む 

21 性能テスト 性能試験項目書 観点、項目 

22 性能試験結果報告書 結果、評価、エビデンス、不具合管理表 

23 総合テスト 総合試験項目書 観点、項目 

24 総合試験結果報告書 結果、評価、エビデンス、不具合管理表 

25 受入テスト 受入試験結果報告書 評価、不具合管理表 

26 リリース リリース手順書  

27 教育  研修用マニュアル、操作マニ

ュアル 

 

28 運用 運用計画書の案  

  運用実施要領の案  

    

29 保守 保守業務実施結果報告書  

30 納品管理 納品報告書 納品一覧 

31 その他 議事録 議事録 

32 ペンディング一覧 申送り事項 

 

（２） 納品方法・納品場所 

農林水産省の指定に従い、必要な納品場所、納品方法を合意の上、定義すること。 
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③被害報告

災害事務ツール

アクター

被害把握ツール

②被害情報登録①被害把握

都府県庁

被害情報デー
タを格納

【業務フロー１】被害報告業務 ①被害把握～②被害情報登録～③被害報告

都道府県
出先事務所

農政局

他ツール

財務局

市町村

被害確認
（現地確認） 被害額算出

被害連絡農業者

被害情報
確認

被害情報
確認 災害名修正

修正結果を格
納

被害情報集計
被害報告作成

集計・報告
データを格納

報告された旨
を通知

被害報告確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

確認結果を通
知

被害報告確認

通知受信 被害報告書
出力・送付

被害報告書
確認

事務所登録
（内業）

独自システム
データ

現地登録
（外業）

「農地、農業用施
設災害集計表」も
出力する

※第1報～最終報まで繰り返し

承諾

通知受信

確認結果を通
知

総合単価マスタ
登録

総合単価マス
タデータを格納

※毎年6~7月頃
に更新

※承諾操作
は任意

県土連やコンサ
ルが作業する場
合が多々ある
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アクター ⑤災害概要報告

【業務フロー１】被害報告業務（続き） ④激甚災害の判断～⑤災害概要報告

被害情報集計
災害概要報告

作成

集計・報告
データを格納

報告された旨
を通知

災害概要確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

確認結果を通
知

災害概要確認

通知受信

激甚災害指定
判定

激甚災害指定
の判定結果を

格納
被害情報デー

タを参照

④激甚災害の判断

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

財務局

市町村

農業者

承諾

被害情報デー
タを参照

災害概要報告
書出力

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

【業務フロー２】査定前着工業務 ①特殊工法事前相談～②応急仮工事

事前協議資料
の作成

②応急仮工事①特殊工法事前相談

事前協議資料
の共有

事前協議資料
の共有

事前協議資料
の共有

事前協議資料
の共有

事前協議資料
の共有

事前協議の
実施

事前協議の
実施

事前協議の
実施

事前協議の
実施

事前協議の
実施

事前相談結果
の登録

事前相談結果
のデータを格納

事前相談結果
の確認

事前相談結果
の確認

事前相談結果
の確認

仮工事協議資料
の作成

チェックシート出力
仮工事協議資

料の共有
仮工事協議

の実施
応急仮工事

の実施
応急仮工事

の登録必要

不要

仮工事協議資
料の共有

仮工事協議資
料の共有

仮工事協議
の実施

仮工事協議
の実施

応急仮工事の
データを格納

仮工事の
事前相談
要否

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

財務局

市町村

農業者

被害情報デー
タを参照被害情報デー

タを参照

応急仮工事
の代理登録

応急仮工事の
内容確認

事前相談結果
の代理登録

チェックシートを
格納

特殊工法
事前相談

要否

不要

必要

事前協議資料
の共有

事前協議の
実施

都府県の場合は
農政局が参加

北海道の場合は
本省が参加

チェックシートを
アップロード

事前相談結果
の確認

応急工事費内
訳出力

応急工事費内
訳出力

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

県土連やコンサ
ルが作業する場
合が多々ある

県土連やコンサ
ルが作業する場
合が多々ある
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アクター

【業務フロー２】査定前着工業務（続き） ①特殊工法事前相談～②応急本工事

事前協議資料
の作成

②応急本工事①特殊工法事前相談

事前協議資料
の共有

事前協議資料
の共有

事前協議資料
の共有

事前協議資料
の共有

事前協議資料
の共有

事前協議の
実施

事前協議の
実施

事前協議の
実施

事前協議の
実施

事前協議の
実施

事前相談結果
の登録

事前相談結果
のデータを格納

事前相談結果
の確認

事前相談結果
の確認

事前相談結果
の確認

本工事協議資料
の作成

チェックシート出力
本工事協議資

料の共有
本工事協議

の実施
応急本工事

の実施
応急本工事

の登録必要

不要

本工事協議資
料の共有

本工事協議資
料の共有

本工事協議
の実施

本工事協議
の実施

応急本工事の
データを格納

本工事の
事前相談
要否

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

財務局

市町村

農業者

被害情報デー
タを参照被害情報デー

タを参照

応急本工事
の代理登録

応急本工事の
内容確認

事前相談結果
の代理登録

チェックシートを
格納

チェックシートを
アップロード

特殊工法
事前相談

要否

不要

必要

本工事協議資
料の共有

本工事協議資
料の共有

本工事協議
の実施

本工事協議
の実施

事前協議資料
の共有

事前協議の
実施

都府県の場合は
農政局が参加

北海道の場合は
本省が参加

本工事協議資
料の共有

本工事協議
の実施

都府県の場合は
農政局が参加

北海道の場合は
本省が参加

事前相談結果
の確認

応急工事費内
訳出力

応急工事費内
訳出力

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

県土連やコンサ
ルが作業する場
合が多々ある

県土連やコンサ
ルが作業する場
合が多々ある
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アクター

【業務フロー３】査定設計業務 ①耕作者の意向確認～②一箇所工事統合
・災害箇所分割～③被災エリア判定

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

③被災エリア判定②一箇所工事統合・災害箇所分割①耕作者の意向確認

耕作者の確認

住所・耕作者
情報表示

被害情報デー
タを参照

被害情報一覧
を確認

耕作者の意向
確認

意向伝達

一箇所工
事への統
合要否

一箇所工事へ
の統合

災害箇
所の分
割要否

災害箇所の分
割

観測地点の選
択

雨量等高線図
の作成

雨量等高線図
の出力

被災地エリアの
判定

不要 不要

必要 必要

一箇所工事
データを格納

分割後データを
格納

※150m以内の
連続した工事など

※工期などを考慮

コンサル

被害情報デー
タを参照

被害情報デー
タを参照

災害事務ツール

eMAFF地図

気象庁システム

雨量等高線図の作成
システムについては
今後の検討課題とす
る。
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確認結果を通
知

アクター

【業務フロー３】査定設計業務（続き） ④事業主体の判断～⑤査定設計

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

⑤査定設計④事業主体の判断

事業
主体の
判断

委託の
要否

測量・写真撮
影・設計・積算

査定設計入力
査定設計書出

力

都道府県営

不要
市町村等

（団体営）

必要

※大規模又は高度な
技術を要する事業は

都道府県営に

コンサル

事業主体の協
議

事業主体の協
議

事業主体の協
議

査定設計デー
タを格納

作成された旨
を通知

通知受信

確認結果/作
成された旨を

通知

査定設計確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

査定設計確認

差し戻し査定設計確認
査定設計書出

力

確認結果を格
納

差し戻し
通知受信

承諾

承諾

不要

必要

測量・写真撮
影・設計・積算

委託の
要否

査定設計入力
査定設計書出

力

団体営の
場合

都道府県営の
場合

3Dデータ参照

査定設計書作
成・提出

測量・写真撮
影・設計・積算

被害情報デー
タを参照

通知受信

都道府県営の
場合

団体営の
場合

大規模災害時
は、査定日前日
まで査定設計書
を作成する場合
もあり

災害事務ツール

被害把握ツール

3次元ツール

県土連やコンサ
ルが作業する場
合が多々ある
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アクター

【業務フロー３】査定設計業務（続き） ⑤査定依頼～⑥査定計画

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

⑥査定計画⑤査定申請（※査定設計と同時進行）

被害情報デー
タを参照

被害情報一覧
を確認

財務局

査定依頼起票

査定依頼デー
タを格納

依頼された旨
を通知

通知受信

作成された旨
を通知

査定計画確認・
追記(調査官班

数・氏名)
通知受信

通知受信

北海道庁の場合
は直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

査定計画確認・
追記(調査官班

数・氏名)

差し戻し
査定依頼確認

確認結果を格
納

確認結果を通
知

差し戻し 通知受信

承諾

承諾

査定依頼起票

団体営の
場合

都道府県営の
場合

被害情報一覧
を確認

市町村等
（団体営）

都道府県営
↑

④事業主体
の判断により
分岐

査定依頼集計
査定計画作成

集計・計画
データを格納

査定依頼対象とする
被害情報を選択して

起票する

確認結果を通
知

通知受信 査定日の通知

査定計画の通
知

査定計画確認

お知らせ通知

通知受信

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

査定日の調整に
手間がかかって
いる
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アクター

【業務フロー３】査定設計業務（続き） ⑦災害査定計画

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

⑦災害査定計画

財務局

査定計画集計
災害査定計画

作成

集計・計画
データを格納

作成された旨
を通知

通知受信

確認結果を格
納

確認結果を通
知

災害査定計画
確認

通知受信災害査定計画
書出力

承諾

査定計画デー
タを参照

都府県が作成した査定計画を対象とする場合
※北海道は対象外（⑥査定計画にて対応）

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

【業務フロー４】査定業務 ①査定関連資料の準備～②査定

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

財務局

災害野帳の作
成

被災原因等の
説明資料作成

3Dデータ参照

査定票（申
請）作成

（災害野帳、説
明資料添付）

査定設計デー
タを参照

査定票（申
請）を格納

②査定①査定関連資料の準備

通知受信

作成された旨を
通知

査定票（申
請）確認

確認結果を格
納

通知受信

確認結果/作
成された旨を通

知

査定票（申請）確認
申請書類を出力・送付

申請書類閲覧
査定実施

申請書類受領 申請書類閲覧
査定実施

指示事項の送
付

指示事項の受
信

指示事項の受
信

査定設計の修
正

修正査定設計
データを格納

承諾

※必要な場合

査定票（申請）確認
申請書類を出力・送付

北海道の場合は
直接本省へ

通知受信

都府県の
場合 指示事項の送

付

申請書類閲覧
査定実施

申請書類閲覧
査定実施

災害野帳の作
成

被災原因等の
説明資料作成

査定票（申
請）作成

（災害野帳、説
明資料添付）

査定設計の修
正

市町村等
（団体営）

都道府
県営

団体営の
場合

都道府県営の
場合

査定票（申
請）・査定設
計の差し戻し

差し戻し結果
を格納

査定票（申
請）・査定設
計の差し戻し

差し戻された旨
を通知

査定票（申
請）・査定設
計の差し戻し
------------
通知受信都道府県営

の場合

団体営の場合

団体営の
場合

都道府県営の
場合

差
し
戻
し

机上査定では、
現場写真の取り
こぼしが発生し
た場合、取り直
しが発生する。
動画は活用でき
ないか

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

赤本には定義さ
れていないが、
査定官が現場の
情報を事前に取
得するため必要
がある

査定設計書から
の転記が手間

現地査定では、
スムーズな査定
を受けるために
用意する資料が
莫大になる。
机上査定より数
をこなせない。
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アクター

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

財務局

②査定

修正査定設計
確認

確認結果を格
納

確認結果を通
知

修正査定設計
確認・送付通知受信

差し戻し

承諾

【業務フロー４】査定業務（続き） ②査定

査定票（査
定）の入力
（朱入れ）

査定票確認
（読み上げ確

認）

査定票確認
（読み上げ確

認）
修正査定設計

確認

査定票確定

確定情報を格
納

確認結果を通
知

通知受信 査定票確認・
出力

承諾

修正査定設計
確認・送付通知受信

査定票（査
定）の入力
（朱入れ）

査定票確定

北海道の場
合は直接本

省へ

都府県の
場合

査定票確認
（読み上げ確

認）

査定票確認
（読み上げ確

認）

通知受信

修正された旨
を通知

差し戻し

都道府県営の
場合

団体営の
場合

財務省
立会官
の同席

査定票代理署
名

査定票代理署
名

査定票確認
（読み上げ確

認）

北海道事業
の場合

都府県事
業の場合

無

有

査定票確認
（読み上げ確

認）
※財務省立会官
が現場にいない

ケース有り

査定票確認
（読み上げ確

認）

査定票出力・
送付

査定票受領

査定票出力・
送付

通知受信

団体営の
場合

都道府県営の
場合

査定票確認・
出力

有

机上査定の場合
はWeb会議だ
が、実地査定の
場合は現地での
実施となる

査定票の添付
ファイルを格納

朱入れした紙ベースの
査定票を添付ファイル
としてアップロードす
る。その後、システム上
の査定票にも内容を反
映する。

実地査定の場合
添付

反映

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

財務局

③査定関連調書の提出

保留箇所別調
書作成

保留箇所別調
書データを格納

【業務フロー４】査定業務（続き） ③査定関連調書の提出

保留の
有無 査定票集計

箇所別調書、
査定総括表、
査定調書作成
査定関連調書

出力

保留箇所別調
書出力・送付

査定票データを
参照

査定関連調書
データを格納

作成された旨
を通知

有

無

確認結果を通
知

査定関連調書
確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

確認結果を格
納

査定関連調書
確認

差し戻し

承諾

通知受信

都府県の
場合

保留箇所別調
書受信 保留箇所協議

保留箇所協議 査定額集計

査定票データを
参照

査定票データを
参照

事業費突合

お知らせ通知

通知受信

事業費の決定
通知

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

財務局

①耕作者名簿の作成

【業務フロー５、７】増高申請業務 ①耕作者名簿の作成

既存耕作者
名簿

有
無受益範囲の確

認

・農家ヒアリング
・施設管理者ヒアリング
・既存資料 等

・土地改良区等の当該施設に係る維持管理者名簿
・水利組合の名簿
・各種受益者名簿 等

受益筆の指
定・登録

耕作者データの
抽出

耕作者データの
入力

受益筆データを
格納

箇所別耕作者
名寄せ・整理

星取表出力
(名寄せ結果)

耕作者データを
格納

名寄せ後データ
を格納

災害事務ツール

被害把握ツール

eMAFF地図

公図と農地台帳
が一致しない場
合がある

（全体的に）
似通った書類作
成が多く、簡略
化して欲しい

（全体的に）
耕作者名簿、星
取り表、字切図
の整合性チェッ
クに時間がかか
る。
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アクター

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

財務局

②字切図作成

【業務フロー５、７】増高申請業務（続き） ②字切図作成

災害
対象

維持管理
が明確な
基幹施設

過去の
字切図

字切図に代わ
る簡易な図面

作成

ポンチ図、位置図等

過去の字切図
使用

該当施設

該当しない施設

農業用施設

農地

字切図作成不要

受益筆情報表
示 字切図作成

使用可能

なし、使用不可

字切図を格納受益筆図面表
示

字切図出力
字切図に関す
る情報を登録
字切図添付

字切図関連
データを格納

受益筆データを
参照

字切図の作成が手間
・新規で作成：5日程度
・既存のデータに追記：1日

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

財務局

③補助率の算定

【業務フロー５、７】増高申請業務（続き） ③補助率の算定

耕作者データの
入力

耕作者データを
格納

事業費(査定
後)データを参

照

市町村耕作者
集計

市町村耕作者
名寄せ

市町村耕作者
名簿作成 事業費集計 当年事業費・

耕作者整理
当年の1
戸あたり
事業費

前年、
前々年の

災害

有

無

前年、前々年
耕作者データ

入力
3年間の耕作

者名寄せ
前年、前々年
事業費データ

入力
通年事業費・
耕作者整理

8万円まで

8万円を超える
→高率補助率適用

1戸当り8万円超え15万円以下 農地80%、施設90% （増高）
1戸当り15万円超え 農地90%、施設100%（増高）

農地50%（沖縄県80％）
施設65%（沖縄県80％）

過年度耕作者
データを格納

普通補助率適用

過年度事業費
(査定後)データ

を参照災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

財務局

③補助率の算定

【業務フロー５、７】増高申請業務（続き） ③補助率の算定

3年間の
1戸あたり
事業費

当年の1
戸あたり
事業費

10万円を超える

10万円まで 4万円まで

4万円を超える 高率補助率・
通年災害補助
率による計算

通年災害補助率適用
→高率補助率適用

普通補助率適用 農地50%（沖縄県80％）
施設65%（沖縄県80％）

激甚
指定

市町村耕作者
名簿作成

事業費(査定
後)データを参

照

事業費集計 暫定法の補助
率算定

1戸あたり
の暫定法
補助残額

激甚法の補助
率算定

無

有

2万円を超える

2万円まで
激甚嵩上げなし

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

財務局

④増高申請書の作成

【業務フロー５、７】増高申請業務（続き） ④増高申請書の作成

増高申請書作
成

増高申請関連
帳票出力

【暫定法関連の帳票】
・Ⅱ-33補助率増高申請書
・Ⅱ-35年災別箇所別等災害復旧事業費内訳
・Ⅱ-35耕作者名簿
・字切図

申請データを格
納

申請された旨
を通知

申請内容確認通知受信

確認結果を格
納

確認結果を通
知

申請内容確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

確認結果を通
知

申請内容確認

通知受信

承諾

承諾

増高申請関連
帳票出力

【激甚法関連の帳票】
・Ⅵ-25○年災害復旧事業特別措置適用申請書
・Ⅵ-26郡（支庁）市町村名
・Ⅵ-28暫定措置法による補助率算定表
・Ⅵ-30年災別箇所別災害復旧事業費等内訳
・Ⅵ-31耕作者名簿
・字切図

申請内容確認 説明を受ける

資料説明

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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②予算割当決定アクター ①要望額申請

都府県庁

申請データを格
納

都道府県
出先事務所

農政局

財務局

市町村

農業者

要望額申請

要望額集計
要望額申請

集計・申請
データを格納

申請された旨
を通知

申請内容確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

集計・申請
データを格納

申請された旨
を通知

申請内容確認
予算割当決定

承諾

通知受信

予算割当結果
を通知

【業務フロー８】予算割当業務 ①要望額申請～②予算割当決定

申請された旨
を通知

通知受信 申請内容確認

予算割当結果
を格納

差し戻し

差し戻し要望額調査依
頼通知

査定結果デー
タを参照

お知らせメール
通知

通知受信 今年度補助金
申請箇所選択

・当初決定額
（査定後事業費）
・今回改定額
（計画変更後の事業費）

・前年度まで割当額
・既割当額
・今回割当額（今年度要望額）

要望額集計
要望額申請

差し戻し

通知受信北海道の
場合

都府県の
場合

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

要望額を上げて
こない市町村も
あり、確認に手間
がかかる
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アクター ②予算割当決定

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

財務局

市町村

農業者

予算割当結果
を通知

通知受信

予算割当結果
を通知

【業務フロー８】予算割当業務（続き） ②予算割当決定

予算割当結果
を格納

市町村別予算
割当

各市町村からの要望額
申請に対し、予算割当

額を入力

承諾
都府県別予算

割当

予算割当結果
を格納

各都府県からの要望額
申請に対し、予算割当

額を入力

通知受信

承諾

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

割当額の調整に
手間がかかって
いる
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確認結果を通
知

アクター

【業務フロー９】補助金交付申請業務 ①補助金交付申請

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

①補助金交付申請

補助金交付申
請書作成・申

請書出力

申請データを格
納

申請された旨
を通知

通知受信

申請された旨
を通知

申請内容確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

申請内容確認

差し戻し

集計・申請デー
タを格納

差し戻し
通知受信

承諾

補助金交付申
請書作成・申

請書出力

団体営の
場合

都道府県営の
場合

通知受信

財務局

査定結果デー
タを参照

事業費の入力

事業費の入力

市町村等
（団体営）

都道府県営
↑

事業主体の
判断により分

岐

予算割当デー
タを参照

予算額の入力

予算額の入力

・前年・本年度・翌年以降事業量
・前年・本年度・翌年以降事業費
・工事施工の状況 等

・収入・修正後予算額
・支出・当初予算額
・支出・修正後予算額

事業計画書・
収支予算書の

集計
補助金交付申
請書作成・申

請書出力

承諾

申請内容確認

各市町村から
の補助金交付
申請に対し、
確認結果を反

映する

確認結果を通
知

確認結果を格
納

承諾

団体営の
場合

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

（全体的に）
転記することが
多く、ミスが多
発する。
システムから出
力したファイル
を手修正し、シ
ステムの情報は
修正しないこと
が散見される
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確認結果を通
知

アクター

【業務フロー１０】状況報告・概算払い業務 ①状況報告・概算払い

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

①状況報告・概算払い

予算執行状況
報告・概算払

い申請

申請データを格
納

申請された旨
を通知

通知受信

申請された旨
を通知

申請内容確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

申請内容確認

差し戻し
申請内容確認

集計・申請デー
タを格納

差し戻し
通知受信

承諾

予算執行状況
報告・概算払

い申請

団体営の
場合

都道府県営の
場合

通知受信

財務局

査定結果デー
タを参照

市町村等
（団体営）

都道府県営
↑

事業主体の
判断により分

岐

予算割当デー
タを参照

予算の執行状
況を入力

予算の執行状
況を入力

予算執行状況
報告・概算払

い集計
予算執行状況
報告・概算払

い申請

各市町村から
の予算執行状
況報告・概算
払いの申請に
対し、確認結
果を反映する

確認結果を格
納

承諾

確認結果を通
知

団体営の
場合

支払処理・連
絡

都府県の
場合

北海道の
場合

連絡受領
支払内容・入

金確認
市町村に分配

連絡受領
概算払金受領

支払処理・連
絡

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

【業務フロー１１】実績報告業務 ①実績報告

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

①実績報告

事業成績書、
収支精算書作

成

申請データを格
納

申請された旨
を通知

通知受信

差し戻し

事業成績書、
収支精算書作

成

団体営の
場合

都道府県営の
場合

財務局

事業費実績の
入力

事業費実績の
入力

市町村等
（団体営）

都道府県営

↑
事業主体の
判断により分

岐

予算執行状況
の入力

予算執行状況
の入力

・前年度・本年度出来高事業量、
翌年度以降事業量

・前年度・本年度出来高事業費、
翌年度以降事業費

・工事施工の状況 等

・収入・予算額
・収入・精算額
・支出・予算額
・支出・精算額
・国庫補助金精算

申請された旨
を通知

申請内容確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

差し戻し

集計・申請デー
タを格納

事業成績書・
収支精算書の
集計・作成

承諾

申請内容確認
しゅん工認定
しゅん工認定

票出力

実績の手書き
入力

立会人サイン
しゅん工認定
票アップロード

承諾

確認結果を通
知

確認結果を格
納

通知受信

申請内容確認

差し戻し

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

【業務フロー１１】実績報告業務（続き） ①実績報告

eMAFF

（共通申請サービス）

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

①実績報告

被害把握サブシステム

eMAFF地図

財務局

確認結果を通
知

申請された旨
を通知

申請内容確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

申請内容確認

承諾

通知受信

しゅん工認定
しゅん工認定

票出力

しゅん工認定
しゅん工認定

票出力

実績の手書き
入力

立会人サイン

実績の手書き
入力

立会人サイン

しゅん工認定
票アップロード

しゅん工認定
票アップロード

都道府県営の
場合

各市町村から
の実績報告申
請に対し、確認
結果を反映す

る

団体営の
場合

通知受信

確認結果を通
知

確認結果を格
納

承諾

差し戻し
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アクター

【業務フロー１３】計画変更業務 ①変更内容の協議～②計画変更（軽微）～
③計画変更（重要）

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

計画変更(軽微)
を入力

バック資料登録

申請データを格
納

申請された旨
を通知

通知受信

差し戻し

計画変更(軽微)
を入力

バック資料登録

財務局

変更内容の協
議

変更内容の協
議

市町村等
（団体営）

都道府県営
↑

事業主体の
判断により分

岐

・単価 ・添付図面
・数量 ・単価表
・工事費 ・数量計算書 等
・材質
・面積 等

確認結果を通
知

確認結果を格
納

通知受信

通知受信計画変更内容
確認

団体営の
場合

承諾 都道府県営
の場合

軽微な変
更か重要
な変更か

軽微な変更

軽微な変更

重要な変更

重要な変更

計画変更(重要)
を入力

バック資料登録

申請データを格
納

計画変更(重要)
を入力

バック資料登録

・工種 ・面積 等
・単価
・数量 ・査定票の写し
・工事費 ・変更対照表
・材質 ・添付図面 等

変更協議書の
作成

②計画変更（重要）②計画変更（軽微）①変更内容の協議

軽微な変
更か重要
な変更か

変更協議書の
作成

Ⅱ-54 計画概要書の変更協議書（都道府県営）
Ⅱ-55 年災害復旧事業変更地区別一覧表
Ⅱ-56 年災害復旧事業中止（廃止）報告書 ※中止、廃止の場合
Ⅱ-347 計画変更審査表

申請された旨
を通知

通知受信

差し戻し

確認結果を格
納

計画変更内容
確認

承諾

団体営の
場合

都道府県営の
場合

差
し
戻
し

査定設計デー
タを参照災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

【業務フロー１３】計画変更業務（続き） ③計画変更（重要）

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

③計画変更（重要）

財務局

確認結果/申
請された旨を

通知

計画変更内容
確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合 計画変更内容

確認

差し戻し
通知受信 計画変更資料

出力・送付

計画変更資料
受信・確認

計画変更確認
連絡

通知受信 計画変更内容
協議

計画変更内容
協議

計画変更内容
協議

団体営の
場合

計画変更内容
協議

計画変更内容
協議

確認結果を通
知

協議結果を反
映

確認結果を格
納

協議結果を反
映

通知受信

承諾

通知受信

団体営の
場合

都道府県営
の場合計画変更確認

通知

計画変更確認
通知

都府県の
場合

北海道の
場合

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール
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アクター

【業務フロー１６】査定設計委託費補助申請業務 ①査定設計委託費補助申請

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

①査定設計委託費補助申請

査定設計委託
費補助申請書

作成

申請データを格
納

申請された旨
を通知

通知受信

確認結果/申
請された旨を

通知

申請内容確認通知受信

通知受信

北海道の場合は
直接本省へ

都府県の
場合

確認結果を格
納

申請内容確認

差し戻し

集計・申請デー
タを格納

差し戻し

承諾

査定設計委託
費補助申請書

作成

団体営の
場合

都道府県営の
場合

財務局

査定設計デー
タを参照

査定設計デー
タを参照

事業費、委託
費等の入力

事業費、委託
費等の入力

・委託契約日
・委託費
・決定事業費
・災害年月日 等

申請内容確認通知受信

お知らせメール
通知

通知受信

申請資料提出
依頼通知

申請資料提出
依頼通知

都府県の
場合

北海道の
場合

申請資料提出
依頼通知

団体営

都道府県営

Ⅳ-63 査定設計委託費等補助金交付申請書
Ⅳ-64 事業の内容及び経費の配分
Ⅳ-65 委託費等実績調書
Ⅳ-67 設計委託費及び工事費内訳
Ⅳ-68 年度仕入れに係る消費税等相当額報告書

事業費、委託
費の集計

査定設計委託
費補助申請書

作成

確認結果を通
知

通知受信

通知受信

各市町村から
の査定設計委
託費補助申請
に対し、確認
結果を反映す

る

確認結果を通
知

確認結果を格
納

承諾

団体営の
場合

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

内容が複雑すぎ
る
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アクター

【業務フロー１８】災害データベース ①被害情報一覧～②事業計画・査定計画一覧

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

R6対応

財務局

被害報告最終報後の
災害一覧確認
・被害把握ツールの
情報が表示される
・県独自システムの
情報が表示される

被害情報一覧の表示
・DBの情報を追記
入力できる

事業計画・査定情報
の確認

(Ⅱ-30)事業計画概
要書が作成された災
害の一覧を表示

②事業計画・査定計画一覧①被害情報一覧

場所
受益者
情報（人）

被害額
（千円）

被害内容 被害数量
被害写真
リンク

a R○年 ○月豪雨 農地（田） ○○町○○ 2 2,000 法面崩落 L=5m ○○地区

b R○年 ○月豪雨 ため池 ○○町○○ 4 1,000 土砂流入 V=100m3 ○○地区

c R○年 ○月豪雨 施設（水路） ○○町○○ 9 8,000 水路流亡 L=20ｍ ○○地区

d R○年 ○月豪雨 施設（水路） ○○町○○ 2 500 法面崩壊 L=5m ○○地区

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

被害情報

箇所
No.

災害年 災害名 区分

箇所情報 被害状況
地区情報

申請箇所 工種 緊急順位 事業費 工事内容 数量 査定日 査定方法 工種 緊急順位 事業費 工事内容 数量

a A ○○地区 田 A 1,000 法面復旧 L=5ｍ ○○-○○ A ○月○日 実地 田 A 1,000 法面復旧 L=5ｍ ○○-○○

b B ○○地区 ため池 A 500 土砂撤去 V=80m3 ○○-○○ B ○月○日 机上 ため池 A 500 土砂撤去 V=80m3 ○○-○○

c

d

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

水路復旧
法面復旧

L=２０ｍ
L=5m

○○-○○
L=２０ｍ
L=5m

○○-○○ C ○月○日 机上 水路C ○○地区 水路 A 5,000
水路復旧
法面復旧

A 5,000

事業計画情報 査定情報

箇
所
No.

地区
No.

申請情報
査定設計書
リンク

地区
No.

査定情報 申請情報 査定設計書
（朱入れ後）
リンク

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール

箇所No.cとdが
地区No.Cに結
合されている
分割される場合
もあり
①：②：③が
N：N：Nになる
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アクター

【業務フロー１８】災害データベース（続き） ③契約情報・予算情報一覧

都府県庁

都道府県
出先事務所

農政局

市町村

農業者

③契約情報・予算情報一覧 R6対応

財務局

契約情報・予算情報
の表示

契約情報・予算情報
の入力

契約情報・予算情報
の一覧確認

契約情報・予算情報
の修正・更新

工事名 受注者 予定価格 契約金額 工期 工事内容 予定価格 契約金額 工期 工事内容 割当額 執行額 繰越額 割当額 執行額 繰越額 不用額

A ○○地区工事○○建設 1,000 900R○年○月○日 法面復旧 1,200 1,000R○年○月○日 法面復旧 ○月○日 A 1,200 ○○％ ○○％ 1,000 900 100 300 300 - -

B ○○地区工事○○建設 500 490R○年○月○日 土砂撤去 - - R○年○月○日 土砂撤去 ○月○日 B 500 ○○％ ○○％ 500 490 0 - - - 10

C ○○地区工事○○建設 5,000 4,900R○年○月○日 水路復旧
法面復旧

6,000 5,500R○年○月○日 水路復旧
法面復旧

○月○日 C 5,500 ○○％ ○○％ 5,000 4,900 100 1,100 1,100 - -

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

○年度地
区
No.

工事情報（当初） 工事情報（第○回変更） 工事
竣工日

地区
No.

事業費 補助率 執行状況
○年度

契約情報 予算情報

災害事務ツール

被害把握ツール

他ツール



利用者
（市町村、都道府県、国、外郭団体）

農地・農業用施設等災害復旧支援システム
システム構成図

被害把握ツール

被害写真

被害箇所の位置情報

被害登録・出力

被害額算定

災害事務ツール

被害把握

被害情報
（自動登録）

被害情報

被害把握情報
の入力

※MAFFクラウド若しくは
ガバメントクラウド上で構築

DBで一元化
被害
情報

査定
情報

補助金交
付情報

DB紐づけ情報

被害
写真

査定
設計書

災害ＤＢ

被害登録情報一覧確認・共有 手続進捗確認帳票入出力データ一括登録 データ検索

登録情報の
確認、編集

申請様式
の出力

被害把握
被害報告

査定業務 補助金
交付業務

査定前着工

査定

査定調書

事業費決定

予算割当

補助金申請・交付

概算払い

増高申請

査定設計書

査定
情報

補助金
交付
情報

＜主な機能＞



被害把握ツール

大分類 中分類 小分類 業務フロー１のみ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 13 16 18 サブシステム 個別システム

1 被害把握ツールログイン 〇
被害把握ツールにログインする機能。
農政局ごとに、異なる地方を呼び出す。

被害把握サブシステム 被害把握ツール ログイン画面

2 マップ機能との連携 〇 被害把握ツールで表示している箇所周辺マップ（国土地理院など）と連携し、表示する機能 被害把握サブシステム 被害把握ツール 地図画面

3 オフライン地図のダウンロード（スマートフォン・タブレットのみ） ー オフライン時にマップ機能を使用できるよう、予め地図をダウンロードする 被害把握サブシステム 被害把握ツール 地図管理画面

4 災害事務ツールへの自動登録（API連携） ※R7年度以降 ○ 登録した被害情報データを災害事務ツールへ登録する機能 被害把握サブシステム 被害把握ツール ー
災害事務ツール

データベース形式

5 入力方法の選択 ○

被害情報を入力する際に、被害情報を入力するか被害場所を入力するか選択する。
被害の入力方法に柔軟性を求める。
例）
 現場：現在位置を特定するため、地図を起動し、その後被害情報を登録
 事務所：被害情報を入力し、その後場所を登録する

被害把握サブシステム 被害把握ツール メイン画面

6 地図表示 〇 GPS機能が備わっている場合、現在位置を表示する 被害把握サブシステム 被害把握ツール 地図画面

7 被害場所（位置）登録 ○ 被害場所をピン留めし、視認できる 被害把握サブシステム 被害把握ツール 地図画面

8 被害場所（位置）変更 〇 登録した被害位置をずらし変更できる 被害把握サブシステム 被害把握ツール 地図画面

9
被害情報登録

〇

被害情報を登録する
 ・ログイン情報から局ごとの都道府県が絞り込めること
 ・登録日時から被災調査日が自動登録されていること
 ・地図から都道府県・市町村が自動登録できること
 ・都道府県や工種、写真、被害規模を必須入力とすること

被害把握サブシステム 被害把握ツール 入力画面

10 被害情報の確認 ○ 登録した被害情報が確認できる。 被害把握サブシステム 被害把握ツール メイン画面

11 被害情報の追記・修正・削除 〇 登録した被害情報を変更できる 被害把握サブシステム 被害把握ツール メイン画面

12

被害写真登録
 ・複数枚の写真が登録できること
 ・登録された写真がサムネール表示されること
 ・その他関連ファイル（動画など）が登録できること

〇

撮影した被害写真を登録する
 ・複数枚の写真が登録できること
 ・登録された写真がサムネール表示されること
 ・その他関連ファイル（動画など）が登録できること

被害把握サブシステム 被害把握ツール 入力画面
写真データ
動画データ

被害情報の簡易表示 ○ 登録した被害情報が簡易表示できる 被害把握サブシステム 被害把握ツール 被害情報簡易表示画面
14 被害の検索 ○ 登録した被害の検索ができる 被害把握サブシステム 被害把握ツール 検索画面
15 被害のフィルタリング検索 ○ 登録した被害の検索結果で被害をフィルタリングできる 被害把握サブシステム 被害把握ツール 検索画面
16 被害情報の集計 〇 被害情報を集計する 被害把握サブシステム 被害把握ツール 検索結果表示画面
17 一覧表示 ○ 被害情報の集計結果を一覧表示する 被害把握サブシステム 被害把握ツール 検索結果表示画面
18 集計結果出力 〇 一覧表示結果をファイル出力する 被害把握サブシステム 被害把握ツール 集計結果出力画面 Excel

19 被害報告様式の作成 様式作成 ○ 被害報告書を作成する 被害把握サブシステム 被害把握ツール 様式出力画面 Excel Ⅱ-285

20 被害個票の作成 登録データ活用 ー 被害個票を作成する 被害把握サブシステム 被害把握ツール 様式出力画面

21 災害事務ツールログイン 災害事務ツールのログインする 災害事務サブシステム 災害事務ツール ログイン画面

22 災害事務ツールトップページ 災害事務ツールログイン後に各機能を集約したページへ遷移する 災害事務サブシステム 災害事務ツール TOPページ

23 災害データベース呼び出し 災害データベースを呼び出しする機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール TOPページ

24 災害データベース検索 災害データベースに登録されているデータを検索する 災害事務サブシステム 災害事務ツール 災害データベース画面

25 災害データベース一覧表示

災害データベースに登録されているデータから検索結果を各業務に分けて一覧表示する
 ・被害登録業務
 ・査定業務
 ・補助金交付業務

災害事務サブシステム 災害事務ツール 災害データベース画面

26 災害データベース登録・修正 災害データベースにデータを追加登録・修正する 災害事務サブシステム 災害事務ツール 災害データベース画面

27 手続き進捗確認
事務手続きの進捗状況を一覧で表示する画面
 ・一覧表から選択した手続きに遷移できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 手続き進捗状況確認画面

28 ダッシュボード表示 事務手続きの集計結果を件数や金額などに分けてグラフで表示する 災害事務サブシステム 災害事務ツール ダッシュボード

29 被害把握ツールとのデータ連係 被害把握ツールに登録されている被害情報を自動的に災害データベースへ登録する 災害事務サブシステム 災害事務ツール ー
被害把握ツール
データベース

30 被害情報一覧 被災後 被害把握 1 2 3
登録されている被害情報の一覧を表示する機能
ログインしているユーザの所属組織が閲覧可能な被害情報が一覧に表示されること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報一覧集計

31 被害情報検索・絞り込み 1 2 3
登録されている被害情報に対して検索・絞り込みを行う機能
災害名や住所、被災日、農地or農業用施設、被害額、確定フラグなどの条件で検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報一覧集計

32 被害情報集計 1 6
登録されている被害情報を集計表示する機能
箇所数、被害額などの集計が行えること
「農地、農業用施設災害集計表（暫定法関係）」の内容と同等な集計結果の表示が取得できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報一覧集計

33 農地、農業用施設災害集計表(被害情報)出力 1
様式に対応した「農地、農業用施設災害集計表」を出力する機能
確定された被害情報に対して、災害期間と災害種類で集計が行えること
都道府県庁入力箇所の上部ヘッダ情報(雨量等)は、情報がなくてもエラーにせず非表示で出力できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報一覧集計 Excel Ⅱ-285

34 被害情一括登録用ファイルエクスポート 1
被害情報をファイル投入で一括登録するためのテンプレートファイルを出力する機能
Excel形式のファイルがダウンロードできること
各市町村が個別に記録している情報についても備考情報としてある程度取り込めるようなフォーマットとすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報一覧集計 Excel

35 被害情報登録 1

被害情報を登録する機能
住所(旧市町村名含む)、被災日、農地or農業用施設、連絡先、被害額などの情報入力ができること
災害名の入力、もしくは年度・月・県・災害種類の入力内容により、災害名を自動生成して登録が行えること
災害名は、既に登録されている災害名からも選択が行えること
既に登録されている災害名を選択した場合、年度・月・県・災害種類の入力項目が自動設定されること
被害情報1つに対して、複数の耕作者の情報が登録できること
被害情報1つに対して、地図情報が登録できること
被害額について、登録されている統一単価の名称・規格・価格などを参照し、規模・数量の入力が行えること
被害額は、統一単価を用いず、直接入力も可能とすること
ファイルの添付が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報（登録）

36 地図機能呼出 ピン留め 1 2 3 4 5
地図機能を表示する機能
すでに位置情報が登録されている場合は、ピン留めされていること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
被害情報（登録）
被害情報（更新、削除）

37 ピン留め 1
地図上にピン留めを行う機能
任意の場所にピン留めができること
ピン留めした場所に、メモ情報などのアノテーション情報が入力できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
被害情報（登録）
被害情報（更新、削除）

38 被害情報一括登録（ファイルインポート） 一括登録 1
被害情報をファイル投入で一括登録する機能
複数件の被害情報をまとめて登録できること
ファイル内容のチェックを行い、登録の前後で結果を確認できるようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報データ取込 Excel

39 被害情報更新 1 2 3
被害情報を更新する機能
登録されている被害情報の更新が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報（更新、削除）

40 被害情報削除 1
被害情報を削除する機能
被害情報の論理削除が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害情報（更新、削除）

41 写真アップロード画面 1 2 3 4

写真データをアップロードするためのファイル選択を行う機能
・動画もアップロードできること
・複数の写真をまとめてアップロードできること
・写真のコメントの入力ができること
・登録された写真がサムネイル表示されること
・登録された写真などがダウンロードできること
・登録された写真から位置情報が任意に自動登録できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
被害情報（登録）
被害情報（更新、削除）

写真
動画

42 災害名更新(一括更新) 被害報告 災害名 1

複数の災害名をまとめて更新する機能
被害情報一覧に対して、災害期間や災害種類、現状登録されている災害名などで絞り込みを行い、複数の被害情報に登録されている災害名をま
とめて更新できること
ユーザが参照可能な範囲の被害情報に対してのみ、一括で更新ができること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
災害名更新（市町村）
災害名更新（出先事務所、都道府県庁）
災害名更新（農政局、本省）

43 激甚判定

激甚指定判定
※被害額が40万未満
の被害報告を含めて
激甚判定する

1 6
対象となる災害(災害名、災害種類、期間などで絞り込み)の被害情報に対して、激甚災害または局地激甚災害かどうかを計算する機能
激甚災害 A基準、B基準、局地激甚災害のそれぞれの判定基準と、計算結果の確認が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 激甚指定

44 林道事業費査定見込額 全国版入力ファイル入出力 1 6
全国単位の林業事業費推定見込額のファイル取り込みを行う機能
激甚指定の算出用に取り込みが行えること
取り込み可能なファイルテンプレートとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 激甚指定 CSV CSV

45 林道事業費査定見込額 都道府県版入力ファイル入出力 1 6
都道府県単位の林業事業費推定見込額のファイル取り込みを行う機能
激甚指定の算出用に取り込みが行えること
取り込み可能なファイルテンプレートとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 激甚指定 CSV CSV

46 林道事業費査定見込額 市町村版入力ファイル入出力 1 6
市町村単位の林業事業費推定見込額のファイル取り込みを行う機能
激甚指定の算出用に取り込みが行えること
取り込み可能なファイルテンプレートとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 激甚指定 CSV CSV

47 農業所得推定額 全国版入力ファイル入出力 1 6
全国単位の農業所得推定額のファイル取り込みを行う機能
激甚指定の算出用に取り込みが行えること
取り込み可能なファイルテンプレートとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 激甚指定 CSV CSV

備考画面
ファイル

添付
インポート# 機能

分類 災害事務ツール
業務フローNo

概要 エクスポート 帳票出力 赤本

共通

システム

被害報告

被害情報集計事務所編のみ

共通

被害箇所登録

被害情報登録



被害把握ツール

大分類 中分類 小分類 業務フロー１のみ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 13 16 18 サブシステム 個別システム

備考画面
ファイル

添付
インポート# 機能

分類 災害事務ツール
業務フローNo

概要 エクスポート 帳票出力 赤本

システム

48 農業所得推定額 都道府県版入力ファイル入出力 1 6
都道府県単位の農業所得推定額のファイル取り込みを行う機能
激甚指定の算出用に取り込みが行えること
取り込み可能なファイルテンプレートとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 激甚指定 CSV CSV

49 農業所得推定額 市町村版入力ファイル入出力 1 6
市町村単位の農業所得推定額のファイル取り込みを行う機能
激甚指定の算出用に取り込みが行えること
取り込み可能なファイルテンプレートとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 激甚指定 CSV CSV

50 激甚指定 1 6

激甚判定の結果によって、被害情報に対して激甚災害の設定を行う機能
複数の被害情報に一括で激甚指定が行えること
既に激甚指定されているものは、アラートなどが出るようなチェックがされること
一度指定した激甚を外せること
激甚に指定した場合、災害名更新(一括更新)が必ず行われるようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 激甚指定

51 被害報告一覧 被害報告 1
被害報告作成で登録された被害報告データを一覧表示する機能
被害報告としての登録情報と、被害報告として集約した被害情報の個別の情報が確認できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害報告一覧

52 被害報告検索・絞り込み 1
被害報告データに対して検索・絞り込みを行う機能
都道府県、災害期間、災害名、ステータス(承認有無)などでの検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害報告一覧

53 農地、農業用施設災害集計表(被害報告データ)出力 1
様式に対応した被害報告書を出力する機能
被害報告データに対しての被害報告書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
被害報告（確認、申請）（都府県）
被害報告（確認、申請）（北海道）

Excel Ⅱ-285

54 被害報告書(鑑) 1
被害報告書の最終報の際に出力する機能
「農地、農業用施設災害集計表(被害報告データ)」出力時に別シートに出力されること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
被害報告（確認、申請）（都府県）
被害報告（確認、申請）（北海道）

Excel
赤本になし
本省からサンプルフォーマットを受領

55 被害報告作成 1

都道府県庁で被害情報を集計し、被害報告データを作成する機能
同じ災害種別単位で被害報告が作成できること
既に登録されている被害報告が承認済みの場合、報告回数を第2報、第3報と増やして再作成ができること
報告回数に加えて、最終報（確定版）としての報告かどうかの設定が行えること
作成時、最新の被害情報を複製したデータを保存すること
被害報告の登録情報として、災害概要(災害期間、雨量、風速、震度など)などの登録が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害報告（登録）

56 被害報告災害内容登録 1

被害報告として入力した内容を登録する機能
様式 農地、農業用施設災害集計表の上部ヘッダ部分の情報が入力できること
被害報告の報数を増やして作成した際、登録されていた内容が初期値として反映されること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害報告（登録）

57 被害報告更新 1

被害報告として集計した被害情報を更新する機能
被害報告作成時に複製した被害情報を対象に更新が行えること
被害報告作成時に複製した被害情報の削除が行えること
更新によって、報告回数は増えないこと
「被害報告申請」にて農政局（北海道の場合は農林水産省）に申請中、または承認された場合は更新が行えないようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害報告（更新）

58 被害報告災害内容更新 1
被害報告として入力した内容を更新する機能
様式 農地、農業用施設災害集計表の上部ヘッダ部分の情報の更新ができること 災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害報告（更新）

59 被害情報データ更新 1
「被害報告更新」で更新された被害情報の変更内容を、複製前の被害情報に反映させる機能
反映は自動で行われること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害報告（更新）

60 被害報告削除 1
作成した被害報告データを削除する機能
「被害報告申請」にて農政局（北海道の場合は農林水産省）に申請中、または承認された場合は削除が行えないようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 被害報告（削除）

61 被害報告確認 1
被害報告データの詳細内容を確認する機能
管轄内市町村単位の集計被害情報を表示し、任意(表示ボタン押下)で各被害情報の一覧が表示できること 災害事務サブシステム 災害事務ツール

被害報告（確認、申請）（都府県）
被害報告（確認、申請）（北海道）

62 災害概要報告一覧 災害概要報告 災害概要報告 1
登録されている災害概要報告を一覧表示する機能
災害概要、被害概要などが一覧に表示されること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 災害概要報告一覧

63 災害概要報告検索・絞り込み 1
登録されている災害概要報告の検索・絞り込みを行う機能
災害日や災害名などで検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 災害概要報告一覧

64 災害概要報告書出力 1 様式に対応した災害概要報告書を出力する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール
災害概要報告（確認、申請）（都府県）
災害概要報告（確認、申請）（北海道）

PDF Ⅱ-90

65 災害概要報告登録 1

都道府県庁で被害情報を集計し、災害概要報告データを作成する機能
様式に必要な「局長や知事の名称」「災害の概要」「進捗状況」「特記事項」「都道府県のとった措置」「国に対する要望事項」が登録できる
こと
赤本の様式「災害概要報告書」に必要な情報が入力できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 災害概要報告（登録）

66 災害概要報告更新 1

作成した災害概要報告データの変更を行う機能
災害概要報告確認画面で、様式に必要な「局長や知事の名称」「災害の概要」「進捗状況」「特記事項」「都道府県のとった措置」「国に対す
る要望事項」が更新できること
件数や被害額は更新できないこと
「災害概要報告申請」にて農政局から農林水産省（北海道の場合は直接農林水産省）に申請中、または承認された場合は更新が行えないように
すること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 災害概要報告（更新、削除）

67 災害概要報告削除 1
作成した災害概要報告データの削除を行う機能
「災害概要報告申請」にて農政局から農林水産省（北海道の場合は直接農林水産省）に申請中、または承認された場合は削除が行えないように
すること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 災害概要報告（更新、削除）

68 災害概要報告確認 1
作成した災害概要報告データの詳細を確認する機能
対象となっている被害情報の確認が行えること
対象となっている被害情報の写真の表示が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
災害概要報告（確認、申請）（都府県）
災害概要報告（確認、申請）（北海道）

69 応急工事・特殊工法相談記録一覧 査定前 査定前着工（応急仮・本） 2
登録されている応急工事の情報と、特殊工法事前相談の記録を一覧表示する機能
登録されている被害情報の単位で、応急工事と特殊工法事前相談の一覧が確認できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
応急工事・特殊工法相談記録一覧
応急工事・特殊工法相談記録一覧詳細

70 応急仮工事チェックシート出力 2
応急仮工事のチェックシートをダウンロードする機能
Excelファイルとしてダウンロードが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 応急工事・特殊工法相談記録一覧

71 応急本工事チェックシート出力 2
応急本工事のチェックシートをダウンロードする機能
Excelファイルとしてダウンロードが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 応急工事・特殊工法相談記録一覧

72 応急工事・特殊工法事前相談結果記録確認 2
登録した応急工事の内容と、特殊工法事前相談の結果を確認する機能
登録した応急工事の、応急本・応急仮の区分や合計金額などが確認できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 応急工事・特殊工法相談記録（確認）

73 応急工事・特殊工法事前相談結果記録 登録 2
被害情報に対して、実施した応急工事の工事内容や工事費等を登録する機能
被害情報に対して、応急仮・応急本を問わず、複数件の登録が行えること
応急工事を実施するに際しての相談結果の記録も登録できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 応急工事・特殊工法相談記録（登録）

74 協議資料添付 2
応急工事・特殊工法事前相談の協議資料を添付する機能
相談用の資料や、内容記載した応急工事のチェックシートの添付が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 応急工事・特殊工法相談記録（更新、削除） 協議資料

75 応急工事・特殊工法事前相談結果記録 更新 2 登録した応急工事の内容を変更する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 応急工事・特殊工法相談記録（更新、削除）

76 応急工事・特殊工法事前相談結果記録 削除 2 登録した応急工事の内容を削除する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 応急工事・特殊工法相談記録（更新、削除）

77 1箇所工事一覧 1箇所工事 3
登録されている被害情報に対して、1箇所工事の結合、査定分割用に一覧表示する機能
1箇所工事の結合状況を確認できること
査定分割の状況を確認できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 1箇所工事一覧

78 1箇所工事検索・絞り込み 3
1箇所工事の結合、査定分割を行うための被害情報の検索・絞り込みを行う機能
災害名や1箇所工事の条件となる内容などで検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 1箇所工事一覧

79 1箇所工事結合 3
複数の被害情報を1つの査定対象として結合する機能
結合済みの被害情報は、他の被害情報との結合に含めることができないようにすること
分割した査定情報は、他の被害情報との結合に含めることができないようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 1箇所工事結合

80 査定分割 3
被害情報を2つの査定対象として分割する機能
他の被害情報と結合している被害情報は分割ができないようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定申請分割

81 査定依頼一覧 査定計画 3

査定の対象としたい被害情報を選択する機能
選択することによって、査定計画の対象となるよう設定が行えること
複数の被害情報に対して、査定対象の有無の設定がまとめて行えること
既に査定が実施されている被害情報に対して、査定対象の有無の変更は行えないようにすること
優先して査定を受けたい被害情報に対して、優先度の設定が行えること
査定により欠格となった場合などに、再度査定依頼が行えるようにすること
設定の変更は、市町村・出先事務所のみが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画対象査定情報一覧

82 査定依頼検索・絞り込み 3 登録されている査定依頼の情報に対して検索・絞り込みを行う機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画対象査定情報一覧

83 査定依頼集計 3
登録されている査定依頼の情報に対して集計を行う機能
集計により被害額の合計や、箇所数などの確認が行えること 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画対象査定情報一覧

84 査定計画一覧 3 4 登録されている査定計画の情報を一覧に表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画一覧

85 査定計画検索・絞り込み 3 4
査定計画の内容に対して検索・絞り込みを行う機能
都道府県、期間、班数などでの検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画一覧

86 査定計画申請一覧 3 4

査定計画の申請を、申請単位で一覧に表示する機能
一覧内容に対しての検索・絞り込みが行えること
【メモ】
複数の査定計画（1つの期)を、まとめて申請するケースを考慮

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画一覧



被害把握ツール
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添付
インポート# 機能
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概要 エクスポート 帳票出力 赤本

システム

87 査定計画登録 3

査定計画を登録する機能
計画に対して、査定の対象とする複数の被害情報の選択が行えること
既に査定が実施済みで、かつ合格となった査定情報に対しては査定計画の対象とならないようにすること
計画に対して査定班の登録が行えること
査定計画の査定期1つに対して、主任調査官の役職と、氏名の登録が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画（登録）

88 査定情報紐付け 3
登録した査定計画の査定期ごとに査定情報を紐づけて登録する機能
査定期1つに対して、複数の査定情報を登録できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報紐付け

89 査定計画更新 3
査定計画を更新する機能
査定の対象とする被害情報の選択が行えること
既に査定が実施済みで、かつ合格となった査定情報に対しては査定計画の対象とならないようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画（更新、削除）

90 査定計画削除 3 登録されている査定計画を削除する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画（更新、削除）

91 査定班登録 3
査定班を登録する機能
査定班1つにつき、調査官や立会官などの役職と、氏名の登録が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定班（登録、更新）

92 査定班更新 3
査定班を更新する機能
査定班の登録内容の更新が行えること
班の追加が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定班（登録、更新）

93 査定班削除 3
査定班を削除する機能
査定班の登録内容の削除が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定班（登録、更新）

94 査定計画確認 3 4 登録されている査定計画の内容を確認する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画（確認、申請）

95 紐付け査定情報一覧 3 4
査定計画の査定期に紐づく査定情報を一覧に表示する機能
市町村で絞り込みができること
表示している査定計画の査定期に対して査定の実施が完了した場合、「完了」状態の設定ができること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報紐付け

96 災害査定計画書出力 3
赤本の様式を出力する機能
災害査定計画書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定計画（確認、申請） PDF Ⅱ-178

97 雨量等高線図一覧 査定設計 雨量等高線図 3 作成した雨量等高線図の一覧を表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 雨量等高線図一覧

98 雨量等高線図情報登録 3
作成する雨量等高線図の情報を登録する機能
雨量等高線図の名前や、地域等が登録できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 雨量等高線図登録

99 査定情報一覧 査定設計書 3 4 8 9 登録されている査定情報を一覧に表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報一覧

100 査定情報検索・絞り込み 3 4 8 9
登録されている査定情報の検索・絞り込みを行う機能
地域、査定の実施状況、事業主体などで検索が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報一覧

101 査定情報登録用ファイルエクスポート 3 査定情報をファイル投入で登録するためのテンプレートファイルを出力する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報一覧 Excel

102 査定情報登録 3

災害復旧事業計画概要書に必要な情報を登録する機能
被害情報に対して、査定対象単位で査定設計書に必要な情報の登録が行えること
すでに査定済みの査定情報を作り直す必要がある場合は、新規、またはコピー新規で同一の被害情報に対しての登録が行えること
査定が完了していない査定情報に対しては、同一の被害情報に対しての登録ができないように制限すること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報（登録）

103 図面添付 3
災害復旧事業計画概要書に添える添付図面をアップロードする機能
位置図、被災図、平面図、縦断面図、横断面図、構造図、被害写真の添付が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定情報（登録）
査定情報（更新、削除）

添付図面(位置図、被災
図、平面図、縦横断図、
横断面図、被災写真）

104 被害原因等の説明資料添付 3

登録されている査定情報に対して、ファイルを添付する機能
被害原因当の説明資料として、ファイル添付が行えること

【メモ】
査定設計書に含まれない、コンサルが作成した他の資料

災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定情報（登録）
査定情報（更新、削除）

被害原因等の説明資料

105 査定情報登録（ファイルインポート） 3

査定情報をファイル投入で登録、または更新する機能
ファイル内容のチェックを行い、登録、または更新の前後で結果を確認できるようにすること
すでに査定済みの査定情報を作り直す必要がある場合は、新規、またはコピー新規で同一の被害情報に対しての登録が行えること
査定が完了していない査定情報に対しては、同一の被害情報に対しての登録ができないように制限すること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報（登録） Excel

106 査定情報更新 3 災害復旧事業計画概要書の情報を更新する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報（更新、削除）

107 査定情報削除 3
査定情報を削除する機能
査定設計書通知済みの査定情報は削除できないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報（更新、削除）

108 査定情報確認 3 4 8 9
登録されている査定情報の詳細内容を確認する機能
入力情報や添付資料の閲覧・ダウンロードができること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定情報（確認、申請）（市町村）
査定情報（確認、申請）（出先事務所）

109 災害復旧事業計画概要書出力 3 4
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業計画概要書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（確認） PDF Ⅱ-30

110 事業費総括表出力 3 4
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
事業費総括表の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（確認） PDF Ⅱ-31

111 工事費内訳出力 3 4
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
工事費内容内訳表の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（確認） PDF Ⅱ-32

112 応急工事費内訳出力 3 4
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
応急工事費内訳表の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（確認） PDF Ⅱ-32

113 査定票確認 3 4
登録されている査定票の内容を確認する機能
査定結果入力（朱書き）、及び査定結果確定（朱入れ）の情報をもとに内容が表示されること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（確認）

114 査定票出力 3 4
査定結果入力機能で登録した内容を赤本の様式で出力する機能
査定票の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（確認） PDF Ⅱ-176

115 査定結果一覧 査定 4 7 10 11 13 16 査定結果が記録されている査定情報を一覧表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定一覧

116 査定結果検索・絞り込み 4 7 10 11 13 16
登録されている査定結果の検索・絞り込みを行う機能
地域、査定の実施結果、事業主体などで検索が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（確認）

117 査定結果集計 4 7 10 11 13 16
査定結果を絞り込んだ内容で集計する機能
件数や被害額などの集計値が確認できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定結果一覧
査定一覧詳細

118 査定結果入力（朱書き） 朱書き 4

査定の結果を入力(朱書き)する機能
査定対象となっている査定情報に対して、登録されている情報に対して2段目に査定結果の入力が行えること
査定時の指示事由等の入力が行えること
保留事項の事由等の入力が行えること

【メモ】
朱書き情報を残すために必要
査定結果の内容で申請を修正するために必要
保留の際「保留箇所別調書」が出力可能な情報を登録するために必要
「失格」「欠格」の際「箇所別調書」に表示可能な情報を登録するために必要
査定票に出力する指示事由等はこの機能で入力した情報から抽出する。（机上/実施かの情報もココ）

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（登録、更新）

119 査定票入力（朱入れ） 朱入れ 4
査定情報に対して査定結果を査定票に入力する機能
査定の完了有無を設定することができること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（登録、更新）

120 査定票添付 4
査定票を添付する機能
手書きされた査定票の添付が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（登録、更新） 査定票

121 査定結果確認 4 7 10 11 13 16 査定結果が記録されている査定情報の内容を確認する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（確認）

122 保留箇所別調書登録 保留調書 4
保留箇所別調書の内容を登録する機能
査定結果までの登録内容で自動出力できない項目は手動入力できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（登録、更新）

123 保留箇所別調書出力 4
査定結果入力機能で登録した内容を赤本の様式で出力する機能
保留箇所別調書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定（登録、更新）
査定（確認）

PDF Ⅱ-177

124 災害復旧事業査定調書出力 査定調書 4
査定結果入力機能で登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業査定調書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定（登録、更新）
査定（確認）

PDF Ⅱ-179

125 箇所別調書出力 4
査定結果入力機能で登録した内容を赤本の様式で出力する機能
箇所別調書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定（登録、更新）
査定（確認）

PDF
Ⅱ-181
Ⅱ- 182

126 災害復旧事業査定総括表登録 4
災害復旧事業査定総括表の内容を登録する機能
査定計画に対しての備考欄等の登録が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（登録、更新）

127 災害復旧事業査定総括表出力 4
査定結果入力機能で登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業査定総括表の出力が行えること
査定計画単位に登録が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定（登録、更新）
査定（確認）

PDF Ⅱ-180

128 査定調書一覧 4 登録されている査定調書の情報を一覧に表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定調書一覧

129 査定調書確認申請 4 登録した査定調書を申請情報として申請する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定関連調書申請（申請、承認）（都府県）
査定関連調書申請（申請、承認）（北海道）

130 査定調書確認申請（北海道） 4 登録した査定調書を申請情報として申請する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール
査定関連調書申請（申請、承認）（都府県）
査定関連調書申請（申請、承認）（北海道）

131 増高申請一覧 増高申請 増高申請 7
登録されている増更申請の情報を一覧に表示する機能

災害事務サブシステム 災害事務ツール
市町村別増高申請一覧
都道府県別増高申請一覧

132 増高申請検索・絞り込み 7
増高申請の情報の検索・絞り込みを行う機能
年度や、市区町村などで絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
市町村別増高申請一覧
都道府県別増高申請一覧

133 増高申請登録 7
増高申請の内容を登録する機能
増高申請用に作成した字切図の添付ができること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 増高申請（登録、削除）（市町村）

134 補助率算出 7
増高申請の補助率を計算する機能
計算によって判定された補助率の表示と、増高申請の内容として登録が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 増高申請登録



被害把握ツール

大分類 中分類 小分類 業務フロー１のみ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 13 16 18 サブシステム 個別システム
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ファイル

添付
インポート# 機能

分類 災害事務ツール
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概要 エクスポート 帳票出力 赤本

システム

135 増高申請更新 7
登録した増高申請の内容を更新する機能
承認申請前は作成した増高申請を更新できる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 増高申請登録

136 増高申請削除 7
登録した増高申請の内容を削除する機能
承認申請前は作成した増高申請を削除できる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 増高申請（登録、削除）（市町村）

137 増高申請確認 7
登録した増高申請の内容を確認する機能
様式の出力が行えること
添付した字切図のダウンロードが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 増高申請（確認、申請）（市町村）

138 増高申請 7
申請情報として増高申請の申請を行う機能

災害事務サブシステム 災害事務ツール
増高申請（確認、申請）（都府県）
増高申請（確認、申請）（北海道）

139 年災別箇所別等災害復旧事業費内訳出力 7

登録した内容を赤本の様式で出力する機能
年災別箇所別等災害復旧事業費内訳の出力が行えること

【メモ】
対象となる査定情報が激甚災害に指定されていない場合に出力が必要

災害事務サブシステム 災害事務ツール
増高申請（登録、削除）（市町村）
増高申請（確認、申請）（市町村）

PDF Ⅱ-35

140 補助率増高申請（連年災害補助率適用申請）出力 7

登録した内容を赤本の様式で出力する機能
補助率増高申請（連年災害補助率適用申請）の出力が行えること

【メモ】
対象となる査定情報が激甚災害に指定されていない場合に出力が必要

災害事務サブシステム 災害事務ツール
増高申請（登録、削除）（市町村）
増高申請（確認、申請）（市町村）

PDF Ⅱ-33

141 ○年災害復旧事業特別措置適用申請書出力 7

登録した内容を赤本の様式で出力する機能
暫定措置法による補助率算定表の出力が行えること

【メモ】
対象となる査定情報が激甚災害に指定されている場合に出力が必要

災害事務サブシステム 災害事務ツール
増高申請（登録、削除）（市町村）
増高申請（確認、申請）（市町村）

PDF Ⅵ-25

142 暫定措置法による補助率算定表出力 7

登録した内容を赤本の様式で出力する機能
暫定措置法による補助率算定表の出力が行えること

【メモ】
対象となる査定情報が激甚災害に指定されている場合に出力が必要

災害事務サブシステム 災害事務ツール
増高申請（登録、削除）（市町村）
増高申請（確認、申請）（市町村）

PDF Ⅵ-28

143 郡（支庁）市町村名出力 7

登録した内容を赤本の様式で出力する機能
郡（支庁）市町村名の出力が行えること

【メモ】
対象となる査定情報が激甚災害に指定されている場合に出力が必要

災害事務サブシステム 災害事務ツール
増高申請（登録、削除）（市町村）
増高申請（確認、申請）（市町村）

PDF Ⅵ-26

144 年災別箇所別災害復旧事業費等内訳出力 7

登録した内容を赤本の様式で出力する機能
年災別箇所別災害復旧事業費等内訳の出力が行えること

【メモ】
対象となる査定情報が激甚災害に指定されている場合に出力が必要

災害事務サブシステム 災害事務ツール
増高申請（登録、削除）（市町村）
増高申請（確認、申請）（市町村）

PDF Ⅵ-30

145 耕作者名簿一覧 耕作者名簿 5 7 登録されている耕作者名簿の情報を一覧表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 耕作者名簿一覧（登録、更新、削除）

146 耕作者名簿検索・絞り込み 5 7
登録されている耕作者名簿の一覧に対して、検索・絞り込みを行う機能
地域、災害名、災害年などで検索が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 耕作者名簿一覧（登録、更新、削除）

147 耕作者名簿出力 5 7
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
耕作者名簿の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 耕作者名簿一覧画面（登録、更新、削除） PDF Ⅱ-35

148 耕作者名簿出力（激甚指定がある場合） 5 7
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
耕作者名簿の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 耕作者名簿一覧画面（登録、更新、削除） PDF Ⅵ-31

149 星取表出力 7 登録されている耕作者名簿の情報から、星取表を出力する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール
耕作者名簿一覧（登録、更新、削除）
耕作者名寄せ

Excel

150 耕作者情報一覧 5 7

対象となる査定情報から登録されている耕作者情報を一覧に表示する機能
査定情報に耕作者情報が登録されていない場合でも、1行として表示できること
査定情報に複数の耕作者情報が登録されている場合、耕作者情報単位で表示できること
耕作者情報の並び替えができること
被災箇所情報の並び替えができること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 耕作者名寄せ

151 耕作者情報検索・絞り込み 5 7
耕作者情報の一覧に対して、検索・絞り込みを行う機能
査定情報の年度、耕作者の住所、耕作者氏名などで検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 耕作者名寄せ

152 耕作者名寄せ（耕作者情報登録・更新） 5 7
耕作者情報と被災箇所情報を整理する機能
耕作者情報の登録・更新ができること
過去年の耕作者情報との名寄せが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 耕作者名寄せ

153 耕作者情報ファイル入出力 5 7 耕作者名寄せに対して、システムに登録されていない耕作者情報をファイルとして一括投入する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール
耕作者名簿一覧（登録、更新、削除）
過年災耕作者一覧画面（登録、更新、削除）

Excel Excel

154 字切図一覧 字切図 5 7
登録されている字切図の情報を一覧表示する機能
耕作者氏名、住所、地域名、作成年月日などで字切図の検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 字切図一覧

155 字切図検索・絞り込み 5 7
登録されている字切図の一覧に対して、検索・絞り込みを行う機能
耕作者氏名、住所、地域名、作成年月日などで字切図の検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 字切図一覧

156 字切図登録 5 7

字切図の内容を登録する機能
字切図は添付ファイルとしてアップロードができること
利用する耕作者一覧との紐づけが行えること
登録後の字切図を検索するため、紐づけされている耕作者情報や、字切図の地域、作成年月日などの情報が入力できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 字切図情報登録（登録）

157 字限図添付 5 7
作成した字切図をファイルとして添付する機能
新規で作成した字切図以外のファイルも添付できること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
字切図情報画面（登録）
字切図情報画面（更新、削除）

字切図

158 字切図更新 5 7
登録した字切図の内容を更新する機能
添付した字切図のファイルがダウンロードできること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 字切図情報登録（更新、削除）

159 字切図削除 5 登録した字切図を削除する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 字切図情報登録（更新、削除）

160 予算割当一覧 予算割当 予算割当 8 9 10 11 13 登録されている査定承認済みの事業費、要望額、割当額(既割当額、今回割当額)の内容を一覧表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 要望額・予算割当一覧集計

161 予算割当一覧検索・絞り込み 8 9 10 11 13
登録されている予算割当の一覧に対して、検索・絞り込みを行う機能
年度、予算種類、地域などで予算割当の検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 要望額・予算割当一覧集計

162 要望額・割当額集計 8 9 10 11 13
今年度の補助金として申請された情報を集約する機能
市町村単位や、県単位、農政局単位、すべてでの集計が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 要望額・予算割当一覧集計

163 要望額申請登録 8 年度、予算区分等を選択し、要望額を登録する画面 災害事務サブシステム 災害事務ツール
要望額・予算割当（登録）（市町村、出先事務所）
要望額・予算割当（登録）（都道府県、農政局）

164 要望額申請更新 8
登録されている要望額の内容を更新する機能
申請中の場合は更新ができないようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
要望額・予算割当（更新、削除）（市町村、出先事務所）
要望額・予算割当（更新、削除）（都道府県、農政局）

165 要望額申請削除 8
登録されている要望額申請を削除する機能
申請中の場合は更新ができないようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
要望額・予算割当（更新、削除）（市町村、出先事務所）
要望額・予算割当（更新、削除）（都道府県、農政局）

166 事業別予算割当 8
各市町村が、復旧事業に対しての割り当て予算を登録する機能
入力した予算割当額の合計額が表示されること
入力した予算割当額と要望額との比較チェックが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール
要望額・予算割当（登録）（市町村、出先事務所）
要望額・予算割当（更新、削除）（市町村、出先事務所）

167 事業別予算割当更新 8 各市町村が、復旧事業に対しての割り当て予算を更新する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール
要望額・予算割当（登録）（市町村、出先事務所）
要望額・予算割当（更新、削除）（市町村、出先事務所）

168 補助金申請一覧 補助金 補助金交付申請 9 登録されている補助金交付申請の情報を一覧に表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金交付申請一覧

169 補助金申請検索・絞り込み 9
登録されている補助金交付申請の一覧に対して、検索・絞り込みを行う機能
年、災害、地域、事業主体、申請範囲（市町村/出先/県庁）などで補助金交付申請の検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金交付申請一覧

170 補助金申請集計 9
登録されている補助金申請の情報を集計する機能
年、災害、地域、事業主体などで集計が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金交付申請一覧

171 補助金申請一覧（申請一覧） 9

補助金交付の申請を、申請単位で一覧に表示する機能
一覧内容に対しての検索・絞り込みが行えること
【メモ】
市町村や出先事務所が申請した補助金交付申請を、県庁が取りまとめて申請するケースを考慮

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金交付申請一覧

172 補助金申請登録 9 補助金交付申請の内容を登録する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報（登録）

173 補助金申請選択 9
登録する補助金交付申請の対象とする査定情報を選択する機能
期間、地域、事業主体などであらかじめ絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報一覧集計

174 農地復旧費限度額自動計算 3 9

農地復旧費の限度額を自動計算する機能

【メモ】
直営の査定設計書を作成する際に必要な機能
農地の復旧限度額を算出するために必要

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定（登録、更新）

175 補助金申請更新 9
登録した補助金交付申請を更新する機能
申請した補助金交付申請は、差し戻しがされない限り更新できなくなること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報（更新、削除）

176 補助金申請削除 9
登録した補助金交付申請を削除する機能
申請した補助金交付申請は、差し戻しがされない限り削除できなくなること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報（更新、削除）

177 補助金申請確認 9 登録した補助金交付申請の内容を確認する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報（確認）
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178 災害復旧事業計画書出力 9
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業計画書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報一覧集計 PDF Ⅱ-37

179 工事費内訳出力 9
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
工事費内訳の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報一覧集計 PDF Ⅱ-32

180 災害復旧事業補助計画書出力 9
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業補助計画書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報一覧集計 PDF Ⅱ-39

181 都道府県営災害復旧事業補助金交付申請書出力 9
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
都道府県営災害復旧事業補助金交付申請書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報一覧集計 PDF Ⅱ-36

182 団体営災害復旧事業補助金交付申請書出力 9
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
団体営災害復旧事業補助金交付申請書の出力が行えること
事業主体が団体営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報一覧集計 PDF Ⅱ-36

183 災害復旧事業収支予算書出力 9
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業収支予算書の出力が行えること
事業主体が県営として出力する場合と、団体営として出力する場合に応じた内容が出力されること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金情報一覧集計 PDF Ⅱ-40

184 補助金交付申請（市町村） 9
登録した補助金交付申請の内容を申請情報として申請する機能
申請元が市町村以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金交付申請（申請）（市町村）

185 補助金交付申請（出先事務所） 9
登録した補助金交付申請の内容を申請情報として申請する機能
申請元が出先事務所以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金交付申請（申請）（出先事務所）

186 補助金交付申請（都府県） 9
登録した補助金交付申請の内容を申請情報として申請する機能
申請元が都府県以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金交付申請（申請）（都府県）

187 補助金交付申請（北海道） 9
登録した補助金交付申請の内容を申請情報として申請する機能
申請元が北海道以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 補助金交付申請（確認）（北海道）

188 予算執行状況一覧 実施 状況報告・概算払申請書の作成・申請 10 登録されている予算執行状況、概算払い申請の内容を一覧表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算執行状況・概算払情報一覧集計

189 予算執行状況報告・概算払い申請検索・絞り込み 10
登録されている予算執行状況報告、及び概算払い申請の情報に対して、検索・絞り込みを行う機能
年、災害、地域、事業主体、申請範囲（市町村/出先/県庁）、概算払い申請の有無などで検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算執行状況・概算払情報一覧集計

190 予算執行状況集計 10
申請登録されている予算の執行状況を集計する機能
市町村、県、地方農政局、農林水産省でそれぞれ集計が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算執行状況・概算払情報一覧集計

191 予算執行状況一覧（申請一覧） 10

予算執行状況・概算払の申請を、申請単位で一覧に表示する機能
一覧内容に対しての検索・絞り込みが行えること
【メモ】
複数の予算執行状況報告・概算払申請を、まとめて申請するケースを考慮

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算執行状況・概算払情報一覧集計

192 予算執行状況・概算払い申請登録 10 予算執行状況、概算払い申請の内容を登録する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算執行状況・概算払情報（登録）

193 予算執行状況更新 10
登録されている予算執行状況、概算払い申請の内容を更新する機能
申請した予算執行状況、概算払い申請については、差し戻しがされない限り変更が行えなくなること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算執行状況・概算払情報（更新、削除）

194 予算執行状況削除 10
登録されている予算執行状況、概算払い申請を削除する機能
申請した予算執行状況、概算払い申請については、差し戻しがされない限り削除が行えなくなること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算執行状況・概算払情報（更新、削除）

195 予算執行状況確認 10 登録されている予算執行状況、概算払い申請の内容を確認する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算執行状況・概算払情報（確認）

196 予算執行状況報告・概算払申請（市町村） 10
登録した予算執行状況報告と、概算払い申請の内容を申請情報として申請する機能
申請元が市町村以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 概算払申請（確認、申請）（市町村）

197 予算執行状況報告・概算払申請（出先事務所） 10
登録した予算執行状況報告と、概算払い申請の内容を申請情報として申請する機能
申請元が出先事務所以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 概算払申請（確認、申請）（出先事務所）

198 予算執行状況報告・概算払申請（都府県） 10
登録した予算執行状況報告と、概算払い申請の内容を申請情報として申請する機能
申請元が都府県以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール
概算払申請（確認、申請）（市町村）
概算払申請（確認、申請）（出先事務所）

199 予算執行状況報告・概算払申請（北海道） 10
登録した予算執行状況報告と、概算払い申請の内容を申請情報として申請する機能
申請元が北海道以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 概算払申請（確認、申請）（道庁管轄出先事務所）

200 実績報告一覧 実績報告 11
登録した実績報告の内容と、それに紐づく査定情報を一覧表示する機能
承認された実績報告データは本省でも閲覧できる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告一覧集計

201 実績報告検索・絞り込み 11
登録されている実績報告の情報に対して、検索・絞り込みを行う機能
年、災害、地域、事業主体、申請範囲（市町村/出先/県庁）、概算払い申請の有無などで検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告一覧集計

202 実績報告一覧（申請一覧） 11

実績報告の申請を、申請単位で一覧に表示する機能
一覧内容に対しての検索・絞り込みが行えること
【メモ】
複数の実績報告を、まとめて申請するケースを考慮

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告一覧集計

203 実績報告登録 11 実績報告の申請に必要な情報を入力する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（登録）

204 実績報告更新 11
登録した実績報告の内容を更新する機能
申請をした実績報告は、差し戻しがされない限り変更が行えなくなること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（更新、削除）

205 実績報告削除 11
登録した実績報告の内容を削除する機能
申請をした実績報告は、差し戻しがされない限り削除が行えなくなること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（更新、削除）

206 実績報告確認 11 登録した実績報告の内容を確認する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認）

207 実績報告（市町村） 11
登録した実績報告内容を申請情報として申請する機能
申請元が市町村以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告申請（申請）（市町村）

208 実績報告（出先事務所） 11
登録した実績報告内容を申請情報として申請する機能
申請元が出先事務所以外の場合、申請が行えないこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告申請（申請）（出先事務所）

209 実績報告（市町村）（北海道） 11
登録した実績報告内容を申請情報として申請する機能
申請元が市町村で、かつ北海道の場合に、申請が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告申請（申請）（市町村）

210 実績報告（出先事務所）（北海道） 11
登録した実績報告内容を申請情報として申請する機能
申請元が出先事務所で、かつ北海道の場合に、申請が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告申請（申請）（出先事務所）

211 団体営災害復旧事業成績書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
団体営災害復旧事業成績書の出力が行えること
事業主体が団体営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-51

212 取得財産調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
取得財産調書の出力が行えること
事業主体が団体営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-50

213 残材料調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
残材料調書の出力が行えること
事業主体が団体営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-50

214 都道府県営災害復旧事業成績書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
都道府県営災害復旧事業成績書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-43

215 本工事出来高調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
本工事出来高調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-45

216 請負調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
請負調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-46

217 直営調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
直営調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-46

218 材料購入調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
材料購入調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-47

219 労務費調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
労務費調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-47

220 測量及び試験費調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
測量及び試験費調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-47

221 用地買収費調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
用地買収費調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-48

222 補償費調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
補償費調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-48

223 船舶及び機械器具費調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
船舶及び機械器具費調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-48

224 応急工事費調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
応急工事費調書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-49
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システム

225 災害復旧事業収支精算書出力(団体営) 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業収支精算書の出力が行えること
事業主体が団体営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-53

226 災害復旧事業収支精算書出力(県営) 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業収支精算書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-53

227 団体営災害復旧事業成績書及び収支精算書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
団体営災害復旧事業成績書及び収支精算書の出力が行えること
事業主体が団体営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-42

228 都道府県営災害復旧事業成績書及び収支精算書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
都道府県営災害復旧事業成績書及び収支精算書の出力が行えること
事業主体が県営の場合に出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅱ-42

229 しゅん工認定票出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
しゅん工認定票の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅳ-53

230 しゅん工認定調書出力 11
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
しゅん工認定調書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） PDF Ⅳ-55

231 しゅん工認定票添付 11
手書きしたしゅん工認定票を添付する機能
実績報告に紐づいて添付が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） しゅん工認定票

232 しゅん工認定調書添付 11
手書きしたしゅん工認定調書を添付する機能
実績報告に紐づいて添付が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 実績報告（確認） しゅん工認定調書

233 計画変更一覧 計画変更 13 登録されている計画変更の情報を一覧に表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報一覧集計

234 計画変更検索・絞り込み 13
登録されている計画変更に対して、検索・絞り込みを行う機能
災害名、災害年、都道府県、査定箇所、査定年月日などで計画変更の検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報一覧集計

235 計画変更申請一覧 13

計画変更の申請を、申請単位で一覧に表示する機能
一覧内容に対しての検索・絞り込みが行えること
計画変更の軽微／重要のいずれも表示が行えること
【メモ】
複数の計画変更を、まとめて申請するケースを考慮

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報一覧集計

236 計画変更登録 13

計画変更の内容を登録する機能
計画変更の軽微/重大いずれも登録が行えること
計画変更をする査定情報に紐づけて登録できること
査定計画が承認された後、同じ査定情報に対して、再度、計画変更の登録が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（登録）

237 計画変更バック資料添付 13 計画変更の情報に紐づけて、ファイルを添付する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール
計画変更情報（登録）
計画変更情報（更新、削除）

バック資料
(添付図面、単価表、数量

計算書等)

238 計画変更更新 13 登録した計画変更の内容を更新する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（更新、削除）

239 計画変更削除 13 登録した計画変更を削除する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（更新、削除）

240 計画変更確認 13 登録した計画変更の内容を確認する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（確認）

241 災害復旧事業計画概要書等変更協議書出力 13
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業計画概要書等変更協議書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（確認） PDF Ⅱ-54

242 災害復旧事業変更地区別一覧表出力 13
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業変更地区別一覧表の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（確認） PDF Ⅱ-55

243 災害復旧事業中止（廃止）報告書出力 13
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
災害復旧事業中止（廃止）報告書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（確認） PDF Ⅱ-56

244 計画変更審査表出力 13
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
計画変更審査表の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（確認） PDF Ⅱ-347

245 計画変更(軽微)申請 (市町村) 13
登録した計画変更の内、軽微として登録した情報を申請情報として申請する機能
市町村から農政局への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更申請確認（軽微確認、申請）（市町村）

246 計画変更(軽微)申請 (出先事務所) 13
登録した計画変更の内、軽微として登録した情報を申請情報として申請する機能
出先事務所から農政局への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更申請確認（軽微確認、申請）（出先事務所）

247 計画変更(重要)申請（市町村） 13
登録した計画変更の内、重大として登録した情報を申請情報として申請する機能
市町村から農政局への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更申請確認（重変確認、申請）(市町村）

248 計画変更(重要)申請（出先事務所） 13
登録した計画変更の内、重大として登録した情報を申請情報として申請する機能
出先事務所から農政局への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更申請確認（重変確認、申請）(出先事務所）

249 計画変更(重要)申請 (市町村)（北海道） 13
登録した計画変更の内、重大として登録した情報を申請情報として市町村が申請する機能
北海道から本省への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更申請確認（重変確認、申請）(北海道）

250 計画変更(重要)申請 (出先事務所)（北海道） 13
登録した計画変更の内、重大として登録した情報を申請情報として出先事務所が申請する機能
北海道から本省への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更申請確認（重変確認、申請）(北海道）

251 計画変更審査表添付 13
計画変更審査表に内容記載されたファイルをアップロードする機能
アップロードされたことで、計画変更の審査が実施されたものとして判断できるようにすること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 計画変更情報（更新、削除） 計画変更審査表

252 査定設計委託費補助申請一覧 その他 査定設計書委託費補助 16 登録されている査定設計書委託費補助申請の情報を一覧に表示する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報一覧集計

253 査定設計委託費補助検索・絞り込み 16
登録されている計画変更に対して、検索・絞り込みを行う機能
災害名、災害年、都道府県などで査定設計書委託費補助申請の検索・絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報一覧集計

254 査定設計委託費補助申請集計 16
登録した査定設計委託費補助の内容に対して、値を集計する機能
集計した内容で新たに査定設計委託費補助の登録申請が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報一覧集計

255 査定設計委託費補助申請一覧（申請一覧） 16

査定設計委託費補助の申請を、申請単位で一覧に表示する機能
一覧内容に対しての検索・絞り込みが行えること
【メモ】
市町村や出先事務所が申請した補助金交付申請を、県庁が取りまとめて申請するケースを考慮

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報一覧集計

256 査定設計委託費補助申請登録 16 申請可能な査定情報を対象に、査定設計委託費補助の内容を登録する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（登録）

257 査定設計委託費補助申請更新 16 登録した査定設計委託費補助の内容を更新する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（更新、削除）

258 査定設計委託費補助申請削除 16 登録した査定設計委託費補助を削除する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（更新、削除）

259 査定設計委託費補助申請確認 16 登録した査定設計委託費補助の申請内容を確認する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（確認）

260 農地農業用施設災害復旧事業査定設計委託費等補助金交付申請書出力 16
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
農地農業用施設際ファイ復旧事業査定設計委託費補等補助金更新申請書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（確認） PDF Ⅳ-63

261 事業の内容及び経費の配分 暫定法関係出力 16
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
事業の内容及び経費の配分 暫定法関係の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（確認） PDF Ⅳ-64

262 委託費等実績調書出力 16
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
委託費等実績調書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（確認） PDF Ⅳ-65

263 設計委託費及び工事費内訳出力 16
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
設計委託費及び工事費内訳の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（確認） PDF Ⅳ-67

264 仕入れに係る消費税等相当額報告書出力 16
登録した内容を赤本の様式で出力する機能
仕入れに係る消費税等相当額報告書の出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（確認） PDF Ⅳ-68

265 査定設計委託費補助審査表出力 16 査定設計委託費補助審査表を出力する機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（確認）

266 査定設計委託委補助申請(市町村) 16
登録した査定設計委託費書を申請情報として申請する機能
市町村から農政局への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助申請（確認、申請）(市町村）

267 査定設計委託委補助申請(出先事務所) 16
登録した査定設計委託費書を申請情報として申請する機能
出先事務所から農政局への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助申請（確認、申請）(出先事務所）

268 査定設計委託委補助申請(都府県) 16
登録した査定設計委託費書を申請情報として申請する機能
都府県から農政局への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助申請（確認、申請）(都府県）

269 査定設計委託委補助申請（北海道） 16
登録した査定設計委託費書を申請情報として申請する機能
北海道から本省への申請ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助申請（確認、申請）(北海道）

270 設計委託費及び工事費内訳添付 16 設計委託費及び工事費内訳に内容記載されたファイルをアップロードする機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定設計委託費補助情報（更新、削除） 査定設計委託費補助審査表

271 予算管理情報一覧 予算管理情報 18
各年災や大規模災害の復旧事業進捗確認のために、「被害情報」に対して「事業計画情報」「査定結果情報」「工事契約情報」「予算情報」の
進捗度を確認する機能

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算管理情報一覧

272 検索、絞り込み機能 18
登録されている「被害情報」「事業計画情報」「工事契約情報」「予算情報」に対して検索・絞り込みを行う機能
年災、災害名、事業計画有無、契約情報有無、予算情報有無などで絞り込みが行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算管理情報一覧

273 予算管理情報詳細 18 一覧に対して1：NやN：Nなどの関係性が表現できない工程の内容について、予算管理情報一覧から呼び出しN行分表示するための機能 災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算管理情報一覧

274 予算情報更新 18

予算情報を直接値を更新できる機能
年度毎の繰越額などが手入力できる
Excelのように一覧表上で値を更新できること
手入力可能者は査定申請部署(管轄の市町村または出先事務所)とする

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算管理情報一覧

275 工事情報更新 18

工事の契約情報を直接値を更新できる機能
手入力可能者は査定申請部署(管轄の市町村または出先事務所)とする
Excelのように一覧表上で値を更新できること
工事情報は、表示された工事情報毎の入力枠に受注者、契約金額、工期などを手入力できる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算管理情報一覧

276 集計機能 18
各年災や大規模災害の復旧事業進捗確認のため、各市町村のレベルで工事実施済み件数や未着手地区などの集計を確認する機能
年災、市町村毎に工事実施有無や未着手の件数を集計し確認ができる

災害事務サブシステム 災害事務ツール 予算管理情報一覧

【申送り事項】

利用目的に則した機能要件の抽出
が不十分なため、申送り事項とし
て整理された範囲
詳細は「申送り事項」のNo.01-01、
01-02を参照



被害把握ツール

大分類 中分類 小分類 業務フロー１のみ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 13 16 18 サブシステム 個別システム

備考画面
ファイル

添付
インポート# 機能

分類 災害事務ツール
業務フローNo

概要 エクスポート 帳票出力 赤本

システム

277 統一単価マスタファイル入出力 統一単価の策定・協議・報告 1
統一単価の情報をファイル投入で更新する機能
登録されている統一単価データのファイル出力ができること
ファイル投入で登録されている統一単価データの更新が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール マスタメンテナンス Excel Excel

278 農地復旧費限度額換算係数マスターデータ入出力 補助金限度額換算係数 3 9

補助金交付申請時に、国庫補助金の限度額を確認するための計算に必要な係数を登録する機能
年度別の換算係数を記録できること
ファイルによる投入が行えること
【メモ】
https://www.maff.go.jp/j/nousin/bousai/bousai_saigai/b_hukkyuu/attach/pdf/index-1.pdf

災害事務サブシステム 災害事務ツール 査定情報一覧 CSV CSV

279 過去年データ取り込み（災害情報） データ移行 増高申請の補助率を計算するにあたって、過去年の災害情報をファイルで取り込む機能
取り込むためのファイルフォーマットとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー CSV CSV

280 過去年データ取り込み（事業費情報）
増高申請の補助率を計算するにあたって、過去年の事業費情報をファイルで取り込む機能
取り込むためのファイルフォーマットとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー CSV CSV

281 過去年データ取り込み（耕作者情報）
増高申請の補助率を計算するにあたって、過去年の耕作者情報をファイルで取り込む機能
取り込むためのファイルフォーマットとしての出力が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー CSV CSV

282 データ削除
保持期間を超過したデータを削除する機能
災害復旧事業が完了(または廃止)、または事業化していない、かつ保持期間を超過したデータの削除が行えること

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー

283 応急仮工事ファイル出力 調査分析 2
登録されている応急仮工事の情報一覧をファイルに出力する機能
調査分析に用いるため、市町村別にソートがされ、件数が把握できるなどの検討を行うこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー Excel

284 応急本工事ファイル出力 2
登録されている応急本工事の情報一覧をファイルに出力する機能
調査分析に用いるため、市町村別にソートがされ、件数が把握できるなどの検討を行うこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー Excel

285 査定結果ファイル出力 4
登録されている査定票の情報一覧をファイルに出力する機能
調査分析に用いるため、市町村別にソートがされ、件数が把握できるなどの検討を行うこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー Excel

286 補助金情報データファイル出力 9
承認されている補助金交付申請の情報一覧をファイルに出力する機能
補助金額や、工事費内訳の情報が出力されること
調査分析に用いるため、市町村別にソートがされ、件数が把握できるなどの検討を行うこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー Excel

287 計画変更情報データファイル出力 13
承認されている計画変更の情報一覧をファイルに出力する機能
計画変更の軽微／重要のいずれの情報も出力がされること
調査分析に用いるため、市町村別にソートがされ、件数が把握できるなどの検討を行うこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー Excel

288 査定設計委託費補助データファイル出力 16
承認されている査定設計委託費補助の情報一覧をファイルに出力する機能
調査分析に用いるため、市町村別にソートがされ、件数が把握できるなどの検討を行うこと

災害事務サブシステム 災害事務ツール ー Excel

289



R6年度 農地・農業用施設等災害復旧支援システム 要件定義書 付属書④ 画面一覧

市 出 県 局 本
1 被害把握ツール 共通 ログイン画面 ユーザID、パスワードでログインする画面 ● ● ● ● ● ● 必要
2 地図管理画面 オフライン地図をダウンロードする画面

● ● ● ● ● ● 必要
スマートフォン・タブ

レットのみ
3 メイン画面 被害情報を表示し、被害情報の登録や修正などのメニューを選択する画面 ● ● ● ● ● ● 必要
4 入力画面 被害情報、被害箇所、写真の閲覧、編集、追加登録をする画面。 ● ● ● ● ● ● 必要
5 地図画面 レイヤ一覧を表示し、地図上に表示/非表示するレイヤを操作するパネル。 ● ● ● ● ● ● 必要
6 被害情報簡易表示画面 登録された被害情報を簡易的に表示する。被害箇所の写真（画像ファイル）が登録

されている場合、サムネイルを合わせて表示する。
● ● ● ● ● ● 必要

7 検索画面 被害情報の検索条件を入力する画面 ● ● ● ● ● ● 必要
8 検索結果表示画面 検索結果を表示する画面 ● ● ● ● ● ● 必要
9 集計表出力 集計結果出力画面 検索された被害情報一覧をエクセル形式で出力する画面。 ● ● ● ● ● ● 必要

10 様式出力 様式出力画面 検索された被害情報一覧から被害報告書を出力する ● ● ● ● ● ●

11 災害事務ツール 共通 ログイン画面 ID、パスワードでログインする画面 ● ● ● ● ● ●

12 パスワード変更画面 パスワードを変更する画面。 ● ● ● ● ● ●

13 ユーザ管理画面 ユーザ情報を管理する画面。 ● ● ● ● ● ●

14 ＴＯＰページ ログイン後に遷移する画面 ● ● ● ● ● ●

15 災害データベース画面 災害データベースに登録されている内容を表示する画面 ● ● ● ● ● ●

16 手続き進捗状況確認画面 事務手続きの進捗状況を表示する画面 ● ● ● ● ● ●

17 ダッシュボード 事務手続きの集計結果を件数や金額などによって表示する画面 ● ● ● ● ● ●

18 マスタメンテナンス画面 総合単価マスタなど災害復旧事業で必要となるマスタ情報を編集する画面。 ● ● ● ● ●

19 お知らせ画面 事務連絡など、お知らせ情報を表示する画面。 ● ● ● ● ● ●

20 ワークフロー設定画面 ワークフロー（市町村→都道府県→農政局など）を設定する画面。 ● ●

21 メール通知内容設定画面 誰に、何を（申請内容の入力完了したため確認をお願いするなど）を設定し、メール通知する画面。 ● ● ● ● ● ●

22 テンプレート出力画面 工程（被害報告、査定申請、増高申請）を選択し、選択した工程の取込み用テンプレートを出力する画
面

● ● ● ● ● ●

23 災害復旧支援用ポータル お知らせの通知内容、申請フローによる承認依頼通知・承認通知等を一覧表示する機能
一覧から、お知らせの通知内容の詳細、各種申請に対する詳細画面への遷移が出来ること

● ● ● ● ● ●

24 申請一覧画面 本システムにおける、申請フローを利用して回付されるデータの一覧を表示する画面
都道府県庁と出先事務所は同じ県所属となるが、役割が違うため異なる組織として申請の回付ができる ● ● ● ● ● ●

25 被害報告 被害報告メニューバー 被害報告の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

26 被害情報一覧画面 検索条件で絞り込んだ被害把握情報の一覧と集計を確認する画面
権限制御により管轄外の部署の被害情報は表示不可
一覧表で特定被害情報を選択することにより、被害情報更新画面の呼び出ができる
タブ切り替えで集計表が表示され、市町村単位の集計行が確認できる（スマホ版には不要機能）
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ●

スマホ
対応

備考利用者 被害把握
ツール

災害事務
ツール

画面概要No. 分類 機能分類 画面名
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27 被害情報画面（登録） 被害情報を新規登録する画面
PJ作成機能、eMAFF地図呼び出し、ファイル添付、ファイルダウンロード、写真一覧呼び出し、被害
額の自動計算ができる
確定ボタンでデータを確定でき、確定されたデータは被害報告に概算額が集計されるデータとなる
スマホ版の場合、GPS情報で現在位置が取得でき、住所変換ができる

● ● ● ●

28 被害情報画面（更新、削除） 被害情報を更新、削除する画面
PJ作成機能、削除以外の機能は登録画面と同様
設計時、登録画面との統合を検討すること

● ● ● ●

29 被害情報データ取込画面 被害情報のデータを取り込む画面
画面上で〇年災と災害名を選択し、取込み用テンプレート出力画面から出力したテンプレートの情報を
取り込む
市町村単位に複数行の取込みができる

● ● ● ●

30 被害情報把握完了画面 都道府県で登録された災害単位かつ、市町村単位に被害登録完了を登録するする画面
市町村職員、出先事務所職員、都道府県職員が利用することができる
出先事務所職員、都道府県職員は管轄する市町村に代替して登録することができる
都道府県管轄の全市町村が「終了」となった場合、被害報告の最終報が出力できる

● ● ● ●

31 災害名更新画面 同一災害で被害情報登録時に仮名で登録された災害名を更新する画面
被害情報一覧に対して、災害種類、災害期間などで絞り込みを行い、複数の被害情報に登録されている
災害名をまとめて更新し1つの災害名に統一できる

● ● ● ● ● ●

32 被害報告一覧画面 検索条件で絞り込んだ被害報告情報を一覧で確認する画面
管轄外の部署は表示不可の制御必要
農政局で承認されたデータは本省も閲覧可能となる
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ●

33 被害報告画面（登録） 都道府県庁が被害情報を集計し、被害報告データを作成する画面
作成するタイミングの最新の被害情報を使用し、絞り込んだ被害情報はチェックボックスで取捨選択で
きる
選択された被害情報に対して前回の報告版数をカウントアップして被害報告を作成する
集計時、未確定の被害情報は件数のみ計上し概算額は0で集計する
集計時、旧市町村名が登録されている場合、旧市町村毎の集計もできる
被害報告様式の上部ヘッダ部分の補足情報(災害期間、雨量、風速、震度等)を登録し、
第2報以降は登録済情報を流用できるようにする
同じ災害種類や災害期間等で被害情報を絞り込みその内容で被害報告を作成でき、災害名が異なる場合
は補足情報で登録された災害名に更新する
未承認の被害報告が残っている場合は新たに作成できない
作成後、被害報告画面（更新）に切り替わり、市毎の集計値の確認や被害情報の修正ができる

● ●

34 被害報告画面（更新） 登録画面で作成した被害報告を表示し、それに付随する被害情報の内容を更新する画面
被害報告画面から選択した被害情報の詳細を表示し、詳細内容を更新できる
複製元の被害情報に更新内容を反映する
補足情報を更新することができる
差し戻し以外の申請フロー中は更新できない
被害情報を1レコード単位で外すことができる
被害報告の様式(農地、農業用施設災害集計表(暫定法関係)、被害報告書(鑑))が出力できる

● ●
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35 被害報告画面（削除） 被害報告画面（登録）で作成した被害情報を削除する画面
複製した被害情報や補足情報も削除し、次回作成する際に版数等に影響が出ない(飛ばない)ようにする
申請フロー中は更新できない
設計時、更新画面との統合を検討すること

● ●

36 被害報告画面（確認、申請）（都府県） 被害報告データの詳細内容を確認する画面
管轄内市町村単位の集計被害情報を表示し、任意(表示ボタン押下)で各被害情報の一覧が表示できる
申請時、表示されている集計データをシステムに保持する
最終版や激甚判定で使用した被害報告の一覧データをExcel形式でダウンロードできる
都府県から農政局への申請時に使用する

● ● ● ●

37 被害報告画面（確認、申請）（北海道） 上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
北海道からの申請として農政局を経由せず直接本省へ申請ができる

● ● ● ●

38 激甚指定画面 対象都道府県や市町村、災害名を選択し激甚判定を行う画面
本省が災害名や災害期間で絞り込み、激甚判定を行う画面
査定見込額(被害把握時の概算額x見込率)での激甚指定や局激指定の判定ができる
判定で激甚指定になった場合、災害名を統一する
激甚指定される被害情報に指定フラグを登録する

● ●

39 災害概要報告一覧画面 検索条件で絞り込んだ災害概要報告を一覧で確認する画面
災害概要報告画面（更新、削除）を呼び出し、情報の更新、削除ができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ●

40 災害概要報告画面（登録） 都道府県庁で被害情報を集計し、災害概要報告データを作成する画面
様式「災害概要報告書」に必要な災害の概要や進捗状況等が登録できる
ファイル添付、ファイルダウンロードができる

● ●

41 災害概要報告画面（更新、削除） 災害概要報告データを更新、削除する画面
承認申請前は作成した災害概要報告を削除できる
削除以外の機能は登録画面と同様
被害報告の様式(災害概要報告書)が出力できる

● ●

42 災害概要報告画面（確認、申請）（都府県） 作成した災害概要報告の詳細を確認、申請する画面
都府県から農政局への申請ができる

● ● ● ●

43 災害概要報告画面（確認、申請）（北海道） 作成した災害概要報告の詳細を確認、承認する画面
北海道からの申請として農政局を経由せず直接本省へ申請ができる

● ● ●

44 査定前着工 査定前着工メニューバー 査定前着工の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

45 応急工事・特殊工法相談記録一覧画面 検索条件で絞り込んだ被害情報の一覧を表示し、応急工事・特殊工法相談記録の有無を一覧で確認する
画面
被害情報 1つに対して応急工事・特殊工法相談記録は複数の可能性があるため、一覧詳細画面を呼び出
し確認できる
被害情報が未登録の場合は、先に被害情報を登録してからの応急工事登録とする
管轄外の部署は閲覧不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●
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46 応急工事・特殊工法相談記録一覧詳細画面 応急工事・特殊工法相談記録一覧画面で選択した被害情報の登録された応急仮工事・応急本工事・特殊
工法相談記録の一覧を表示する画面
選択行から該当応急工事・特殊工法相談記録画面を呼び出し、権限により更新、削除、確認が可能
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

47 応急工事・特殊工法相談記録画面（登録） 被害情報に対して、応急仮工事、応急本工事、特殊工法相談記録を登録する画面
ラジオボタンで「応急仮工事」「応急本工事」「特殊工法相談記録」を選択し、それぞれの内容を登録
する
応急仮工事と応急本工事に関しては工事費が登録できる
応急工事の様式(査定前着工制度（応急本工事）の打合せにかかるチェックシート、査定前着工制度
（応急仮工事）の打合せにかかるチェックシート)が出力できる
ファイル添付、ファイルダウンロード、データファイル出力ができる

● ● ● ●

48 応急工事・特殊工法相談記録画面（更新、削除） 応急工事・特殊工法相談記録を更新、削除する画面
削除以外の機能は登録画面と同様
応急工事の様式(査定前着工制度（応急本工事）の打合せにかかるチェックシート、査定前着工制度
（応急仮工事）の打合せにかかるチェックシート)が出力できる

● ● ● ●

49 応急工事・特殊工法相談記録画面（確認） 応急工事・特殊工法相談記録を確認する画面
ファイル添付、ファイルダウンロード、データファイル出力ができる
応急工事の様式(査定前着工制度（応急本工事）の打合せにかかるチェックシート、査定前着工制度
（応急仮工事）の打合せにかかるチェックシート)が出力できる

● ● ●

50 査定申請 査定申請メニューバー 査定申請の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

51 1箇所工事一覧画面 登録されている被害情報に対して、1箇所工事の結合、分割用に一覧表示する画面
検索結果の項目でソートができること

● ● ●

52 1箇所工事結合画面 登録されている被害情報に対して査定対象を結合し、1つの申請対象とする画面
結合した被害情報は解除することができる
1箇所工事同士の被害情報を結合することはできない

● ● ●

53 査定申請分割画面 １箇所の工事の規模が大幅に拡大するような場合において、適度な工事発注単位等に査定設計を分割す
る画面
分割単位で査定設計を登録することができる
査定情報が未作成の場合は解除ができる

● ● ●

54 査定情報一覧画面 査定対象として選択可能な被害情報を検索条件に従って一覧形式で表示する画面
査定計画に紐づいた査定情報は査定期間が把握できる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

55 査定情報画面（登録） 査定設計における基本情報、事業費、工事費を入力、査定前着工の応急工事費を参照し登録する画面。
農地復旧費限度額の自動計算ができる
ファイル添付、ファイルダウンロード、データファイル出力ができる
新規の査定情報をデータファイルから取込みができる
査定で欠格になり再作成が必要な場合、再度新規で作成ができ、前回内容をコピーすることができる
査定申請に必要な様式(災害復旧事業計画概要書、災害復旧事業補助計画概要書、事業費総括表、工事
費内訳、応急工事費内訳)が出力できる
査定準備に必要な様式(査定票)が出力できる

● ● ●
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56 査定情報画面（更新、削除） 査定設計における基本情報、事業費、工事費を更新、削除する画面
ファイル添付、ファイルダウンロード、データファイル出力ができる
更新したデータ出力ファイルを取込むことができる
農地復旧費限度額の自動再計算ができる
査定申請に必要な様式(災害復旧事業計画概要書、災害復旧事業補助計画概要書、事業費総括表、工事
費内訳、応急工事費内訳)が出力できる
査定準備に必要な様式(査定票)が出力できる
設計時、登録画面との統合を検討すること

● ● ●

57 査定申請一覧画面 査定申請を検索条件に従って一覧形式で表示する画面
管轄外の部署は表示不可の制御必要
査定情報一覧画面との統合を検討すること
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

58 査定情報画面（確認、申請）（市町村） 登録されている査定情報を確認、申請する画面
都府県の市町村から農政局への申請ができる

● ● ● ● ● ●

59 査定情報画面（確認、申請）（道庁管轄市町村） 上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
北海道の市町村からの申請として農政局を経由せず直接本省へ申請ができる

● ● ● ● ●

60 査定情報画面（確認、申請）（出先事務所） 上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
都府県の出先事務所から農政局への申請ができる

● ● ● ● ●

61 査定情報画面（確認、申請）（道庁管轄出先事務
所）

上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
北海道の出先事務所からの申請として農政局を経由せず直接本省へ申請ができる

● ● ● ●

62 雨量等高線図一覧画面 作成した雨量等高線図の一覧を表示する画面
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ●

63 雨量等高線図登録画面 作成した雨量等高線図の名前や地域等を登録する画面 ● ● ● ●

64 査定計画 査定計画メニューバー 査定計画の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

65 査定依頼一覧画面 自治体が査定を希望する査定情報を指定し、農政局が査定計画の対象を把握する画面
一覧表と集計表の画面はタブで切り替えることができる
農政局と本省は選択不可の制御必要
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること
[一覧表]
 査定計画を立てる際の査定対象一覧となり、査定計画画面では当機能で選択されたものを対象に計画
を組んでいくことができる
 査定設計書作成前に、被害額より若干の精度がある金額が入力できる場合、概算額として金額が手入
力できること
 優先して査定を受けたい被害情報に対して、優先度の設定が行えること
[集計]
 登録されている査定依頼の情報に対して集計を行う機能
 集計により被害額や概算額の合計、件数などの確認が行えること

● ● ● ● ● ●

66 査定計画一覧画面 登録された査定計画を検索条件に従って一覧形式で表示する画面
査定計画を選択すると査定計画画面を表示し、詳細内容を把握することができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●
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67 査定計画画面（登録） 農政局単位に査定計画を登録する画面
査定計画書に必要な対象都道府県や査定期間などの情報が登録できる
査定班登録画面を呼び出し、査定班や調査官などが登録できる
様式の査定計画書が出力できる

● ● ● ●

68 査定計画申請一覧画面 査定計画申請を検索条件に従って一覧形式で表示する画面
査定計画を選択すると査定計画画面を表示し、詳細内容を把握することができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

69 査定計画画面（更新、削除） 各査定期に対する更新や削除、査定計画自体の削除をする画面
査定計画自体の削除以外の機能は登録画面と同様となる
設計時、登録画面との統合を検討すること

● ● ● ●

70 査定計画画面（確認、申請） 登録されている査定計画を確認、申請する画面
様式の査定計画書が出力できる

● ● ● ● ● ●

71 査定班画面（登録、更新） 各査定期につき必要数の班を登録する画面
班ごとに複数の調査官や立会官などの登録が行える

● ● ●

72 査定情報紐付け画面 査定情報と査定計画を紐付ける際に表示する画面
査定計画を選択し、その計画に紐付けるための査定情報一覧から紐付けすることができる

● ● ●

73 査定 査定メニューバー 査定の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

74 査定一覧画面 査定計画を検索条件に従って県と次数単位で一覧表示する画面
該当査定計画を選択し、呼び出した査定結果一覧詳細画面で対象査定情報の一覧を確認できる
管轄外の部署は表示不可の制御必要

● ● ● ● ● ●

75 査定一覧詳細画面 査定計画に紐付く査定情報の一覧を表示する画面
市町村で絞り込みができる
表示している査定計画に対して査定の実施が完了した場合、「完了」を登録する
(査定しなかった査定情報を別途計画に選択できるようにするため)
査定関連調書(査定票、保留箇所別調書、災害復旧事業査定調書、災害復旧事業査定総括表、箇所別調
書)が出力できる
査定した結果のデータファイル出力ができる
一覧表から個別の査定情報を選択した場合、査定画面を呼び出し、結果の登録や確認ができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること
査定結果一覧画面との統合を検討すること

● ● ● ● ● ●
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76 査定画面（登録、更新） 査定結果の登録、更新(朱書き)、保留箇所別調書の登録、更新や、査定票の登録を行う画面
査定結果、保留箇所別調書、査定票の画面は、タブで切り替えることができる
(レスポンスなどの問題があれば画面を切り離すことも考慮)
管轄外の部署は表示不可の制御必要
ファイル添付ができる
[査定結果]
 登録、更新は、市町村と出先事務所が行える
 査定情報の様式や添付資料が出力できる
 査定対象となっている査定情報と査定結果の2段表示で入力できる
 保留箇所別調書登録画面を呼び出し内容を登録、更新できる
 査定結果を反映した査定設計書を出力できる
[保留箇所別調書]
 登録、更新は、都道府県が行える
 備考欄や査定結果の意見等が入力できる
 様式の保留箇所別調書が出力できる
[査定票]
 登録、更新は、農政局と本省が行える
 査定関連調書に必要な査定結果や調査官などの内容が登録できる
 北海道以外の場合は農政局が登録できること
 北海道の査定の場合は本省が登録できること
 査定結果を反映した査定票が出力できる

● ● ● ● ● ●

77 査定画面（確認） 査定結果、保留箇所別調書、査定票の確認を行う画面
表示項目は査定結果画面（登録、更新）と同様

● ● ● ● ● ●

78 査定関連調書申請一覧画面 査定関連調書申請を検索条件に従って一覧形式で表示する画面
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ●

79 査定関連調書申請画面（申請、承認）（都府県） 査定後に作成した査定関連調書を申請、承認する画面
様式の査定関連調書が出力できる

● ● ● ●

80 査定関連調書申請画面（申請、承認）（北海道） 上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
農政局を経由せず直接本省へ申請ができる

● ● ●

81 査定結果一覧画面 査定結果を検索条件に従って一覧と集計を表示する画面
査定後の事業費突合で使用する
一覧表と集計表の画面はタブで切り替えることができる
検索条件で絞り込んだ査定結果の一覧が表示できる
検索条件で絞り込んだ査定結果の件数や被害額などの集計値が表示できる

● ● ● ● ● ●

82 増高申請 増高申請メニューバー 増高申請の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

83 市町村別増高申請一覧画面 増高申請を検索条件に従って一覧形式で表示する画面
市町村や申請状態などで絞り込みができる
査定情報一覧画面との統合を検討すること
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ●
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84 増高申請画面（登録、削除）（市町村） 〇年災、市町村単位に増高申請の内容を登録する画面
増高申請する〇年災と市町村を選択し登録する
登録後、増高申請に紐付く耕作者名簿作成や補助率計算ができる
耕作者名簿や名寄せから耕作者の数を表示する
耕作者名簿の地番などで対象事業費を集計表示する
補助率計算済みの場合、農地、農業用施設の補助率や補助額等を表示する
増高申請の様式を出力できる(激甚有無で様式が変わる)
激甚指定がない場合は「補助率増高申請内訳」「年災別箇所別等災害復旧事業費内訳」のデータファイ
ル出力ができる
激甚指定がある場合は「郡（支庁）市町村名」「暫定措置法による補助率算定表」「年災別箇所別災害
復旧事業費等内訳」のデータファイル出力ができる
ファイル添付、ファイルダウンロードができる

● ●

85 増高申請画面（確認、申請）（市町村） 登録した増高申請の内容を確認、申請する画面
増高申請の様式を出力できる(激甚有無で様式が変わる)
激甚指定がない場合は「補助率増高申請内訳」「年災別箇所別等災害復旧事業費内訳」のデータファイ
ル出力ができる
激甚指定がない場合は「郡（支庁）市町村名」「暫定措置法による補助率算定表」「年災別箇所別災害
復旧事業費等内訳」のデータファイル出力ができる
ファイル添付、ファイルダウンロードができる
市町村から都道府県への申請ができる

● ● ● ●

86 耕作者名簿一覧画面（登録、更新、削除） 耕作者名簿の情報を一覧表示する機能
該当データ(〇年度市町村)が存在しない場合、耕作者名簿を被害情報から新規作成することができる
耕作者の追加、更新、削除ができる
工種、事業主体、住所、地番、激甚指定等の内容を更新できる
耕作者名簿のデータファイル出力ができる
耕作者名簿のデータファイルを上書きとして取込むことができる
字切図選択画面から登録済みの字切図を選択しリンクを保存できる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ●

87 字切図選択画面 耕作者名簿一覧画面から表示し字切図を絞り込み一覧表示する画面
耕作者氏名、住所、地域名、作成年月日などで字切図の検索・絞り込みができる
耕作者名簿に登録する字切図を選択できる

● ●

88 過年災耕作者一覧画面（登録、更新、削除） 過年災の耕作者情報を一覧表示する機能
本年度増高申請用の該当過年データ(前年度市町村、前々年度市町村)が存在しない場合、耕作者名簿を
前年、前々年耕作者データを流用し新規作成することができる
耕作者の追加、更新、削除ができる
工種、事業主体、住所、地番等の内容を更新できる
過年災耕作者名簿のデータファイル出力ができる
過年災耕作者名簿のデータファイルを上書きとして取込むことができる
検索結果の項目でソートができること
設計時、耕作者名簿一覧画面との統合を検討すること

● ●
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89 耕作者名寄せ画面 耕作者名簿一覧で作成した市町村ごとに耕作者を名寄せする画面
重複している耕作者に一連番号を付与し1つにまとめる
過年災の耕作者情報が登録済みの場合は当年の耕作者に紐付ける
過年災との紐付けは市町村合併を考慮に入れる
星取表ファイル出力ができる

● ●

90 都道府県別増高申請一覧画面 増高申請を検索条件に従って一覧形式で表示する画面
都道府県や申請状態などで絞り込みができる
査定情報一覧画面との統合を検討すること
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ●

91 増高申請画面（確認、申請）（都府県） 管轄市町村の増高申請の内容を確認、申請する画面
承認されている管轄市町村の一覧が表示される
都府県が管轄市町村申請済み分の増高申請を一括で申請できる

● ● ● ●

92 増高申請画面（確認、申請）（北海道） 上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
北海道が管轄市町村申請済み分の増高申請を一括で申請できる
農政局を経由せず直接本省へ申請ができる

● ● ●

93 字切図一覧画面 登録されている字切図の情報を一覧表示する画面
耕作者氏名、住所、地域名、作成年月日などで字切図の検索・絞り込みが行えること
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ●

94 字切図情報画面（登録） 字切図の内容を登録、更新する画面
字切図を添付ファイルとしてアップロードできる
利用する耕作者名簿との紐づけが行える

● ●

95 字切図情報画面（更新、削除） 登録した字切図情報を更新、削除する画面
削除以外の機能は登録画面と同様となる
耕作者名簿に紐付いている字切図は削除できない
設計時、登録画面との統合を検討すること

● ●

96 字切図情報画面（確認） 登録した字切図情報を耕作者名簿一覧画面から呼び出し確認できる画面
設計時、登録画面との統合を検討すること

● ● ● ●

97 耕作者選択画面 字切図情報画面から表示し耕作者を絞り込み一覧表示する画面
耕作者氏名、住所、番地などで耕作者の検索・絞り込みができる
耕作者名簿に字切図を登録するための該当耕作者を複数選択できる

● ●

98 補助金申請 補助金申請メニューバー 補助金申請の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

99 要望額・予算割当一覧画面 各利用者が検索条件に従って要望額や予算割当額の一覧と集計を表示する画面
一覧表と集計表はタブ切替えで表示できる
[一覧表]年度、予算、市町村単位で登録済みの要望額や予算割当結果が表示され、選択後要望額・予算
割当画面を表示し詳細が確認できる
[集計表]年度、予算、管轄単位に集計された要望額や予算割当結果が表示される
 例えば、出先事務所の場合は管轄市町村の合計。都道府県の場合は、管轄出先事務所の合計。
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●
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100 要望額・予算割当画面（登録）（市町村、出先事
務所）

年度、予算区分等の検索条件に従って査定情報単位に一覧表示し、要望額等を登録する画面
要望額対象の査定情報を選択し、「前年度までの割当額」「既割当額」「要望額」等を入力できる
管轄外の部署は表示不可の制御必要

● ● ● ● ●

101 要望額・予算割当画面（更新、削除）（市町村、
出先事務所）

査定情報単位の一覧で要望額や割当結果額を更新する画面
要望額や割当結果額を更新できる

● ● ● ● ●

102 要望額・予算割当画面（確認） 査定情報単位の一覧で要望額や割当結果額を確認する画面
要望額申請一覧から表示した場合に確認モードで表示する

● ● ● ● ● ●

103 要望額・予算割当画面（登録）（都道府県、農政
局）

検索条件に従って都道府県単位や農政局単位に一覧表示し、要望額等を登録する画面
市町村や出先事務所から申請された情報をもとに集計値を表示する
集計された要望額を修正し登録することができる
登録済みの場合、再登録することはできない
管轄外の部署は表示不可の制御必要

● ● ●

104 要望額・予算割当画面（更新、削除）（都道府
県、農政局）

要望額・予算割当一覧画面から呼び出された際に登録済み情報を表示する画面
要望額を更新することができる
割当結果は更新することができない

● ● ●

105 要望額・予算割当画面（確認） 要望額・予算割当一覧画面から呼び出された際に情報を確認する画面
申請後(差戻し除く)の際に確認モードで表示する

● ● ● ● ● ●

106 要望額申請一覧画面 検索条件に従って要望額申請を一覧表示する画面
要望額・予算割当画面を呼び出し詳細内容を確認することができる
選択行により要望額・予算割当画面(市町村、出先事務所)か要望額・予算割当画面(都道府県、農政局)
かを制御すること
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

107 要望額申請画面（確認、申請）（市町村） 各市町村で登録した要望額の集計内容を申請する画面
年度、予算区分等の単位で申請ができる
市町村から都道府県への申請ができる
承認時、割当結果を入力し修正承認を行い、予算割当結果連絡を兼ねる

● ● ● ●

108 要望額申請画面（確認、申請）（出先事務所） 各出先事務所で登録した要望額の集計内容を申請する画面
年度、予算区分等の単位で申請ができる
出先事務所から都道府県への申請ができる
承認時、割当結果を入力し修正承認を行い、予算割当結果連絡を兼ねる

● ● ●

109 要望額申請画面（確認、申請）（都府県） 各都府県で集計登録した要望額の内容を申請する画面
年度、予算区分等の単位で申請ができる
都府県から農政局への申請ができる
承認時、割当結果を入力し修正承認を行い、予算割当結果連絡を兼ねる

● ● ●

110 要望額申請画面（確認、申請）（北海道） 北海道で集計登録した要望額の内容を申請する画面
年度、予算区分等の単位で申請ができる
北海道からの申請として農政局を経由せず直接本省へ申請ができる
承認時、割当結果を入力し修正承認を行い、予算割当結果連絡を兼ねる

● ● ●

111 要望額申請画面（確認、申請）（農政局） 各農政局で集計登録した要望額の内容を申請する画面
年度、予算区分等の単位で申請ができる
農政局から本省への申請ができる
承認時、割当結果を入力し修正承認を行い、予算割当結果連絡を兼ねる

● ● ●
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112 補助金情報一覧画面 検索条件に従って一覧と集計を表示する画面
市町村や出先事務所が確認や更新を行う際に、査定が合格している査定情報を対象として補助金情報を
付加した内容を表示する
年度、年災、地域、事業主体、申請状態などで絞り込みが行える
年度、年災、査定設計単位に補助率や事業費などの内容が確認できる
一覧表から補助金情報画面を呼び出し詳細内容を確認することができる
 団体営の場合は
  様式として(災害復旧事業補助金交付申請書、災害復旧事業補助計画書、災害復旧事業収支予算書)
が出力できる
  データファイルとして(災害復旧事業補助計画ファイル、災害復旧事業収支予算ファイル)が出力で
きる
 都道府県営の場合は
  様式として(災害復旧事業補助金交付申請書、災害復旧事業計画書、工事費内訳、災害復旧事業収
支予算書)が出力できる
  データファイルとして(災害復旧事業計画ファイル、工事費内訳ファイル、災害復旧事業収支予算
ファイル)が出力ができる
タブ切り替えで集計表が表示され、年度、年災、市町村単位の集計行が表示される
 画面上段に絞り込み結果の合算値が表示され、都道府県としての合計値も把握可能とする
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

113 補助金情報画面（登録） 市町村や出先事務所が補助金申請作成時に申請内容を登録する画面
申請に必要な事業計画、工事費内訳、収支を登録できる
査定結果情報または計画変更情報をもとに初期表示を行い、申請のための足りない情報や摘要欄を入力
することができる

● ● ●

114 補助金情報画面（更新、削除） 登録した補助金情報の内容を更新、削除する画面
申請前(差戻し含む)は補助金情報の内容を更新、削除できる

● ● ●

115 補助金情報画面（確認） 登録した補助金申請の内容を確認する画面
申請後(差戻し除く)の際に確認モードで表示する

● ● ● ● ● ●

116 補助金交付申請一覧画面 検索条件に従って申請された補助金交付申請を一覧表示する画面
年度、地域、事業主体、申請状態などで絞り込みが行える
年度、地域、区分、事業費などの内容が表示される
行選択で補助金交付申請画面を呼び出し、査定設計単位で確認することができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

117 補助金交付申請画面（申請）（市町村） 補助金交付申請の内容を確認、申請する画面
市町村で申請した補助金情報一覧が表示できる
補助金情報画面を呼び出し査定設計単位の詳細内容を確認することができる
市町村から都道府県への申請ができる

● ● ● ●

118 補助金交付申請画面（申請）（出先事務所） 補助金交付申請の内容を確認、申請する画面
出先事務所で申請した補助金情報一覧が表示できる
補助金情報画面を呼び出し査定設計単位の詳細内容を確認することができる
出先事務所から都道府県への申請ができる

● ● ●
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119 補助金交付申請画面（申請）（都府県） 補助金交付申請の内容を確認、申請する画面
都府県で申請した補助金情報一覧が表示できる
補助金情報画面を呼び出し査定設計単位の詳細内容を確認することができる
都府県から農政局への申請ができる

● ● ● ●

120 補助金交付申請画面（確認）（北海道） 補助金交付申請の内容を確認、申請する画面
北海道で申請した補助金情報一覧が表示できる
補助金情報画面を呼び出し査定設計単位の詳細内容を確認することができる
北海道からの申請として農政局を経由せず直接本省へ申請ができる

● ● ●

121 予算執行状況・概算払情報一覧画面 検索条件に従って予算執行状況や概算払の一覧を表示する画面
年度、年災、地域、事業主体、区分などで絞り込みが行える
市町村や出先事務所が確認や更新を行う際に、予算割当額がある査定結果を対象として表示する
一覧表から総事業費、補助率、国庫補助金、執行状況、既概算払額、今回概算払額などが確認できる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

122 予算執行状況・概算払情報画面（登録） 市町村や出先事務所が予算執行状況や概算払額の内容を登録する画面
査定情報単位に一覧表形式で総事業費、補助率、国庫補助金、執行状況、既概算払額などを表示し、執
行状況や概算払額を登録することができる
前回承認済みでも概算払額の合計が国庫補助金以下の場合は登録することができる
申請中(差戻し除く)の場合は登録できない

● ● ●

123 予算執行状況・概算払情報画面（更新） 予算執行状況や概算払い内容を更新する画面
対象査定情報の執行状況や概算額を更新できる
概算払額の合計が国庫補助金以下の場合は更新することができる
申請中(差戻し除く)の場合は更新できない

● ● ●

124 予算執行状況・概算払情報画面（確認） 予算執行状況や概算払の内容を確認する画面
対象査定情報の執行状況や概算額を確認できる
申請中(差戻し除く)の場合や国庫補助金同額の概算払額承認済みの場合は確認モードで表示する

● ● ● ● ● ●

125 概算払申請一覧画面 検索条件に従って申請された予算執行状況や概算払の一覧を表示する画面
年災、地域、事業主体、区分などで絞り込みが行える
申請された年度、地域、事業主体、区分、国庫補助金、概算払額などの内容が表示される
行選択で概算払申請画面を呼び出し、査定設計単位で確認することができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

126 概算払申請画面（確認、申請）（市町村） 市町村が予算執行状況や概算払を確認、申請する画面
検索条件に従って予算執行状況や概算払の一覧表示し、概算払額が入力済みかつ未申請の行を選択し申
請できる
ファイル添付、ファイルダウンロードができる
市町村から農政局への申請ができる

● ● ● ● ● ●

127 概算払申請画面（確認、申請）（道庁管轄市町
村）

上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
北海道の市町村からの申請として農政局を経由せず本省へ申請ができる

● ● ● ● ●
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128 概算払申請画面（確認、申請）（出先事務所） 出先事務所が予算執行状況や概算払を確認、申請する画面
検索条件に従って予算執行状況や概算払の一覧表示し、概算払額が入力済みかつ未申請の行を選択し申
請できる
ファイル添付、ファイルダウンロードができる
出先事務所から農政局への申請ができる

● ● ● ● ●

129 概算払申請画面（確認、申請）（道庁管轄出先事
務所）

上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
北海道の出先事務所からの申請として農政局を経由せず本省へ申請ができる

● ● ● ●

130 実績報告一覧画面 検索条件に従って一覧表示する画面
市町村や出先事務所が確認や更新を行う際に、補助金申請済み査定情報を対象として実績報告情報を付
加した内容を表示する
年災、地域、事業主体、しゅん工認定状態、申請状態などで絞り込みが行える
実績報告画面を呼び出し詳細内容を確認することができる
団体営の場合は様式として(災害復旧事業成績書及び収支精算書、団体営災害復旧事業成績書、災害復
旧事業収支精算書、取得財産調書、残材料調書、しゅん工認定票、しゅん工認定調書)が出力できる
都道府県営の場合は様式として(災害復旧事業成績書及び収支精算書、都道府県営災害復旧事業成績
書、本工事出来高調書、請負調書、直営調書、材料購入調書、労務費調書、測量及び試験費調書、用地
買収費調書、補償費調書、船舶及び機械器具費調書、応急工事費調書、取得財産調書、残材料調書、災
害復旧事業収支精算書、しゅん工認定票、しゅん工認定調書)が出力できる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

131 実績報告画面（登録） 市町村や出先事務所が実績報告時に申請内容を登録、都道府県や農政局がしゅん工認定登録する画面
実績報告、しゅん工認定の画面は、タブで切り替えることができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
ファイル添付、ファイルダウンロードができる
[実績報告]
 承認済みの補助金情報をもとに初期表示を行い、申請に必要な事業成績、各調書情報、工事費内訳、
収支、国庫補助金精算などを登録できる
 本工事出来高調書情報などの団体営に不要な調書入力箇所は非表示とする
 計画変更中がないかチェックすること
 計画廃止かチェックすること
[しゅん工認定]
 実績報告情報から査定関係や収支関係の内容を初期表示し、しゅん工認定調書に必要な他の内容を登
録できる
 間接事業は都道府県が認定、直接事業は農政局(北海道は本省)が認定を行う
 様式として(しゅん工認定票、しゅん工認定調書)が出力できる

● ● ● ● ●

132 実績報告画面（更新、削除） 登録した実績報告やしゅん工認定の内容を更新、削除する画面
申請前(差戻し含む)は実績報告の内容を更新、削除できる
申請中でもしゅん工認定の更新はできる
ファイル添付、ファイルダウンロードができる

● ● ● ● ●

133 実績報告画面（確認） 登録した実績報告やしゅん工認定の内容を確認する画面
申請後(差戻し除く)の際に確認モードで表示する

● ● ● ● ● ●

13



R6年度 農地・農業用施設等災害復旧支援システム 要件定義書 付属書④ 画面一覧

市 出 県 局 本

スマホ
対応

備考利用者 被害把握
ツール

災害事務
ツール

画面概要No. 分類 機能分類 画面名

134 実績報告申請一覧画面 検索条件に従って申請された実績報告申請を一覧表示する画面
年度、地域、事業主体、申請状態などで絞り込みが行える
年度、地域、区分などの内容が表示される
実績報告申請画面を呼び出し実績報告単位で確認することができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

135 実績報告申請画面（申請）（市町村） 実績報告申請の内容を確認、申請する画面
市町村で登録した実績報告一覧が表示できる
実績報告画面を呼び出し実績報告単位の詳細内容を確認することができる
市町村から都道府県への申請ができる

● ● ● ●

136 実績報告申請画面（申請）（出先事務所） 実績報告申請の内容を確認、申請する画面
出先事務所で登録した実績報告一覧が表示できる
実績報告画面を呼び出し実績報告単位の詳細内容を確認することができる
出先事務所から都道府県への申請ができる

● ● ●

137 実績報告申請画面（申請）（都府県） 実績報告申請の内容を確認、申請する画面
都府県で登録した実績報告一覧が表示できる
実績報告画面を呼び出し実績報告単位の詳細内容を確認することができる
しゅん工認定票、しゅん工認定調書を添付し申請できる
都府県から農政局への申請ができる

● ● ● ●

138 実績報告申請画面（確認）（北海道） 実績報告申請の内容を確認、申請する画面
北海道で登録した実績報告一覧が表示できる
実績報告画面を呼び出し実績報告単位の詳細内容を確認することができる
北海道からの申請として農政局を経由せず直接本省へ申請ができる

● ● ●

139 実施 実施メニューバー 実施の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

140 計画変更情報一覧画面 計画変更（軽微）（重変）（廃止）を検索条件に従って一覧を表示する画面
査定情報の計画変更単位で一覧表示され、年災、地番や変更額などが確認できる
計画変更情報画面を呼び出し詳細内容を確認することができる
「計画変更情報データファイル」「災害復旧事業変更地区別一覧データファイル」のデータファイル出
力ができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

141 計画変更情報画面（登録） 計画変更の内容を登録する画面
計画変更の軽微/重大を選択しどちらの登録もできる
査定情報1つに対して、複数の計画変更が登録できる
計画変更の申請が完了していない場合、新たな計画変更情報を登録することはできない

● ● ●

142 計画変更情報画面（更新、削除） 登録した計画変更情報の内容を更新する画面
タブ切替で審査票画面を表示し協議の際の変更内容などを入力することができる

● ● ● ● ● ●

143 計画変更情報画面（確認） 登録した計画変更情報の内容を確認する画面
承認後は確認モードで表示する

● ● ● ● ● ●

144 計画変更申請一覧画面 検索条件に従って計画変更（軽微）（重変）を一覧表示する画面
計画変更情報画面を呼び出し詳細内容を確認することができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●
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市 出 県 局 本

スマホ
対応

備考利用者 被害把握
ツール

災害事務
ツール
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145 計画変更申請画面（軽微確認、申請）（市町村） 登録した計画変更の内容を確認、申請する画面
軽微な計画変更の内容が確認ができる
出先事務所で承認されたものは都道府県も閲覧可能
市町村から出先事務所への申請ができる

● ● ● ●

146 計画変更申請画面（軽微確認、申請）（出先事務
所）

上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
出先事務所から都道府県への申請ができる

● ● ●

147 計画変更申請確認（重変確認、申請）(市町村） 登録した計画変更の内容を確認、申請する画面
重大な計画変更の内容が確認ができる
市町村から都道府県への申請ができる

● ● ● ●

148 計画変更申請確認（重変確認、申請）(出先事務
所）

上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
出先事務所から都道府県への申請ができる

● ● ●

149 計画変更申請確認（重変確認、申請）(都府県） 上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
都府県から農政局への申請ができる

● ● ● ●

150 計画変更申請確認（重変確認、申請）(北海道） 上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
北海道から本省への申請ができる

● ● ● ●

151 査定設計委託費補助 査定設計委託費補助申請メニューバー 査定設計委託費補助申請の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

152 査定設計委託費補助情報一覧画面 査定設計委託費補助申請を検索条件に従って一覧と集計を表示する画面
一覧表からは査定設計委託費補助情報画面を呼び出し詳細内容を確認することができる
「事業の内容及び経費の配分 暫定法関係出力ファイル」「委託費等実績調書出力ファイル」「設計委
託費及び工事費内訳出力ファイル」のデータファイル出力ができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

153 査定設計委託費補助情報画面（登録） 査定設計委託費補助情報の内容を登録する画面
委託契約日や委託費などの査定設計委託費補助内容を入力し、その委託契約の対象とする査定情報を一
覧選択し登録できる
タブで切り替え、赤本Ⅳ-67のフォーマット(設計委託費及び工事費内訳)の表形式で表示し確認ができ
る

● ● ●

154 査定設計委託費補助情報画面（更新、削除） 登録した査定設計委託費補助情報の内容を更新する画面
承認済みのデータに対しては変更が行えない

● ● ●

155 査定設計委託費補助情報画面（確認） 登録した査定設計委託費補助情報の内容を更新する画面
承認済みのデータに対しては変更が行えない

● ● ● ●

156 査定設計委託費補助申請一覧画面 検索条件に従って査定設計委託費補助申請を一覧表示する画面
申請部署では査定設計委託費補助情報画面を呼び出し詳細内容を確認することができる
承認部署では査定設計委託費補助情報画面を呼び出し審査結果を入力し承認することができる
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●

157 査定設計委託費補助申請画面（確認、申請）(市町
村）

登録した査定設計委託費補助の内容を確認する画面
市町村から都道府県への申請ができる

● ● ● ●

158 査定設計委託費補助申請画面（確認、申請）(出先
事務所）

上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
出先事務所から都道府県への申請ができる

● ● ●

159 査定設計委託費補助申請画面（確認、申請）(都府
県）

登録した査定設計委託費補助の内容を確認、申請、承認する画面
都府県から農政局への申請ができる
農政局は審査結果を入力することができる

● ● ● ●
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160 査定設計委託費補助申請画面（確認、申請）(北海
道）

上記同機能。ワークフロー先が違うため別途実装必要
北海道から本省への申請ができる
本省は審査結果を入力することができる

● ● ●

161 予算管理情報 予算管理情報メニューバー 予算管理情報の各画面に遷移できるメニュー画面 ● ● ● ● ● ●

162 被害情報一覧画面 各年災や大規模災害の復旧事業進捗確認のために、「被害情報」に対して「事業計画情報」「査定結果
情報」「工事契約情報」「予算情報」の進捗度を確認する一覧画面
 「被害情報」は、被災箇所情報単位を1行とし、〇年災、災害名、区分、被害状況などを表示する
 「事業計画情報」は、申請承認された査定設計単位を1行とし、申請箇所、工種、緊急順位、事業
費、工事内容、数量などを表示する
 「査定結果情報」は、査定完了した査定設計の結果単位を1行とし、査定日、査定方法、工種、緊急
順位、事業費、工事内容、数量などを表示する
  ※査定結果が欠格になった場合は査定設計は更新せず再作成するため、1：Nにはならない
 「工事契約情報」は、工事の契約単位を1行とし、当初の工事名、受注者、予定価格、契約金額、工
期、工事内容などの表示枠と、その後計画変更された最新情報の工事名、受注者、予定価格、契約金
額、工期、工事内容などの表示枠を表示する
  なお、各事業実施主体で発注手続きや監督等を行うため、要綱等での報告機能がなく、当画面のみ
に存在する内容となり、「工事名」「受注者」「契約金額」「工期」は当画面で登録する
 「予算情報」は、査定完了した査定設計の結果(その後計画変更された場合は最新の計画変更内容)単
位を1行とし、事業費、補助率、執行状況などを表示する
  割当額、執行額、繰越額は、年度ごとの情報となるため、最大5年度分が表示されることとなる
  なお、繰越申請は本システム対象外となっているため、「繰越額」は当画面で登録する

以下の条件があるため、表示方法、更新方法については申し送り
 「被害情報」に対して「事業計画情報」は、1：NまたはN：1
 「事業計画情報」に対して「査定結果情報」は、1：1
 「査定結果情報」に対して「工事契約情報」は、N：N
 「契約情報」に対して「予算情報」は、N：N
 の関係性がある

申し送り内容・・・申し送り事項 No.01-01、01-02に記載

● ● ● ● ● ●

163 被害情報詳細画面 一覧に対して1：NやN：Nなどの関係性が表現できない工程の内容について、予算管理情報一覧から呼
び出しN行分表示する画面

以下の条件があるため、表示方法、更新方法については申し送り
 「被害情報」に対して「事業計画情報」は、1：NまたはN：1
 「事業計画情報」に対して「工事契約情報」は、N：N
 「契約情報」に対して「予算情報」は、N：N
 の関係性がある

申し送り内容・・・申し送り事項 No.01-01、01-02に記載

● ● ● ● ● ●
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164 予算契約情報集計画面 検索条件で絞り込んだ工事契約情報を一覧表示し、工事実施件数などを集計表示する機能
各市町村の年災ごとを1行とし、工事未着手、工事着手中、工事完了などの件数を集計し表示する
未着手か着手中かは、工事情報の工期開始日で判断し集計する
管轄外の部署は表示不可の制御必要
検索結果の項目でソートができること

● ● ● ● ● ●
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R6年度 農地・農業用施設等災害復旧支援システム 要件定義書 付属書⑤ 帳票一覧

市 出 県 局 本 ファイル形式 頻度
2 農地・農業施設等 被害報告 災害概要報告書 Ⅱ-90、91 ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－2
3 災害復旧支援システム 農地、農業用施設災害集計表（暫定法関係） Ⅱ-285 ● ● ● ● ● Excel 適宜 暫定法Ⅱ－6
4 被害報告書(鏡) － ● ● ● Excel 適宜
5 査定前着工 査定前着工制度（応急本工事）の打合せにかかるチェックシート Ⅱ-323 ● ● ● Excel 適宜 暫定法Ⅱ－6
6 査定前着工制度（応急仮工事）の打合せにかかるチェックシート Ⅱ-324 ● ● ● ● ● Excel 適宜 暫定法Ⅱ－6
7 査定申請 災害復旧事業計画概要書（災害復旧事業補助計画概要書） Ⅱ-30、Ⅱ-298、Ⅱ-309、Ⅱ-319 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
8 事業費総括表 Ⅱ-31、Ⅱ-310、Ⅱ-319 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
9 工事費内訳 Ⅱ-32、Ⅱ-311、Ⅱ-319 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1

10 応急工事費内訳 Ⅱ-32、Ⅱ-312、Ⅱ-319 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
11 雨量等高線図 － ● ● ● PDF 適宜 eMAFF地図
12 査定計画 災害査定計画 Ⅱ-178 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－3
13 査定 箇所別調書 Ⅱ-181、-182 ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－3
14 査定票 Ⅱ-176 ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－3
15 保留箇所別調書 Ⅱ-177 ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－3
16 災害復旧事業査定調書 Ⅱ-179 ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－3
17 災害復旧事業査定総括表 Ⅱ-180 ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－3
18 増高申請 補助率増高申請（連年災害補助率適用申請） Ⅱ-33 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
19 年災別箇所別等災害復旧事業費内訳 Ⅱ-35 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
20 耕作者名簿 Ⅱ-35 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
21 〇年災害復旧事業特別措置適用申請書 Ⅵ-25（激甚化法関係） ● ● ● ● ● PDF 適宜 激甚法関係Ⅵ－1
22 郡（支庁）市町村名 Ⅵ-26（激甚化法関係） ● ● ● ● ● PDF 適宜 激甚法関係Ⅵ－1
23 暫定措置法による補助率算定表 Ⅵ-28（激甚化法関係） ● ● ● ● ● PDF 適宜 激甚法関係Ⅵ－1
24 年災別箇所別災害復旧事業費等内訳 Ⅵ-30（激甚化法関係） ● ● ● ● ● PDF 適宜 激甚法関係Ⅵ－1
25 耕作者名簿 Ⅵ-31（激甚化法関係） ● ● ● ● ● PDF 適宜 激甚法関係Ⅵ－1
26 字切図 － ● ● ● PDF 適宜 eMAFF地図
27 補助金申請 申請 団体営 災害復旧事業補助金交付申請書 Ⅱ-36 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
28 災害復旧事業補助計画書 Ⅱ-39 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
29 災害復旧事業収支予算書 Ⅱ-41 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
30 県営 災害復旧事業補助金交付申請書 Ⅱ-36 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
31 災害復旧事業計画書 Ⅱ-37 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
32 工事費内訳 Ⅱ-38 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
33 災害復旧事業収支予算書 Ⅱ-40 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
34 実績 団体営 災害復旧事業成績書及び収支精算書 Ⅱ-42 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
35 団体営災害復旧事業成績書 Ⅱ-51 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
36 災害復旧事業収支精算書 Ⅱ-53 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
37 取得財産調書 Ⅱ-50 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1

出力 備考No. 分類 関連システム機能分類 帳票名 赤本頁数
災害復旧事業の解説2022版

利用者

1
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38 残材料調書 Ⅱ-50 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
39 県営 災害復旧事業成績書及び収支精算書 Ⅱ-42 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
40 都道府県営災害復旧事業成績書 Ⅱ-43 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
41 本工事出来高調書 Ⅱ-45 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
42 請負調書 Ⅱ-46 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
43 直営調書 Ⅱ-46 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
44 材料購入調書 Ⅱ-47 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
45 労務費調書 Ⅱ-47 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
46 測量及び試験費調書 Ⅱ-47 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
47 用地買収費調書 Ⅱ-48 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
48 補償費調書 Ⅱ-48 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
49 船舶及び機械器具費調書 Ⅱ-48 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
50 応急工事費調書 Ⅱ-49 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
51 取得財産調書 Ⅱ-50 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
52 残材料調書 Ⅱ-50 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
53 災害復旧事業収支精算書 Ⅱ-52 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
54 竣功認定 しゅん工認定票 Ⅳ -53 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅳ－4
55 しゅん工認定調書 Ⅳ -55 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅳ－4
56 計画変更 団体営 災害復旧事業補助計画概要書の変更協議書 Ⅱ-54 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
57 県営 災害復旧事業計画概要書の変更協議書 Ⅱ-54 ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
58 災害復旧事業変更地区別一覧表 Ⅱ-55 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
59 災害復旧事業中止（廃止）報告書 Ⅱ-56 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－1
60 計画変更審査表 Ⅱ-347 ● ● ● ● ● PDF 適宜 暫定法Ⅱ－5
61 設計委託費等 補助金申請 農地農業用施設災害復旧事業査定設計委託費等補助金交付申請書 Ⅳ -63 ● ● ● ● ● PDF 適宜 その他の災害関係事業等Ⅳ－5
62 事業の内容及び経費の配分 暫定法関係 Ⅳ -64 ● ● ● ● ● PDF 適宜 その他の災害関係事業等Ⅳ－5
63 委託費等実績調書 Ⅳ -65 ● ● ● ● ● PDF 適宜 その他の災害関係事業等Ⅳ－5
64 設計委託費及び工事費内訳 Ⅳ -67 ● ● ● ● ● PDF 適宜 その他の災害関係事業等Ⅳ－5
65 仕入れに係る消費税等相当額報告書 Ⅳ -68 ● ● ● ● ● PDF 適宜 その他の災害関係事業等Ⅳ－5

2



R6年度 農地・農業用施設等災害復旧支援システム 要件定義書 付属書⑥ ファイル一覧

「2022年版Ⅱ－２ 農地農業用施設災害復旧事業事務取扱要綱及びその解説」については、以下農林水産省ホームページに公開されているものを参照のこと。

　https://www.maff.go.jp/j/nousin/bousai/bousai_saigai/b_hukkyuu/hukkyuu_kaisetsu.html

No. 帳票・ファイル名 概要 入力形式 出力形式 電子化対象 頻度 連携先システム
1 被害情報データファイル 被害情報画面で登録された被害場所毎の最新一覧情報

委託先で作成した情報を取り込む
補助率計算で必要なため、システム立ち上げ時過去に2年分の情報を
取り込むためにも使用

Excel Excel 〇 データ移行時
補助率計算時

ー

2 被害報告詳細データファイル 被害報告画面で報告された被害場所毎の一覧情報
激甚判定時や最終報の詳細データが出力できる

- Excel 〇 適宜 ー

3 応急本工事データファイル 応急工事で登録された被害場所毎の本工事費一覧情報 - Excel 〇 適宜 ー
4 応急仮工事データファイル 応急工事で登録された被害場所毎の仮工事費一覧情報 - Excel 〇 適宜 ー
5 査定情報データファイル 査定情報画面で登録された設計毎の一覧情報

委託先で作成した情報を取り込む
Excel Excel 〇 適宜 ー

6 査定結果データファイル 査定画面で登録された査定毎の結果一覧情報
補助率計算で必要なため、システム立ち上げ時に過去2年分の情報を
取り込むためにも使用

Excel Excel 〇 適宜
補助率計算時

ー

7 耕作者名簿データファイル 増高申請の耕作者名寄せ前の情報一覧
市町村単位に一括取込みを行う
過年度の耕作者名簿も取込みができる
補助率計算で必要なため、システムを立ち上げ時に過去2年分の情報
を取り込むためにも必要

Excel Excel 〇 データ移行時
補助率計算時

ー

8 星取表ファイル 名寄せされた耕作者名簿の情報をもとに出力
名寄せ結果を表形式で確認するために必要
名寄せ結果のバック資料で使用

- Excel 〇 適宜 ー

9 補助金情報データファイル 補助金情報画面で登録された事業計画書に必要な情報(年度別事
業費や予算収支など)の一覧　※赤本Ⅱ-37、40

- Excel 〇 適宜 ー

10 補助金情報工事費内訳データファイル 補助金情報画面で登録された工事費の内訳情報(費目や工種など)の
一覧　※赤本Ⅱ-38

- Excel 〇 適宜 ー

11 計画変更情報データファイル 計画変更情報画面で登録された軽微と重変の情報一覧
査定結果や前回計画変更した内容に対して変更した事業計画のデー
タ　※Ⅱ-55

- Excel 〇 適宜 ー

12 査定設計委託費補助データファイル 査定設計委託費補助情報画面で登録された委託費や事業費の情報
一覧
コンサルなどへの委託費用を補助金申請するデータ　※赤本Ⅳ-67

- Excel 〇 年数回 ー

13 統一単価マスタファイル 統一単価マスタに登録された情報の一覧
被害額を算出するための年度、工種ごとの単価

Excel Excel 〇 年数回 ー

14 林道事業費査定見込額　全国版入力ファイル 激甚災害判定時のロジックに必要な情報として
全国の林道の災害復旧事業の事業費査定見込み額を取り込む
取り込み済みか確認出来るよう出力ファイルも必要
増高申請時に使用

CSV CSV 〇 年数回 ー

15 林道事業費査定見込額　都道府県版入力ファイル 極地激甚災害判定時のロジックに必要な情報として
都道府県の林道の災害復旧事業の事業費査定見込み額を取り込む
取り込み済みか確認出来るよう出力ファイルも必要
増高申請時に使用

CSV CSV 〇 年数回 ー

16 林道事業費査定見込額　市町村版入力ファイル 極地激甚災害判定時のロジックに必要な情報として
市町村林道の災害復旧事業の事業費査定見込み額を取り込む
取り込み済みか確認出来るよう出力ファイルも必要
増高申請時に使用

CSV CSV 〇 年数回 ー

17 農業所得推定額 全国版入力ファイル 激甚災害判定時のロジックに必要な情報として
全国の農業所得推定額を取り込む
取り込み済みか確認出来るよう出力ファイルも必要
被害把握時、増高申請時に使用

CSV CSV 〇 年数回 ー

18 農業所得推定額 都道府県版入力ファイル 局部激甚災害判定時のロジックに必要な情報として
都道府県の農業所得推定額を取り込む
取り込み済みか確認出来るよう出力ファイルも必要
被害把握時、増高申請時に使用

CSV CSV 〇 年数回 ー

19 農業所得推定額 市町村版入力ファイル 局部激甚災害判定時のロジックに必要な情報として
市町村の農業所得推定額を取り込む
取り込み済みか確認出来るよう出力ファイルも必要
被害把握時、増高申請時に使用

CSV CSV 〇 年数回 ー

20 農地復旧費限度額換算係数マスターデータ入出力
ファイル

補助金交付申請時に、国庫補助金の限度額を確認するための計算に
必要な係数を登録する機能
年度別の換算係数を記録できること
ファイルによる投入が行えること

Excel Excel 〇 年数回 ー

ファイル一覧



R6年度 農地・農業用施設等災害復旧支援システム 付属書⑦ 情報・データ一覧

No. データ名 備考
1 マスタ 工種コード 農地・農業施設のコード

2 都道府県コード 都道府県のコード

3 単位コード 面席、長さ等被害の単位のコード

4 要否コード 応急工事の要否のコード

5 市区町村コード 市区町村のコード

6 被害情報 被害情報データ 被害箇所ごとに調査登録した被害情報データ

7 背景地図データ 標準地図 地理院地図をマッシュアップ表示

8 写真 地理院地図をマッシュアップ表示

9 色別標高図 地理院地図をマッシュアップ表示

10 淡色地図 地理院地図をマッシュアップ表示

11 白地図 地理院地図をマッシュアップ表示

12 基本背景 地理院地図をマッシュアップ表示

13 モノクロ背景 MapBoxの地図をマッシュアップ表示

14 道路・交通網背景 MapBoxの地図をマッシュアップ表示

15 野外活動向け背景 MapBoxの地図をマッシュアップ表示

16 衛星写真背景 MapBoxの地図をマッシュアップ表示

17 令和6年能登半島地震珠洲地区(正射画像)(2024
年1月2日撮影)

地理院地図をマッシュアップ表示

18 令和6年能登半島地震輪島中地区 (正射画
像)(2024年1月2日撮影)

地理院地図をマッシュアップ表示

19 令和6年能登半島地震輪島東地区 (正射画
像)(2024年1月2日撮影)

地理院地図をマッシュアップ表示

20 令和6年能登半島地震輪島中地区 (正射画
像)(2024年1月5日撮影)

地理院地図をマッシュアップ表示

21 令和6年能登半島地震穴水地区(正射画像)(2024
年1月5日撮影)

地理院地図をマッシュアップ表示

22 令和6年能登半島地震七尾地区(正射画像)(2024
年1月5日撮影)

地理院地図をマッシュアップ表示

23 令和6年能登半島豪雨 輪島地区（正射画像）
（2024年9月23日撮影）

地理院地図をマッシュアップ表示

24 災害事務ツール マスタ マスタ 農政局マスタ 地方農政局の名称データ
25 都道府県マスタ 各地方農政局管轄の都道府県データ

分類
被害把握ツール マスタ

マスタ以外

1



R6年度 農地・農業用施設等災害復旧支援システム 付属書⑦ 情報・データ一覧

No. データ名 備考分類
26 出先事務所マスタ 各都道府県管轄の出先事務所データ
27 市町村マスタ 各出先事務所管轄の市町村データ
28 旧市町村マスタ 合併前の旧市町村データ
29 新旧市町村関連付けマスタ 新市町村と旧市町村を紐付けるデータ
30 財務局マスタ 査定票で使用する財務局の財務局名と職種名データ
31 農林水産大臣マスタ 各様式で使用する在職期間単位の農林水産大臣名データ
32 農政局長マスタ 各様式で使用する在職期間単位の農政局長名データ
33 知事マスタ 各様式で使用する在職期間単位の知事名データ
34 事業主体マスタ 県営、団体営など
35 年度年災マスタ 令和4年災、令和5年災など
36 災害種類マスタ 豪雨、台風、地震など
37 災害名マスタ 登録した災害名データ
38 区分マスタ 農地、農地用施設など
39 工種マスタ 田、畑、ため池等など
40 詳細工種マスタ 用水路、排水路など
41 地目マスタ 田、畑、特殊田畑など
42 緊急順位マスタ A、Bなど
43 費率マスタ 県事務費率、工場雑費率など
44 工法マスタ ブロック、石積など
45 査定種別マスタ 机上、実地など
46 査定結果マスタ 合格、失格、欠格など
47 欠格理由マスタ 失格、被害の事実なしなど
48 変更種別マスタ 軽微、重変など
49 変更理由マスタ 単価変更、工法変更など
50 補助金率マスタ 年度毎の農地や農地用施設の補助金率など
51 高率適要マスタ 農地や農地用施設の高率など
52 予算区分マスタ 通常、補正など
53 統一単価マスタ 被害額を算出するための工種ごとの単価(年度ごと)
54 査定見込率マスタ 激甚判定時に使用する年度毎の査定見込率
55 林道事業費査定見込額 全国版データ 激甚判定時に使用する年度毎の林道事業費査定見込額
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R6年度 農地・農業用施設等災害復旧支援システム 付属書⑦ 情報・データ一覧

No. データ名 備考分類
56 林道事業費査定見込額 都道府県版データ 激甚判定時に使用する年度毎の林道事業費査定見込額
57 林道事業費査定見込額 市町村版データ 激甚判定時に使用する年度毎の林道事業費査定見込額
58 農業所得推定額 全国版データ 激甚判定時に使用する年度毎の農業所得推定額
59 農業所得推定額 都道府県版データ 激甚判定時に使用する年度毎の農業所得推定額
60 農業所得推定額 市町村版データ 激甚判定時に使用する年度毎の農業所得推定額
61 マスタ以外 被害報告 被害情報データ 被害場所ごとに調査した被害情報データ
62 市町村別被害調査完了データ 年災、災害名、市町村ごとに被害調査を完了したフラグデータ
63 被害報告データ 都道府県が農政局や本省に報告した被害情報集計データ
64 被害報告補足情報データ 都道府県が農政局や本省に報告した被害情報に付随する災害期間や雨量などの補足データ
65 被害報告詳細データ 都道府県が農政局や本省に報告した被害情報集計データの基データ
66 災害概要報告データ 都道府県が農政局や本省に報告した災害概要報告データ
67 査定前着工 応急工事・特殊工法相談記録データ 応急本工事、応急仮工事、特殊工法相談記録を登録したデータ
68 査定申請 1箇所工事結合データ 被害情報単位のデータを査定設計単位に結合した紐付けデータ
69 1箇所工事分割データ 被害情報単位のデータを査定設計単位に分割した紐付けデータ
70 査定情報データ 査定のための事業計画を登録したデータ
71 雨量等高線図データ 査定情報に災害時の雨量等高線図を紐付けるデータ
72 査定計画 査定依頼情報データ 査定計画の実施を依頼した査定情報データ
73 査定計画データ 農政局、都道府県で計画した査定計画データ
74 査定班データ 査定計画の査定期別の班データ
75 対象査定情報データ 査定期別に紐付けた実施予定の査定情報データ
76 査定 査定結果データ 査定を実施した際に朱書きした結果データ
77 査定票データ 査定を実施した際に指示した事項又は失格、欠格、理由のデータ
78 保留箇所別調書データ 査定が保留となった際に作成する保留箇所別調書データ
79 査定調書データ 査定が完了となった際に申請する査定調書のデータ
80 増高申請 増高申請情報データ 増高申請で必要な事業計画や予算収支計画のデータ
81 耕作者名簿データ 効率補助率の計算に使用する耕作者名寄せの基データ
82 過年度耕作者名簿データ 効率補助率の計算に使用する過年度耕作者名寄せの基データ
83 耕作者名寄せデータ 効率補助率の計算に使用する耕作者名寄せ後のデータ
84 字切図データ 字切図を検索するための住所などの字切図付属データ
85 補助率算出結果データ 計算結果後の補助率データ
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R6年度 農地・農業用施設等災害復旧支援システム 付属書⑦ 情報・データ一覧

No. データ名 備考分類
86 補助金申請 要望額情報データ 予算割当調査用の要望額データ
87 予算割当情報データ 要望額に対する予算割当結果データ
88 補助金情報データ 補助金交付申請した事業計画と予算収支予定データ
89 予算執行状況データ 割り当てられた予算の執行状況に対する概算払額を申請したデータ
90 実績報告データ 補助金交付申請した事業計画に対して工事完了した実績データ
91 しゅん工認定データ しゅん工認定の検査結果データ
92 計画変更 計画変更データ 査定結果や前回計画変更した内容に対して、変更した事業計画データ
93 査定設計委託費補助 査定設計委託費補助申請データ コンサルなどへの委託費用を補助金申請するデータ
94 工事契約情報 工事情報データ 以下の条件があるため申し送りあり

 「被害情報」に対して「事業計画情報」は、1：NまたはN：1
 「事業計画情報」に対して「査定結果情報」は、1：1
 「査定結果情報」に対して「工事契約情報」は、N：N
 「工事契約情報」に対して「予算情報」は、N：N
 の関係性がある
申し送り内容・・・申し送り事項 No.01-01、01-02に記載

4
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No. 分類 連携名 概要 実行環境 連携先

1 被害把握 被害情報の登録
被害把握ツールで作成された被害情報データを災害事務ツールの災害復旧DBへ登録する 被害把握ツール 災害事務ツール

1
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AWS・Azureセキュリティ設定確認リスト 凡例：〇：責任者、△：サポート

※各リソースの詳細な設定についてご不明な点等ございましたら別途お問合せください。

MAFFクラウド管理者(PMO) PJMO

IDおよびアクセス管理

組織が許可したアカウントの管理 〇

管理者アカウントに対する多要素認証の利用 〇 PJMOに一任

管理者アカウントに紐づく最新の連絡先の登録と定期的な見直し 〇 年度初めに実施

必要最低限の管理者権限の割当て 〇 PJMOに一任

グループを利用した権限の設定 〇

管理者アカウントに関する復旧手段の確保 〇

すべてのアカウントへのパスワードポリシーの適用 〇

アクセスキー、サービスアカウントキー等の適切な管理 〇

管理者アカウントと日常的に使用するアカウントの分離 〇 ユーザーの払い出しはPJMO管理

アカウント・権限・認証情報の定期的な見直し 〇
年度初めに実施

AWSにおいて考慮すべき設定

AWS サポートセンターへのアクセス設定 〇 PJMOに一任

IAM Access analyzerの有効化 〇 PJMOに一任

Azureにおいて考慮すべき設定

Microsoft Azure サポートセンターへのアクセス設定 〇 PJMOに一任

事業者への権限付与 〇 PJMOに一任

ログ（アクセスログ）の記録と監視

ログの有効化及び取得 △ 〇

MAFFクラウド共通機能「監査ログ収集機能」で下記のログは収集。

その他のログについてはPJMOに一任。

AWS：Configの「Configsnapshot」「Confighistory」・CloudTrailの証跡ログ・VPCフロー

ログ・GuardDutyの検出結果

Azure：Microsoft Defender for Cloudの評価結果・Activity Log・VNetフローログ・Azure

Policyの評価結果

ログの一元管理 △ 〇 同上

ログの保護 △ 〇 同上

ログの監視/通知の設定 〇 PJMOに一任

ネットワーク

ロードバランサの接続設定 〇 PJMOに一任

DDoS対策 〇 PJMOに一任

SSL/TLS証明書の設定・管理 〇 PJMOに一任

AWSにおいて考慮すべき設定

セキュリティグループの設定 ○ PJMOに一任

Azureにおいて考慮すべき設定

ネットワークセキュリティグループ（NSG）の設定 ○ PJMOに一任

他セキュリティ全般

不適切な設定を検知するサービスの導入 〇 △

MAFFクラウド共通機能「不適切設定検知機能」により設定

AWS：Config・Security Hub

Azure：Azure Policy

クラウド環境内の脅威を検知するサービスの導入 〇 △

MAFFクラウド共通機能「マネージド型脅威検出機能」により設定

AWS：GuardDuty

Azure：Microsoft Defender for Cloud

攻撃対象となるネットワークポートへのアクセス制限 〇 PJMOに一任

各サービスにおける不要な匿名/公開アクセスのブロック 〇 PJMOに一任

各サービスにおけるデータ・通信の暗号化 〇 PJMOに一任

不正プログラム対策ソフトウェアの導入 〇 IDS/IPS対策（※要否については応相談）

脆弱性管理

最新のOSパッチの適用確認 〇

インベントリ収集機能の有効化 ○ △ MAFFクラウド共通機能「インベントリ収集機能」を有効化し、管理者アカウントで監視

AWSにおいて考慮すべき設定

Amazon Inspectorの有効化 ○ PJMOに一任

コンテナにおける脆弱性対策 ○ ECR（基本スキャン）またはInspector（拡張スキャン）を利用

Azureにおいて考慮すべき設定

コンテナにおける脆弱性対策 ○

Defender CSPMまたはDefender for Containersを利用

※基本的にはDefender for Containersを利用（脆弱性診断の性能に差はほとんどない一方、

Defender CSPMはサブスクリプション内のリソース毎に料金が発生するため、 Defender for

Containersに比べコストが高くなりやすい）

バックアップ

各サービスのバックアップ設定 ○ PJMOに一任

セキュリティ設定確認リスト（AWS/Azure）
担当

役割分担に関する補足
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項⽬ ⾒出し 要件 備考 必須可否
1 認証・認可 1.1 ユーザー認証 1.1.1 特定のユーザーや管理者のみに表⽰・実⾏を許可すべき画⾯や機能、API

では、ユーザー認証を実施すること
特定のユーザーや管理者のみにアクセスを許可したいWebシステムでは、
ユーザー認証を⾏う必要があります。また、ユーザー認証が成功した後に
はアクセス権限を確認する必要があります。そのため、認証済みユーザー
のみがアクセス可能な箇所を明⽰しておくことが望ましいでしょう。
リスクベース認証や⼆要素認証など認証をより強固にする仕組みもありま
す。不特定多数がアクセスする必要がない場合には、IPアドレスなどによ
るアクセス制限も効果があります。
OpenIDなどIdP(ID Provider)を利⽤する場合には信頼できるプロバイダ
であるかを確認する必要があります。IdPを使った認証・認可を⾏う場合
も他の認証・認可に関する要件を満たすものを利⽤することが望ましいで
す。

必須

1.1.2 上記画⾯や機能に含まれる画像やファイルなどの個別のコンテンツ（⾮
公開にすべきデータは直接URLで指定できる公開ディレクトリに配置し
ない）では、ユーザー認証を実施すること

必須

1.1.3 多要素認証を実施すること 多要素認証（Multi Factor Authentication: MFA）とは、例えばパスワー
ドによる認証に加え、TOTP (Time-Based One-Time Password：時間
ベースのワンタイムパスワード）やデジタル証明書など⼆つ以上の要素を
利⽤した認証⽅式です。⼿法については NIST Special Publication 800-
63B などを参照してください。

推奨

1.2 ユーザーの再認証 1.2.1 個⼈情報や機微情報を表⽰するページに遷移する際には、再認証を実施
すること

ユーザー認証はセッションにおいて最初の⼀度だけ実施するのではなく、
重要な情報や機能へアクセスする際には再認証を⾏うことが望ましいで
しょう。

推奨

1.2.2 パスワード変更や決済処理などの重要な機能を実⾏する際には、再認証
を実施すること

推奨

1.3 パスワード 1.3.1 ユーザー⾃⾝が設定するパスワード⽂字列は最低 8⽂字以上であること 認証を必要とするWebシステムの多くは、パスワードを本⼈確認の⼿段と
して認証処理を⾏います。そのためパスワードを盗聴や盗難などから守る
ことが重要になります。

必須

1.3.2 登録可能なパスワード⽂字列の最⼤⽂字数は64⽂字以上であること パスワードを処理する関数の中には最⼤⽂字数が少ないものもあるので注
意する必要があります。

必須

1.3.3 パスワード⽂字列として使⽤可能な⽂字種は制限しないこと 任意の⼤⼩英字、数字、記号、空⽩、Unicode⽂字など任意の⽂字が利⽤
可能である必要があります。

必須

1.3.4 パスワード⽂字列の⼊⼒フォームはinput type="password"で指定する
こと

基本的にinputタグのtype属性には「password」を指定しますが、パス
ワードを⼀時的に表⽰する可視化機能を実装する場合にはこの限りではあ
りません。

必須

1.3.5 ユーザーが⼊⼒したパスワード⽂字列を次画⾯以降で表⽰しないこと
（hiddenフィールドなどのHTMLソース内やメールも含む）

必須
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項⽬ ⾒出し 要件 備考 必須可否
1.3.6 パスワードを保存する際には、平⽂で保存せず、Webアプリケーション

フレームワークなどが提供するハッシュ化とsaltを使⽤して保存する関数
を使⽤すること

関数が存在しない場合にはパスワードは「パスワード⽂字列＋salt（ユー
ザー毎に異なるランダムな⽂字列）」をハッシュ化したものとsaltのみを
保存する必要があります。（saltは20⽂字以上であることが望ましい）
パスワード⽂字列のハッシュ化をさらに安全にする⼿法としてストレッチ
ングがあります。

必須

1.3.7 ユーザー⾃⾝がパスワードを変更できる機能を⽤意すること 必須
1.3.8 パスワードはユーザー⾃⾝に設定させること

システムが仮パスワードを発⾏する場合はランダムな⽂字列を設定し、
安全な経路でユーザーに通知すること

推奨

1.3.9 パスワードの⼊⼒欄でペースト機能を禁⽌しないこと ⻑いパスワードをユーザーが利⽤出来るようにするためにペースト機能を
禁⽌しないようにする必要があります。

推奨

1.3.10 パスワード強度チェッカーを実装すること 使⽤する⽂字種や⽂字数を確認し、ユーザー⾃⾝にパスワードの強度を⽰
せるようにします。またユーザーIDと同じ⽂字列や漏洩したパスワードな
どのリストとの突合を⾏う必要があります。⼿法については NIST 
Special Publication 800-63B などを参照してください。

推奨

1.4 アカウントロック機能について 1.4.1 認証時に無効なパスワードで10回試⾏があった場合、最低30分間はユー
ザーがロックアウトされた状態にすること

パスワードに対する総当たり攻撃や辞書攻撃などから守るためには、試⾏
速度を遅らせるアカウントロック機能の実装が有効な⼿段になります。ア
カウントロックの試⾏回数、ロックアウト時間については、サービスの内
容に応じて調整することが必要になります。

必須

1.4.2 ロックアウトは⾃動解除を基本とし、⼿動での解除は管理者のみ実施可
能とすること

推奨

1.5 パスワードリセット機能について 1.5.1 パスワードリセットを実⾏する際にはユーザー本⼈しか受け取れない連
絡先（あらかじめ登録しているメールアドレス、電話番号など）にワン
タイムトークンを含むURLなどの再設定⽅法を通知すること

連絡先については、事前に受け取り確認をしておくことでより安全性を⾼
めることができます。
使⽤されたワンタイムトークンは破棄し、有効期限を12時間以内とし必
要最低限に設定してください。

必須

1.5.2 パスワードはユーザー⾃⾝に再設定させること 必須
1.6 アクセス制御について 1.6.1 Web ページや機能、データをアクセス制御（認可制御）する際には認証

情報・状態を元に権限があるかどうかを判別すること
認証により何らかの制限を⾏う場合には、利⽤しようとしている情報や機
能へのアクセス（読み込み・書き込み・実⾏など）権限を確認することで
アクセス制御を⾏うことが必要になります。
画像やファイルなどのコンテンツ、APIなどの機能に対しても、全て個別
にアクセス権限を設定、確認する必要があります。
これらはアクセス権限の⼀覧表に基づいて⾏います。
CDNなどを利⽤してコンテンツを配置するなどアクセス制御を⾏うことが
困難な場合、予測が困難なURLを利⽤することでアクセスされにくくする
⽅法もあります。

必須
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項⽬ ⾒出し 要件 備考 必須可否
1.6.2 公開ディレクトリには公開を前提としたファイルのみ配置すること 公開ディレクトリに配置したファイルは、URLを直接指定することでアク

セスされる可能性があります。そのため、機微情報や設定ファイルなどの
公開する必要がないファイルは、公開ディレクトリ以外に配置する必要が
あります。

必須

1.7 アカウントの無効化機能について 1.7.1 管理者がアカウントの有効・無効を設定できること 不正にアカウントを利⽤されていた場合に、アカウントを無効化すること
で被害を軽減することができます。 推奨

2 セッション
管理

2.1 セッションの破棄について 2.1.1 認証済みのセッションが⼀定時間以上アイドル状態にあるときはセッ
ションタイムアウトとし、サーバー側のセッションを破棄しログアウト
すること

認証を必要とするWebシステムの多くは、認証状態の管理にセッションID
を使ったセッション管理を⾏います。認証済みの状態にあるセッションを
不正に利⽤されないためには、使われなくなったセッションを破棄する必
要があります。セッションタイムアウトの時間については、サービスの内
容やユーザー利便性に応じて設定することが必要になります。また、
NIST Special Publication 800-63B などを参照してください。

必須

2.1.2 ログアウト機能を⽤意し、ログアウト実⾏時にはサーバー側のセッショ
ンを破棄すること

ログアウト機能の実⾏後にその成否をユーザーが確認できることが望まし
い。

必須

2.2 セッションIDについて 2.2.1 Webアプリケーションフレームワークなどが提供するセッション管理機
能を使⽤すること

セッションIDを⽤いて認証状態を管理する場合、セッションIDの盗聴や推
測、攻撃者が指定したセッションIDを使⽤させられる攻撃などから守る必
要があります。
また、セッションIDは原則としてcookieにのみ格納すべきです。

必須

2.2.2 セッションIDは認証成功後に発⾏すること
認証前にセッションIDを発⾏する場合は、認証成功直後に新たなセッ
ションIDを発⾏すること

必須

2.2.3 ログイン前に機微情報をセッションに格納する時点でセッションIDを発
⾏または再⽣成すること

必須

2.2.4 認証済みユーザーの特定はセッションに格納した情報を元に⾏うこと 必須
2.3 CSRF（クロスサイトリクエストフォージェ

リー）対策の実施について
2.3.1 ユーザーにとって重要な処理を⾏う箇所では、ユーザー本⼈の意図した

リクエストであることを確認できるようにすること
正規ユーザー以外の意図により操作されては困る処理を⾏う箇所では、
フォーム⽣成の際に他者が推測困難なランダムな値（トークン）を
hiddenフィールドやcookie以外のヘッダーフィールド（X-CSRF-TOKEN
など）に埋め込み、リクエストをPOSTメソッドで送信します。フォーム
データを処理する際にトークンが正しいことを確認することで、正規ユー
ザーの意図したリクエストであることを確認することができます。
また、別の⽅法としてパスワード再⼊⼒による再認証を求める⽅法もあり
ます。
cookieのSameSite属性を適切に使うことによって、CSRFのリスクを低
減する効果があります。SameSite属性は⼀部の状況においては効果がな
いこともあるため、トークンによる確認が推奨されます。

必須

3 ⼊⼒処理 3.1 パラメーターについて 3.1.1  URLにユーザーID やパスワードなどの機微情報を格納しないこと URLは、リファラー情報などにより外部に漏えいする可能性がありま
す。そのため URLには秘密にすべき情報は格納しないようにする必要
があります。

必須
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項⽬ ⾒出し 要件 備考 必須可否
3.1.2 パラメーター（クエリーストリング、エンティティボディ、cookieな

どクライアントから受け渡される値）にパス名を含めないこと
ファイル操作を⾏う機能などにおいて、URL パラメーターやフォー
ムで指定した値でパス名を指定できるようにした場合、想定して
いないファイルにアクセスされてしまうなどの不正な操作を実⾏されて
し まう可能性があります。

必須

3.1.3 パラメーター要件に基づいて、⼊⼒値の⽂字種や⽂字列⻑の検証を⾏う
こと

各パラメーターは、機能要件に基づいて⽂字種・⽂字列⻑・形式を定義す
る必要があります。⼊⼒値に想定している⽂字種や⽂字列⻑以外の値の⼊
⼒を許してしまう場合、不正な操作を実⾏されてしまう可能性がありま
す。サーバー側でパラメーターを受け取る場合、クライアント側て
゙の⼊⼒値検証の有無に関わらず、⼊⼒値の検証はサーバー側で実
施する必要があります。

必須

3.2 ファイルアップロードについて 3.2.1 ⼊⼒値としてファイルを受け付ける場合には、拡張⼦やファイルフォー
マットなどの検証を⾏うこと

ファイルのアップロード機能を利⽤した不正な実⾏を防ぐ必要がありま
す。画像ファイルを扱う場合には、ヘッダー領域を不正に加⼯したファイ
ルにも注意が必要です。

必須

3.2.2 アップロード可能なファイルサイズを制限すること 圧縮ファイルを展開する場合には、解凍後のファイルサイズや、ファイル
パスやシンボリックリンクを含む場合のファイルの上書きにも注意が必要
です。

必須

3.3 XMLを使⽤する際の処理について 3.3.1 XMLを読み込む際は、外部参照を無効にすること ⼿法についてはXML External Entity Prevention Cheat Sheetなどを参
照してください。
https://cheatsheetseries.owasp.org/cheatsheets/XML_External_Ent
ity_Prevention_Cheat_Sheet.html

必須

3.4 デシリアライズについて 3.4.1 信頼できないデータ供給元からのシリアライズされたオブジェクトを受
け⼊れないこと

デシリアライズする場合は、シリアライズしたオブジェクトにデジタル署
名などを付与し、信頼できる供給元が発⾏したデータであるかを検証して
ください。

必須

3.5 外部リソースへのリクエスト送信について 3.5.1 他システムに接続や通信を⾏う場合は、外部からの⼊⼒によって接続先
を動的に決定しないこと

外部から不正なURLやIPアドレスなどが挿⼊されると、SSRF(Server-
Side Request Forgery)の脆弱性になる可能性があります。外部からの⼊
⼒によって接続先を指定せざるを得ない場合は、ホワイトリストを基に⼊
⼒値の検証を実施するとともに、アプリケーションレイヤーだけではなく
ネットワークレイヤーでのアクセス制御も併⽤する必要があります。

推奨

4 出⼒処理 4.1 HTMLを⽣成する際の処理について 4.1.1 HTMLとして特殊な意味を持つ⽂字（< > " ' &）を⽂字参照によりエス
ケープすること

外部からの⼊⼒により不正なHTMLタグなどが挿⼊されてしまう可能性が
あります。「<」→「&lt;」や「&」→「&amp;」、「"」→「&quot;」の
ようにエスケープを⾏う必要があります。スクリプトによりクライアント
側でHTMLを⽣成する場合も、同等の処理が必要です。実装の際にはこれ
らを⾃動的に実⾏するフレームワークやライブラリを使⽤することが望ま
しいでしょう。また、その他にもスクリプトの埋め込みの原因となるもの
を作らないようにする必要があります。
XMLを⽣成する場合も同様にエスケープが必要です。

必須

4.1.2 外部から⼊⼒したURLを出⼒するときは「http://」または「https://」
で始まるもののみを許可すること

必須
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項⽬ ⾒出し 要件 備考 必須可否
4.1.3 <script>...</script>要素の内容やイベントハンドラ（onmouseover=””

など）を動的に⽣成しないようにすること
<script>...</script>要素の内容やイベントハンドラは原則として動的に
⽣成しないようにすべきですが、jQueryなどのAjaxライブラリを使⽤する
際はその限りではありません。ライブラリについては、アップデート状況
などを調べて信頼できるものを選択するようにしましょう。

必須

4.1.4 任意のスタイルシートを外部サイトから取り込めないようにすること 必須
4.1.5 HTMLタグの属性値を「"」で囲うこと HTMLタグ中のname=”value”で記される値(value)にユーザーの⼊⼒値を

使う場合、「”」で囲わない場合、不正な属性値を追加されてしまう可能
性があります。

必須

4.1.6 CSSを動的に⽣成しないこと 外部からの⼊⼒により不正なCSSが挿⼊されると、ブラウザに表⽰される
画⾯が変更されたり、スクリプトが埋め込まれる可能性があります。

必須

4.2 JSONを⽣成する際の処理について 4.2.1 ⽂字列連結でJSON⽂字列を⽣成せず、適切なライブラリを⽤いてオブ
ジェクトをJSONに変換すること

適切なライブラリがない場合は、JSONとして特殊な意味を持つ⽂字（ " \ 
, : { } [ ] ）をUnicodeエスケープする必要があります。

必須

4.3 HTTPレスポンスヘッダーについて 4.3.1 HTTPレスポンスヘッダーのContent-Typeを適切に指定すること ⼀部のブラウザではコンテンツの⽂字コードやメディアタイプを誤認識さ
せることで不正な操作が⾏える可能性があります。これを防ぐためには、
HTTPレスポンスヘッダーを「Content-Type: text/html; charset=utf-
8」のように、コンテンツの内容に応じたメディアタイプと⽂字コードを
指定する必要があります。

必須

4.3.2 HTTPレスポンスヘッダーフィールドの⽣成時に改⾏コードが⼊らないよ
うにすること

HTTPヘッダーフィールドの⽣成時にユーザーが指定した値を挿⼊できる
場合、改⾏コードを⼊⼒することで不正なHTTPヘッダーやコンテンツを
挿⼊されてしまう可能性があります。これを防ぐためには、HTTPヘッ
ダーフィールドを⽣成する専⽤のライブラリなどを使うようにすることが
望ましいでしょう。

必須

4.4 その他の出⼒処理について 4.4.1 SQL⽂を組み⽴てる際に静的プレースホルダを使⽤すること SQL⽂の組み⽴て時に不正なSQL⽂を挿⼊されることで、SQLインジェク
ションを実⾏されてしまう可能性があります。これを防ぐためにはSQL⽂
を動的に⽣成せず、プレースホルダを使⽤してSQL⽂を組み⽴てるように
する必要があります。
静的プレースホルダとは、JIS/ISOの規格で「準備された⽂(Prepared 
Statement)」と規定されているものです。

必須

4.4.2 プログラム上でOSコマンドやアプリケーションなどのコマンド、シェ
ル、eval()などによるコマンドの実⾏を呼び出して使⽤しないこと

コマンド実⾏時にユーザーが指定した値を挿⼊できる場合、外部から任意
のコマンドを実⾏されてしまう可能性があります。コマンドを呼び出して
使⽤しないことが望ましいでしょう。

必須

4.4.3 リダイレクタを使⽤する場合には特定のURLのみに遷移できるようにす
ること

リダイレクタのパラメーターに任意のURLを指定できる場合（オープンリ
ダイレクタ）、攻撃者が指定した悪意のあるURLなどに遷移させられる可
能性があります。

必須

4.4.4 メールヘッダーフィールドの⽣成時に改⾏コードが⼊らないようにする
こと

メールの送信処理にユーザーが指定した値を挿⼊できる場合、不正なコマ
ンドなどを挿⼊されてしまう可能性があります。これを防ぐためには、不
正な改⾏コードを使⽤できないメール送信専⽤のライブラリなどを使うよ
うにすることが望ましいでしょう。

必須
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項⽬ ⾒出し 要件 備考 必須可否
4.4.5 サーバ側のテンプレートエンジンを使⽤する際に、テンプレートの変更

や作成に外部から受け渡される値を使⽤しないこと
サーバ側のテンプレートエンジンを使⽤してテンプレートを組み⽴てる際
に不正なテンプレートの構⽂を挿⼊されることで、任意のコードを実⾏さ
れる可能性があります。
外部から渡される値をテンプレートの組み⽴てに使⽤せず、レンダリング
を⾏う際のデータとして使⽤する必要があります。
また、レンダリング時にはクロスサイトスクリプティングの脆弱性が存在
しないか確認してください。

必須

5 HTTPS 5.1 HTTPSについて 5.1.1 Webサイトを全てHTTPSで保護すること 適切にHTTPSを使うことで通信の盗聴・改ざん・なりすましから情報を
守ることができます。次のような重要な情報を扱う画⾯や機能では
HTTPSで通信を⾏う必要があります。
・⼊⼒フォームのある画⾯
・⼊⼒フォームデータの送信先
・重要情報が記載されている画⾯
・セッションIDを送受信する画⾯
HTTPSの画⾯内で読み込む画像やスクリプトなどのコンテンツについて
もHTTPSで保護する必要があります。

必須

5.1.2 サーバー証明書はアクセス時に警告が出ないものを使⽤すること HTTPSで提供されているWebサイトにアクセスした場合、Webブラウザ
から何らかの警告がでるということは、適切にHTTPSが運⽤されておら
ず盗聴・改ざん・なりすましから守られていません。適切なサーバー証明
書を使⽤する必要があります。

必須

5.1.3 TLS1.2以上のみを使⽤すること SSL2.0／3.0、TLS1.0／1.1には脆弱性があるため、無効化する必要があ
ります。使⽤する暗号スイートは、7.2.1を参照してください。

必須

5.1.4 レスポンスヘッダーにStrict-Transport-Securityを指定すること Hypertext Strict Transport Security(HSTS)を指定すると、ブラウザが
HTTPSでアクセスするよう強制できます。

必須

6 cookie 6.1 cookieの属性について 6.1.1 Secure属性を付けること Secure属性を付けることで、http://でのアクセスの際にはcookieを送出
しないようにできます。特に認証状態に紐付けられたセッションIDを格納
する場合には、Secure属性を付けることが必要です。

必須

6.1.2 HttpOnly属性を付けること HttpOnly属性を付けることで、クライアント側のスクリプトからcookie
へのアクセスを制限することができます。

必須

6.1.3 Domain属性を指定しないこと セッションフィクセイションなどの攻撃に悪⽤されることがあるため、
Domain属性は特に必要がない限り指定しないことが望ましいでしょう。

推奨

7 その他 7.1 エラーメッセージについて 7.1.1 エラーメッセージに詳細な内容を表⽰しないこと ミドルウェアやデータベースのシステムが出⼒するエラーには、攻撃のヒ
ントになる情報が含まれているため、エラーメッセージの詳細な内容はエ
ラーログなどに出⼒するべきです。

必須
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項⽬ ⾒出し 要件 備考 必須可否
7.2 暗号アルゴリズムについて 7.2.1 ハッシュ関数、暗号アルゴリズムは『電⼦政府における調達のために参

照すべき暗号のリスト（CRYPTREC暗号リスト）』に記載のものを使⽤
すること

広く使われているハッシュ関数、疑似乱数⽣成系、暗号アルゴリズムの中
には安全でないものもあります。安全なものを使⽤するためには、『電⼦
政府における調達のために参照すべき暗号のリスト（CRYPTREC暗号リ
スト）』や『TLS暗号設定ガイドライン』に記載されたものを使⽤する必
要があります。

必須

7.3 乱数について 7.3.1 鍵や秘密情報などに使⽤する乱数的性質を持つ値を必要とする場合に
は、暗号学的な強度を持った疑似乱数⽣成系を使⽤すること

鍵や秘密情報に予測可能な乱数を⽤いると、過去に⽣成した乱数値から⽣
成する乱数値が予測される可能性があるため、ハッシュ関数などを⽤いて
⽣成された暗号学的な強度を持った疑似乱数⽣成系を使⽤する必要があり
ます。

必須

7.4 基盤ソフトウェアについて 7.4.1 基盤ソフトウェアはアプリケーションの稼働年限以上のものを選定する
こと

脆弱性が発⾒された場合、修正プログラムを適⽤しないと悪⽤される可能
性があります。そのため、⾔語やミドルウェア、ソフトウェアの部品など
の基盤ソフトウェアは稼働期間またはサポート期間がアプリケーションの
稼働期間以上のものを利⽤する必要があります。もしアプリケーションの
稼働期間中に基盤ソフトウェアの保守期間が終了した場合、危険な脆弱性
が残されたままになる可能性があります。

必須

7.4.2 既知の脆弱性のないOSやミドルウェア、ライブラリやフレームワーク、
パッケージなどのコンポーネントを使⽤すること

利⽤コンポーネントにOSSが含まれる場合は、SCA（ソフトウェアコンポ
ジション解析）ツールを導⼊し、依存関係を包括的かつ正確に把握して対
策が⾏えることが望ましいでしょう。

必須

7.5 ログの記録について 7.5.1 重要な処理が⾏われたらログを記録すること ログは、情報漏えいや不正アクセスなどが発⽣した際の検知や調査に役⽴
つ可能性があります。認証やアカウント情報の変更などの重要な処理が実
⾏された場合には、その処理の内容やクライアントのIPアドレスなどをロ
グとして記録することが望ましいでしょう。ログに機微情報が含まれる場
合にはログ⾃体の取り扱いにも注意が必要になります。

必須

7.6 ユーザーへの通知について 7.6.1 重要な処理が⾏われたらユーザーに通知すること 重要な処理（パスワードの変更など、ユーザーにとって重要で取り消しが
困難な処理）が⾏われたことをユーザーに通知することによって異常を早
期に発⾒できる可能性があります。

推奨

7.7 Access-Control-Allow-Originヘッダーについ
て

7.7.1 Access-Control-Allow-Originヘッダーを指定する場合は、動的に⽣成せ
ず固定値を使⽤すること

クロスオリジンでXMLHttpRequest (XHR)を使う場合のみこのヘッダー
が必要です。不要な場合は指定する必要はありませんし、指定する場合も
特定のオリジンのみを指定する事が望ましいです。

必須

7.8 クリックジャッキング対策について 7.8.1 レスポンスヘッダーにX-Frame-OptionsとContent-Security-Policyヘッ
ダーのframe-ancestors ディレクティブを指定すること

クリックジャッキング攻撃に悪⽤されることがあるため、X-Frame-
OptionsヘッダーフィールドにDENYまたはSAMEORIGINを指定する必要
があります。
Content-Security-Policyヘッダーフィールドに frame-ancestors 'none' 
または 'self' を指定する必要があります。
X-Frame-Options ヘッダーは主要ブラウザーでサポートされていますが
標準化されていません。CSP レベル 2 仕様で frame-ancestors ディレク
ティブが策定され、X-Frame-Options は⾮推奨とされました。

必須
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項⽬ ⾒出し 要件 備考 必須可否
7.9 キャッシュ制御について 7.9.1 個⼈情報や機微情報を表⽰するページがキャッシュされないよう Cache-

Control: no-store を指定すること
個⼈情報や機密情報が含まれたページはCDNやロードバランサー、ブラウ
ザなどのキャッシュに残ってしまうことで、権限のないユーザーが閲覧し
てしまう可能性があるためキャッシュ制御を適切に⾏う必要があります。

必須

7.10 ブラウザのセキュリティ設定について 7.10.1 ユーザーに対して、ブラウザのセキュリティ設定の変更をさせるような
指⽰をしないこと

ユーザーのWebブラウザのセキュリティ設定などを変更した場合や、認証
局の証明書をインストールさせる操作は、他のサイトにも影響します。

必須

7.11 ブラウザのセキュリティ警告について 7.11.1 ユーザーに対して、ブラウザの出すセキュリティ警告を無視させるよう
な指⽰をしないこと

ブラウザの出す警告を通常利⽤においても無視させるよう指⽰をしている
と、悪意のあるサイトで同様の指⽰をされた場合もそのような操作をして
しまう可能性が⾼まります。

必須

7.12 WebSocketについて 7.12.1 Originヘッダーの値が正しいリクエスト送信元であることが確認できた場
合にのみ処理を実施すること

WebSocketにはSOP (Same Origin Policy)という仕組みが存在しないた
め、Cross-Site WebSocket Hijacking(CSWSH)対策のためにOriginヘッ
ダーを確認する必要があります。

必須

7.13 HTMLについて 7.13.1 html開始タグの前に<!DOCTYPE html>を宣⾔すること DOCTYPEで⽂書タイプをHTMLと明⽰的に宣⾔することでCSSなど別
フォーマットとして解釈されることを防ぎます。

必須

7.13.2 CSSファイルやJavaScriptファイルをlinkタグで指定する場合は、絶対パ
スを使⽤すること

linkタグを使⽤してCSSファイルやJavaScriptファイルを相対パス指定し
た場合にRPO (Relative Path Overwrite) が起きる可能性があります。

必須

8 提出物 8.1 提出物について 8.1.1 サイトマップを⽤意すること 認証や再認証、CSRF対策が必要な箇所、アクセス制御が必要なデータを
明確にするためには、Webサイト全体の構成を把握し、扱うデータを把握
する必要があります。そのためには上記の資料を⽤意することが望ましい
でしょう。

必須

8.1.2 画⾯遷移図を⽤意すること 必須
8.1.3 アクセス権限⼀覧表を⽤意すること 誰にどの機能の利⽤を許可するかまとめた⼀覧表を作成することが望まし

いでしょう。
必須

8.1.4 コンポーネント⼀覧を⽤意すること 依存しているライブラリやフレームワーク、パッケージなどのコンポーネ
ントに脆弱性が存在する場合がありますので、依存しているコンポーネン
トを把握しておく必要があります。

推奨

8.1.5 上記のセキュリティ要件についてテストした結果報告書を⽤意すること ⾃社で脆弱性診断を実施する場合には「脆弱性診断⼠スキルマッププロ
ジェクト」が公開している「Webアプリケーション脆弱性診断ガイドライ
ン」などを参照してください。

推奨



 （別紙 4） 

 - 1 -

情報セキュリティの確保に関する共通基本仕様 

 

Ⅰ 情報セキュリティポリシーの遵守 

１ 受託者は、担当部署から農林水産省における情報セキュリティの確保に関する規則（平成

27 年農林水産省訓令第４号。以下「規則」という。）等の説明を受けるとともに、本業務に係

る情報セキュリティ要件を遵守すること。 

なお、規則は、政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群（以下「統一

基準群」という。）に準拠することとされていることから、受託者は、統一基準群の改定を踏ま

えて規則が改正された場合には、本業務に関する影響分析を行うこと。 

２ 受託者は、規則と同等の情報セキュリティ管理体制を整備していること。 

３ 受託者は、本業務の従事者に対して、規則と同等の情報セキュリティ対策の教育を実施し

ていること。 

 

Ⅱ 応札者に関する情報の提供 

１ 応札者は、応札者の資本関係・役員等の情報、本業務の実施場所、本業務の従事者（契

約社員、派遣社員等の雇用形態は問わず、本業務に従事する全ての要員）の所属・専門性

（保有資格、研修受講実績等）・実績（業務実績、経験年数等）及び国籍に関する情報を記

載した資料を提出すること。 

 なお、本業務に従事する全ての要員に関する情報を記載することが困難な場合は、本業

務に従事する主要な要員に関する情報を記載するとともに、本業務に従事する部門等にお

ける従事者に関する情報（○○国籍の者が△名（又は□％）等）を記載すること。また、この

場合であっても、担当部署からの要求に応じて、可能な限り要員に関する情報を提供するこ

と。 

２ 応札者は、本業務を実施する部署、体制等の情報セキュリティ水準を証明する以下のいず

れかの証明書等の写しを提出すること。（提出時点で有効期限が切れていないこと。） 

（１）ISO/IEC27001 等の国際規格とそれに基づく認証の証明書等 

（２）プライバシーマーク又はそれと同等の認証の証明書等 

（３）独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が公開する「情報セキュリティ対策ベンチマーク」

を利用した自己評価を行い、その評価結果において、全項目に係る平均値が４に達し、かつ

各評価項目の成熟度が２以上であることが確認できる確認書 

 

Ⅲ 業務の実施における情報セキュリティの確保 

１ 受託者は、本業務の実施に当たって、以下の措置を講ずること。なお、応札者は、以下の

措置を講ずることを証明する資料を提出すること。 

（１）本業務上知り得た情報（公知の情報を除く。）については、契約期間中はもとより契約終了

後においても、第三者に開示し、又は本業務以外の目的で利用しないこと。 
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（２）本業務に従事した要員が異動、退職等をした後においても有効な守秘義務契約を締結す

ること。 

（３）本業務に係る情報を適切に取り扱うことが可能となるよう、情報セキュリティ対策の実施内

容及び管理体制を整備すること。なお、本業務実施中及び実施後において検証が可能とな

るよう、必要なログの取得や作業履歴の記録等を行う実施内容及び管理体制とすること。 

（４）本業務において、個人情報又は農林水産省における要機密情報を取り扱う場合は、当該

情報（複製を含む。以下同じ。）を国内において取り扱うものとし、当該情報の国外への送信

・保存や当該情報への国外からのアクセスを行わないこと。 

（５）農林水産省が情報セキュリティ監査の実施を必要と判断した場合は、農林水産省又は農

林水産省が選定した事業者による立入調査等の情報セキュリティ監査（サイバーセキュリテ

ィ基本法（平成 26 年法律第 104 号）第 26 条第１項第２号に基づく監査等を含む。以下同

じ。）を受け入れること。また、担当部署からの要求があった場合は、受託者が自ら実施した

内部監査及び外部監査の結果を報告すること。 

（６）本業務において、要安定情報を取り扱うなど、担当部署が可用性を確保する必要があると

認めた場合は、サービスレベルの保証を行うこと。 

（７）本業務において、第三者に情報が漏えいするなどの情報セキュリティインシデントが発生

した場合は、担当部署に対し、速やかに電話、口頭等で報告するとともに、報告書を提出す

ること。また、農林水産省の指示に従い、事態の収拾、被害の拡大防止、復旧、再発防止等

に全力を挙げること。なお、これらに要する費用の全ては受託者が負担すること。 

２ 受託者は、委託期間を通じて以下の措置を講ずること。 

（１）情報の適正な取扱いのため、取り扱う情報の格付等に応じ、以下に掲げる措置を全て含

む情報セキュリティ対策を実施すること。また、実施が不十分の場合、農林水産省と協議の

上、必要な改善策を立案し、速やかに実施するなど、適切に対処すること。 

ア 情報セキュリティインシデント等への対処能力の確立・維持 

イ 情報へアクセスする主体の識別とアクセスの制御 

ウ ログの取得・監視 

エ 情報を取り扱う機器等の物理的保護 

オ 情報を取り扱う要員への周知と統制 

カ セキュリティ脅威に対処するための資産管理・リスク評価 

キ 取り扱う情報及び当該情報を取り扱うシステムの完全性の保護 

ク セキュリティ対策の検証・評価・見直し 

（２）本業務における情報セキュリティ対策の履行状況を定期的に報告すること。 

（３）本業務において情報セキュリティインシデントの発生、情報の目的外使用等を認知した場

合、直ちに委託事業の一時中断等、必要な措置を含む対処を実施すること。 

（４）私物（本業務の従事者個人の所有物等、受託者管理外のものをいう。）の機器等を本業

務に用いないこと。 
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（５）本業務において取り扱う情報が本業務上不要となった場合、担当部署の指示に従い返却

又は復元できないよう抹消し、その結果を担当部署に書面で報告すること。 

３ 受託者は、委託期間の終了に際して以下の措置を講ずること。 

（１）本業務の実施期間を通じてセキュリティ対策が適切に実施されたことを書面等により報告

すること。 

（２）成果物等を電磁的記録媒体により納品する場合には、不正プログラム対策ソフトウェアに

よる確認を行うなどして、成果物に不正プログラムが混入することのないよう、適切に対処す

るとともに、確認結果（確認日時、不正プログラム対策ソフトウェアの製品名、定義ファイル

のバージョン等）を成果物等に記載又は添付すること。 

（３）本業務において取り扱われた情報を、担当部署の指示に従い返却又は復元できないよう

抹消し、その結果を担当部署に書面で報告すること。 

４ 受託者は、情報セキュリティの観点から調達仕様書で求める要件以外に必要となる措置が

ある場合には、担当部署に報告し、協議の上、対策を講ずること。 

 

 

Ⅳ 情報システムにおける情報セキュリティの確保 

１ 受託者は、本業務において情報システムに関する業務を行う場合には、以下の措置を講

ずること。なお、応札者は、以下の措置を講ずることを証明する資料を提出すること。 

（１）本業務の各工程において、農林水産省の意図しない情報システムに関する変更や機密情

報の窃取等が行われないことを保証する管理が、一貫した品質保証体制の下でなされてい

ること（例えば、品質保証体制の責任者や各担当者がアクセス可能な範囲等を示した管理

体制図、第三者機関による品質保証体制を証明する書類等を提出すること。）。 

（２）本業務において、農林水産省の意図しない変更が行われるなどの不正が見つかったとき

に、追跡調査や立入調査等、農林水産省と連携して原因を調査し、排除するための手順及

び体制（例えば、システムの操作ログや作業履歴等を記録し、担当部署から要求された場

合には提出するなど）を整備していること。 

２ 受託者は、本業務において情報システムの運用管理機能又は設計・開発に係る企画・要

件定義を行う場合には、以下の措置を実施すること。 

（１）情報システム運用時のセキュリティ監視等の運用管理機能を明確化し、情報システム運

用時に情報セキュリティ確保のために必要となる管理機能や監視のために必要な機能を本

業務の成果物へ適切に反映するために、以下を含む措置を実施すること。 

ア 情報システム運用時に情報セキュリティ確保のために必要となる管理機能を本業務

の成果物に明記すること。 

イ 情報セキュリティインシデントの発生を監視する必要がある場合、監視のために必要

な機能について、以下を例とする機能を本業務の成果物に明記すること。 

（ア）農林水産省外と通信回線で接続している箇所における外部からの不正アクセスやサ
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ービス不能攻撃を監視する機能 

（イ）不正プログラム感染や踏み台に利用されること等による農林水産省外への不正な通

信を監視する機能 

（ウ）端末等の農林水産省内ネットワークの末端に位置する機器及びサーバ装置におい

て不正プログラムの挙動を監視する機能 

（エ）農林水産省内通信回線への端末の接続を監視する機能 

（オ）端末への外部電磁的記録媒体の挿入を監視する機能 

（カ）サーバ装置等の機器の動作を監視する機能 

（キ）ネットワークセグメント間の通信を監視する機能 

（２）開発する情報システムに関連する脆（ぜい）弱性への対策が実施されるよう、以下を含む

対策を本業務の成果物に明記すること。 

ア 既知の脆（ぜい）弱性が存在するソフトウェアや機能モジュールを情報システムの構

成要素としないこと。 

イ 開発時に情報システムに脆（ぜい）弱性が混入されることを防ぐためのセキュリティ実

装方針を定めること。 

ウ セキュリティ侵害につながる脆（ぜい）弱性が情報システムに存在することが発覚した

場合に修正が施されること。 

エ ソフトウェアのサポート期間又はサポート打ち切り計画に関する情報を提供すること。 

（３）開発する情報システムに意図しない不正なプログラム等が組み込まれないよう、以下を全

て含む対策を本業務の成果物に明記すること。 

ア 情報システムで利用する機器等を調達する場合は、意図しない不正なプログラム等

が組み込まれていないことを確認すること。 

イ アプリケーション・コンテンツの開発時に意図しない不正なプログラム等が混入される

ことを防ぐための対策を講ずること。 

ウ 情報システムの構築を委託する場合は、委託先において農林水産省が意図しない変

更が加えられないための管理体制を求めること。 

（４）要安定情報を取り扱う情報システムを構築する場合は、許容される停止時間を踏まえて、

情報システムを構成する要素ごとに、以下を全て含むセキュリティ要件を定め、本業務の成

果物に明記すること。 

ア 端末、サーバ装置及び通信回線装置等の冗長化に関する要件 

イ 端末、サーバ装置及び通信回線装置並びに取り扱われる情報に関するバックアップ

の要件 

ウ 情報システムを中断することのできる時間を含めた復旧に関する要件 

（５）開発する情報システムのネットワーク構成について、以下を全て含む要件を定め、本業務

の成果物に明記すること。 

ア インターネットやインターネットに接点を有する情報システム（クラウドサービスを含
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む。）から分離することの要否の判断及びインターネットから分離するとした場合に、分

離を確実にするための要件 

イ 端末、サーバ装置及び通信回線装置上で利用するソフトウェアを実行するために必要

な通信要件 

ウ インターネット上のクラウドサービス等のサービスを利用する場合の通信経路全般の

ネットワーク構成に関する要件 

エ 農林水産省外通信回線を経由して機器等に対してリモートメンテナンスすることの要

否の判断とリモートメンテナンスすることとした場合の要件 

３ 受託者は、本業務において情報システムの構築を行う場合には、以下の事項を含む措置

を適切に実施すること。 

（１）情報システムのセキュリティ要件の適切な実装 

ア 主体認証機能 

イ アクセス制御機能 

ウ 権限管理機能 

エ 識別コード・主体認証情報の付与管理 

オ ログの取得・管理 

カ 暗号化機能・電子署名機能 

キ 暗号化・電子署名に係る管理 

ク 監視機能 

ケ ソフトウェアに関する脆（ぜい）弱性等対策 

コ 不正プログラム対策 

サ サービス不能攻撃対策 

シ 標的型攻撃対策 

ス 動的なアクセス制御 

セ アプリケーション・コンテンツのセキュリティ 

ソ 政府ドメイン名（go.jp）の使用 

タ 不正なウェブサイトへの誘導防止 

チ 農林水産省外のアプリケーション・コンテンツの告知 

（２）監視機能及び監視のための復号・再暗号化 

監視のために必要な機能について、２（１）イの各項目を例として必要な機能を設けること。

また、必要に応じ、監視のために暗号化された通信データの復号化や、復号されたデータの

再暗号化のための機能を設けること。 

（３）情報セキュリティの観点に基づくソフトウェアの選定 

情報システムを構成するソフトウェアについては、運用中にサポートが終了しないよう可能

な限り最新版を選定し、利用するソフトウェアの種類、バージョン及びサポート期限に係る情

報を農林水産省に提供すること。 



 （別紙 4） 

 - 6 -

ただし、サポート期限が公表されていないソフトウェアについては、情報システムのライフ

サイクルを踏まえ、ソフトウェアの発売等からの経過年数や後継となるソフトウェアの有無等

を考慮して選定すること。 

（４）情報セキュリティの観点に基づく試験の実施 

ア ソフトウェアの開発及び試験を行う場合は、運用中の情報システムとの分離 

イ 試験項目及び試験方法の決定並びにこれに基づいた試験の実施 

ウ 試験の実施記録の作成・保存 

（５）情報システムの開発環境及び開発工程における情報セキュリティ対策 

ア 変更管理、アクセス制御、バックアップの取得等、ソースコードの不正な変更・消去を

防止するための管理 

イ 調達仕様書等に規定されたセキュリティ実装方針の適切な実施 

ウ セキュリティ機能の適切な実装、セキュリティ実装方針に従った実装が行われている

ことを確認するための設計レビュー及びソースコードレビューの範囲及び方法の決定並

びにこれに基づいたレビューの実施 

エ オフショア開発を実施する場合の試験データに実データを使用することの禁止 

（６）政府共通利用型システムの利用における情報セキュリティ対策 

ガバメントソリューションサービス（ＧＳＳ）等、政府共通利用型システムが提供するセキュリ

ティ機能を利用する情報システムを構築する場合は、政府共通利用型システム管理機関が

定める運用管理規程等に基づき、政府共通利用型システムの情報セキュリティ水準を低下さ

せることがないように、適切なセキュリティ要件を実装すること。 

４ 受託者は、本業務において情報システムの運用・保守を行う場合には、以下の事項を含む

措置を適切に実施すること。 

（１）情報システムに実装されたセキュリティ機能が適切に運用されるよう、以下の事項を適切

に実施すること。 

ア 情報システムの運用環境に課せられるべき条件の整備 

イ 情報システムのセキュリティ監視を行う場合の監視手順や連絡方法 

ウ 情報システムの保守における情報セキュリティ対策 

エ 運用中の情報システムに脆（ぜい）弱性が存在することが判明した場合の情報セキュ

リティ対策 

オ 利用するソフトウェアのサポート期限等の定期的な情報収集及び報告 

カ 「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」(デジタル社会推進会議幹事会決定。最

終改定：2025 年 5 月 27 日)の「別紙３ 調達仕様書に盛り込むべき情報資産管理標準

シートの提出等に関する作業内容」に基づく情報資産管理を行うために必要な事項を

記載した情報資産管理標準シートの提出 

キ アプリケーション・コンテンツの利用者に使用を求めるソフトウェアのバージョンのサポ

ート終了時における、サポートを継続しているバージョンでの動作検証及び当該バージ
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ョンで正常に動作させるためのアプリケーション・コンテンツ等の修正 

（２）情報システムの運用保守段階へ移行する前に、移行手順及び移行環境に関して、以下を

含む情報セキュリティ対策を行うこと。 

ア 情報セキュリティに関わる運用保守体制の整備 

イ 運用保守要員へのセキュリティ機能の利用方法等に関わる教育の実施 

ウ 情報セキュリティインシデント（可能性がある事象を含む。以下同じ。）を認知した際の

対処方法の確立 

（３）情報システムのセキュリティ監視を行う場合には、以下の内容を全て含む監視手順を定め、

適切に監視運用すること。 

ア 監視するイベントの種類や重要度 

イ 監視体制 

ウ 監視状況の報告手順や重要度に応じた報告手段 

エ 情報セキュリティインシデントの可能性がある事象を認知した場合の報告手順 

オ 監視運用における情報の取扱い（機密性の確保） 

（４） 情報システムで不要となった識別コードや過剰なアクセス権限等の付与がないか定期的

に見直しを行うこと。 

（５） 情報システムにおいて定期的に脆（ぜい）弱性対策の状況を確認すること。 

（６）情報システムに脆（ぜい）弱性が存在することを発見した場合には、速やかに担当部署に

報告し、本業務における運用・保守要件に従って脆（ぜい）弱性の対策を行うこと。 

（７）要安定情報を取り扱う情報システムについて、以下の内容を全て含む運用を行うこと。 

ア 情報システムの各構成要素及び取り扱われる情報に関する適切なバックアップの取

得及びバックアップ要件の確認による見直し 

イ 情報システムの構成や設定の変更等が行われた際及び少なくとも年１回の頻度で定

期的に、情報システムが停止した際の復旧手順の確認による見直し 

（８）ガバメントソリューションサービス（ＧＳＳ）等、本業務の調達範囲外の政府共通利用型シス

テムが提供するセキュリティ機能を利用する情報システムを運用する場合は、政府共通利

用型システム管理機関との責任分界に応じた運用管理体制の下、政府共通利用型システ

ム管理機関が定める運用管理規程等に従い、政府共通利用型システムの情報セキュリティ

水準を低下させることのないよう、適切に情報システムを運用すること。 

（９）不正な行為及び意図しない情報システムへのアクセス等の事象が発生した際に追跡でき

るように、運用・保守に係る作業についての記録を管理し、運用・保守によって機器の構成

や設定情報等に変更があった場合は、情報セキュリティ対策が適切であるか確認し、必要

に応じて見直すこと。 

５ 受託者は、本業務において情報システムの更改又は廃棄を行う場合には、当該情報シス

テムに保存されている情報について、以下の措置を適切に講ずること。 

（１）情報システム更改時の情報の移行作業における情報セキュリティ対策 
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（２）情報システム廃棄時の不要な情報の抹消 

 

Ⅴ 情報システムの一部の機能を提供するサービスに関する情報セキュリティの確保 

応札者は、要機密情報を取り扱う情報システムの一部の機能を提供するサービス（クラウド

サービスを除くものとし、以下「業務委託サービス」という。）に関する業務を実施する場合は、

業務委託サービス毎に以下の措置を講ずること。 

１ 業務委託サービスの中断時や終了時に円滑に業務を移行できるよう、取り扱う情報の可用

性に応じ、以下を例としたセキュリティ対策を実施すること。 

（１）業務委託サービス中断時の復旧要件 

（２）業務委託サービス終了または変更の際の事前告知の方法・期限及びデータ移行方法 

２ 業務委託サービスを提供する情報処理設備が収容されているデータセンターが設置されて

いる独立した地域（リージョン）が国内であること。 

３ 業務委託サービスの契約に定める準拠法が国内法のみであること。 

４ ペネトレーションテストや脆（ぜい）弱性診断等の第三者による検査の実施状況と受入に関

する情報が開示されていること。 

５ 業務委託サービスの利用を通じて農林水産省が取り扱う情報について、目的外利用を禁

止すること。 

６ 業務委託サービスの提供に当たり、業務委託サービスの提供者若しくはその従業員、再委

託先又はその他の者によって、農林水産省の意図しない変更や機密情報の窃取等が行わ

れないことを保証する管理が、一貫した品質保証体制の下でなされていること（例えば、品

質保証体制の責任者や各担当者がアクセス可能な範囲等を示した管理体制図、第三者機

関による品質保証体制を証明する書類等を提出すること）。 

７ 業務委託サービスの提供者の資本関係、役員等の情報、業務委託サービスの提供が行わ

れる施設等の場所、業務委託サービス提供に従事する者（契約社員、派遣社員等の雇用

形態は問わず、本業務に従事する全ての要員）の所属、専門性（情報セキュリティに係る資

格、研修実績等）、実績及び国籍に関する情報を記載した資料を提出すること。 

８ 業務委託サービスの提供者の情報セキュリティ水準を証明する、Ⅱの２で掲げる証明書等

または同等以上の国際規格等の証明書の写しを提出すること。 

９ 情報セキュリティインシデントへの対処方法を確立していること。 

10 情報セキュリティ対策その他の契約の履行状況を確認できること。 

11 情報セキュリティ対策の履行が不十分な場合の対処方法を確立していること。 

12 業務委託サービスの提供者との情報の受渡し方法や委託業務終了時の情報の廃棄方法

等を含む情報の取扱手順について業務委託サービスの提供者と合意し、定められた手順に

より情報を取り扱うこと。 

 

Ⅵ クラウドサービスに関する情報セキュリティの確保 
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応札者は、本業務において、クラウドサービス上で要機密情報を取り扱う場合は、当該クラ

ウドサービスごとに以下の措置を講ずること。また、当該クラウドサービスの活用が本業務の

再委託に該当する場合は、当該クラウドサービスに対して、Ⅹの措置を講ずること。 

１ サービス条件 

（１）クラウドサービスを提供する情報処理設備が収容されているデータセンターについて、設

置されている独立した地域（リージョン）が国内であること。 

（２）クラウドサービスの契約に定める準拠法が国内法のみであること。 

（３）クラウドサービス終了時に情報を確実に抹消することが可能であること。 

（４）本業務において要求されるサービス品質を満たすクラウドサービスであること。 

（５）クラウドサービス提供者の資本関係、役員等の情報、クラウドサービス提供に従事する者

（契約社員、派遣社員等の雇用形態は問わず、本業務に従事する全ての要員）のうち農林

水産省の情報又は農林水産省が利用するクラウドサービスの環境に影響を及ぼす可能性

のある者の所属、専門性（情報セキュリティに係る資格、研修実績等）、実績及び国籍に関

する情報を記載した資料を提出すること。 

（６）ペネトレーションテストや脆（ぜい）弱性診断等の第三者による検査の実施状況と受入に

関する情報が開示されていること。 

（７）原則として、ISMAP クラウドサービスリスト又は ISMAP-LIU クラウドサービスリスト（以下

「ISMAP クラウドサービスリスト等」という。）に登録されているクラウドサービスであること。 

（８）ISMAP クラウドサービスリスト等に登録されていないクラウドサービスの場合は、ISMAP の

管理基準に従い、ガバナンス基準及びマネジメント基準における全ての基準、管理策基準

における統制目標（３桁の番号で表現される項目）及び末尾にＢが付された詳細管理策（４

桁の番号で表現される項目）を原則として全て満たしていることを証明する資料を提出し、農

林水産省の承認を得ること。 

２ クラウドサービスのセキュリティ要件 

（１）クラウドサービスについて、以下の要件を満たしていること。 

ア クラウドサービス提供者が提供する主体認証情報の管理機能が農林水産省の要求

事項を満たすこと。 

イ クラウドサービス上に保存する情報やクラウドサービスの機能に対してアクセス制御

できること。 

ウ クラウドサービス利用者によるクラウドサービスに多大な影響を与える操作が特定さ

れていること。 

エ クラウドサービス内及び通信経路全般における暗号化が行われていること。 

オ クラウドサービス上に他ベンダが提供するソフトウェア等を導入する場合、ソフトウェア

のクラウドサービス上におけるライセンス規定に違反していないこと。 

カ クラウドサービスのリソース設定を変更するユーティリティプログラムを使用する場合、

その機能を確認していること。 
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キ 暗号鍵管理機能をクラウドサービス提供者が提供する場合、鍵管理手順、鍵の種類

の情報及び鍵の生成から廃棄に至るまでのライフサイクルにおける情報をクラウドサー

ビス提供者から入手し、またリスク評価を実施していること。 

ク 利用するクラウドサービスのネットワーク基盤が他のネットワークと分離されていること。 

ケ クラウドサービス提供者が提供するバックアップ機能を利用する場合、農林水産省の

要求事項を満たすこと。 

（２）クラウドサービスで利用するアカウント管理に関して、以下のセキュリティ機能要件を満た

していること。 

ア クラウドサービス提供者が付与し、又はクラウドサービス利用者が登録する識別コー

ドの作成から廃棄に至るまでのライフサイクルにおける管理 

イ クラウドサービスを利用する情報システムの管理者権限を保有するクラウドサービス

利用者に対する、強固な認証技術による認証 

ウ クラウドサービス提供者が提供する主体認証情報の管理機能について、農林水産省

の要求事項を満たすための措置の実施 

（３）クラウドサービスで利用するアクセス制御に関して、以下のセキュリティ機能要件を満たし

ていること。 

ア クラウドサービス上に保存する情報やクラウドサービスの機能に対する適切なアクセ

ス制御 

イ インターネット等の農林水産省外通信回線から農林水産省内通信回線を経由せずに

クラウドサービス上に構築した情報システムにログインすることを認める場合の適切な

セキュリティ対策 

（４）クラウドサービスで利用する権限管理に関して、以下のセキュリティ機能要件を満たしてい

ること。 

ア クラウドサービス利用者によるクラウドサービスに多大な影響を与える誤操作の抑制 

イ クラウドサービスのリソース設定を変更するユーティリティプログラムを使用する場合

の利用者の制限 

（５）クラウドサービスで利用するログの管理に関して、以下のセキュリティ機能要件を満たして

いること。 

ア クラウドサービスが正しく利用されていることの検証及び不正侵入、不正操作等がな

されていないことの検証を行うために必要なログの管理 

（６）クラウドサービスで利用する暗号化に関して、以下のセキュリティ機能要件を満たしている

こと。 

ア クラウドサービス内及び通信経路全般における暗号化の適切な実施 

イ 情報システムで利用する暗号化方式の遵守度合いに係る法令や農林水産省訓令等

の関連する規則の確認 

ウ 暗号化に用いる鍵の保管場所等の管理に関する要件 
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エ クラウドサービスで利用する暗号鍵に関する生成から廃棄に至るまでのライフサイク

ルにおける適切な管理 

（７）クラウドサービスを利用する際の設計・設定時の誤り防止に関して、以下のセキュリティ要

件を満たしていること。 

ア クラウドサービス上で構成される仮想マシンに対する適切なセキュリティ対策 

イ クラウドサービス提供者へのセキュリティを保つための開発手順等の情報の要求とそ

の活用 

ウ クラウドサービス提供者への設計、設定、構築等における知見等の情報の要求とそ

の活用 

エ クラウドサービスの設定の誤りを見いだすための対策 

（８）クラウドサービス運用時の監視等に関して、以下の運用管理機能要件を満たしていること。 

ア クラウドサービス上に構成された情報システムのネットワーク設計におけるセキュリテ

ィ要件の異なるネットワーク間の通信の監視 

イ 利用するクラウドサービス上の情報システムが利用するデータ容量や稼働性能につ

いての監視と将来の予測 

ウ クラウドサービス内における時刻同期の方法 

エ 利用するクラウドサービスの不正利用の監視 

（９）クラウドサービス上で要安定情報を取り扱う場合は、その可用性を考慮した設計となって

いること。 

（10）クラウドサービスにおいて、不測の事態に対してサービスの復旧を行うために必要なバッ

クアップの確実な実施を含む、情報セキュリティインシデントが発生した際の復旧に関する

対策要件が策定されていること。 

３ クラウドサービスを利用した情報システム 

クラウドサービスを利用した情報システムについて、以下の措置を講ずること。 

（１）導入・構築時の対策 

ア クラウドサービスで利用するサービスごとの情報セキュリティ水準の維持に関する手

順について、以下の内容を全て含む実施手順を整備すること。 

（ア）クラウドサービス利用のための責任分界点を意識した利用手順 

（イ）クラウドサービス利用者が行う可能性がある重要操作の手順 

イ 情報システムの運用・監視中に発生したクラウドサービスの利用に係る情報セキュリ

ティインシデントを認知した際の対処手順について、以下の内容を全て含む実施手順を

整備すること。 

（ア）クラウドサービス提供者との責任分界点を意識した責任範囲の整理 

（イ）クラウドサービスのサービスごとの情報セキュリティインシデント対処に関する事項 

（ウ）クラウドサービスに係る情報セキュリティインシデント発生時の連絡体制 

ウ クラウドサービスが停止し、又は利用できなくなった際の復旧手順を実施手順として整
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備すること。なお、要安定情報を取り扱う場合は十分な可用性を担保した手順とするこ

と。 

（２）運用・保守時の対策 

ア クラウドサービスの利用に関して、以下の内容を全て含む情報セキュリティ対策を実

施すること。 

（ア）クラウドサービス提供者に対する定期的なサービスの提供状態の確認 

（イ）クラウドサービス上で利用するＩＴ資産の適切な管理 

イ クラウドサービスで利用するアカウントの管理、アクセス制御、管理権限に関して、以

下の内容を全て含む情報セキュリティ対策を実施すること。 

（ア）管理者権限をクラウドサービス利用者へ割り当てる場合のアクセス管理と操作の確

実な記録 

（イ）クラウドサービス利用者に割り当てたアクセス権限に対する定期的な確認による見直

し 

ウ クラウドサービスで利用する機能に対する脆（ぜい）弱性対策を実施すること。 

エ クラウドサービスを運用する際の設定変更に関して、以下の内容を全て含む情報セキ

ュリティ対策を実施すること。 

（ア）クラウドサービスのリソース設定を変更するユーティリティプログラムを使用する場合

の利用者の制限 

（イ）クラウドサービスの設定を変更する場合の設定の誤りを防止するための対策 

（ウ）クラウドサービス利用者が行う可能性のある重要操作に対する監督者の指導の下で

の実施 

オ クラウドサービスを運用する際の監視に関して、以下の内容を全て含む対策を実施す

ること。 

（ア）クラウドサービスの不正利用の監視 

（イ）クラウドサービスで利用しているデータ容量、性能等の監視 

カ クラウドサービスを運用する際の可用性に関して、以下の内容を全て含む情報セキュ

リティ対策を実施すること。 

（ア）不測の事態に際してサービスの復旧を行うために必要なバックアップの確実な実施 

（イ）要安定情報をクラウドサービスで取り扱う場合の十分な可用性の担保、復旧に係る

定期的な訓練の実施 

（ウ）クラウドサービス提供者からの仕様内容の変更通知に関する内容確認と復旧手順

の確認 

キ クラウドサービスで利用する暗号鍵に関して、暗号鍵の生成から廃棄に至るまでのラ

イフサイクルにおける適切な管理の実施を含む情報セキュリティ対策の実施 

（３）更改・廃棄時の対策 

ア クラウドサービスの利用終了に際して、以下の内容を全て含む情報セキュリティ対策
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を実施すること。 

（ア）クラウドサービスで取り扱った情報の廃棄 

（イ）暗号化消去が行えない場合の基盤となる物理機器の廃棄 

（ウ）作成されたクラウドサービス利用者アカウントの削除 

（エ）利用したクラウドサービスにおける管理者アカウントの削除又は返却 

（オ）クラウドサービス利用者アカウント以外の特殊なアカウントの削除と関連情報の廃棄 

 

Ⅶ Web システム／Web アプリケーションに関する情報セキュリティの確保 

受託者は、本業務において、Web システム／Web アプリケーションを開発、利用または運用

等を行う場合、別紙「Web システム／Web アプリケーションセキュリティ要件書 Ver.4.0」の各項

目について、対応可、対応不可あるいは対象外等の対応方針を記載した資料を提出すること。 

 
Ⅷ 機器等に関する情報セキュリティの確保 

 受託者は、本業務において、農林水産省にサーバ装置、端末、通信回線装置、複合機、特

定用途機器、外部電磁的記録媒体、ソフトウェア等（以下「機器等」という。）を納品、賃貸借等

をする場合には、以下の措置を講ずること。 

１ 納入する機器等の製造工程において、農林水産省が意図しない変更が加えられないよう

適切な措置がとられており、当該措置を継続的に実施していること。また、当該措置の実施

状況を証明する資料を提出すること。 

２ 機器等に対して不正な変更があった場合に識別できる構成管理体制を確立していること。

また、不正な変更が発見された場合に、農林水産省と受託者が連携して原因を調査・排除

できる体制を整備していること。 

３ 機器等の設置時や保守時に、情報セキュリティの確保に必要なサポートを行うこと。 

４ 利用マニュアル・ガイダンスが適切に整備された機器等を採用すること。 

５ 脆（ぜい）弱性検査等のテストが実施されている機器等を採用し、そのテストの結果が確認

できること。 

６ ISO/IEC 15408 に基づく認証を取得している機器等を採用することが望ましい。なお、当該

認証を取得している場合は、証明書等の写しを提出すること。（提出時点で有効期限が切れ

ていないこと。） 

７ 情報システムを構成するソフトウェアについては、運用中にサポートが終了しないよう、サ

ポート期間が十分に確保されたものを選定し、可能な限り最新版を採用するとともに、ソフト

ウェアの種類、バージョン及びサポート期限について報告すること。なお、サポート期限が事

前に公表されていない場合は、情報システムのライフサイクルを踏まえ、販売からの経過年

数や後継ソフトウェアの有無等を考慮して選定すること。 

８ 機器等の納品時に、以下の事項を書面で報告すること。 

（１）調達仕様書に指定されているセキュリティ要件の実装状況（セキュリティ要件に係る試験
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の実施手順及び結果） 

（２）機器等に不正プログラムが混入していないこと（最新の定義ファイル等を適用した不正プ

ログラム対策ソフトウェア等によるスキャン結果、内部監査等により不正な変更が加えられ

ていないことを確認した結果等） 

 

Ⅸ 管轄裁判所及び準拠法 

１ 本業務に係る全ての契約（クラウドサービスを含む。以下同じ。）に関して訴訟の必要が生

じた場合の専属的な合意管轄裁判所は、国内の裁判所とすること。 

２ 本業務に係る全ての契約の成立、効力、履行及び解釈に関する準拠法は、日本法とする

こと。 

 

Ⅹ 業務の再委託における情報セキュリティの確保 

１ 受託者は、本業務の一部を再委託（再委託先の事業者が受託した事業の一部を別の事業

者に委託する再々委託等、多段階の委託を含む。以下同じ。）する場合には、受託者が上

記Ⅱの１、Ⅱの２、Ⅲの１及びⅣの１において提出することとしている資料等と同等の再委託

先に関する資料等並びに再委託対象とする業務の範囲及び再委託の必要性を記載した申

請書を提出し、農林水産省の許可を得ること。 

２ 受託者は、本業務に係る再委託先の行為について全責任を負うものとする。また、再委託

先に対して、受託者と同等の義務を負わせるものとし、再委託先との契約においてその旨を

定めること。なお、情報セキュリティ監査については、受託者による再委託先への監査のほ

か、農林水産省又は農林水産省が選定した事業者による再委託先への立入調査等の監査

を受け入れるものとすること。 

３ 受託者は、担当部署からの要求があった場合は、再委託先における情報セキュリティ対策

の履行状況を報告すること。 

 

Ⅺ 資料等の提出 

 上記Ⅱの１、Ⅱの２、Ⅲの１、Ⅳの１、Ⅴの６、Ⅴの７、Ⅴの８、Ⅵの１（５）、Ⅵの１（６）、Ⅵの１

（８）、Ⅷの１及びⅧの６において提出することとしている資料等については、最低価格落札方

式にあっては入札公告及び入札説明書に定める証明書等の提出場所及び提出期限に従って

提出し、総合評価落札方式にあっては提案書等の総合評価のための書類に添付して提出す

ること。 

 

Ⅻ 変更手続 

 受託者は、上記Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ、Ⅶ、Ⅷ及びⅩに関して、農林水産省に提示した内容を変

更しようとする場合には、変更する事項、理由等を記載した申請書を提出し、農林水産省の許

可を得ること。 



（別紙5）

■本調達に含まれるソフトウェア情報について
バージョン メーカー名 サポート期限

1 Microsoft 2031/10/14

2 11.5 esri 2029/5/31

3 3.5 esri 2028/6/1

4 4.8.1 Microsoft 2031/10/14

5 8 Microsoft 2026/11/10.NET8

ソフトウェア名
Windows Server 2022 Datacenter
ArcGISServer
ArcGISPro
.NET Framework 4.8.1



 

 

 

様式 

 

環境負荷低減のクロスコンプライアンス実施状況報告書 

 

以下のア～エの取組について、実施状況を報告します。 

 

ア 環境負荷低減に配慮したものを調達するよう努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・対象となる物品の輸送に当たり、燃料消費を少なくするよう検

討する（もしくはそのような工夫を行っている配送業者と連携

する）。 

☐ ☐ 

・対象となる物品の輸送に当たり、燃費効率の向上や温室効果ガ

スの過度な排出を防ぐ観点から、輸送車両の保守点検を適切に

実施している。 

☐ ☐ 

・農林水産物や加工食品を使用する場合には、農薬等を適正に使

用して（農薬の使用基準等を遵守して）作られたものを調達す

ることに努めている。 

☐ ☐ 

・事務用品を使用する場合には、詰め替えや再利用可能なものを

調達することに努めている。 
☐ ☐ 

・その他（                       ）  

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該当」）、

その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                   ） 

イ エネルギーの削減の観点から、オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状

況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わない取組（照明、空調

のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃費効率の良い機械の利用

等）の実施に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・事業実施時に消費する電気・ガス・ガソリン等のエネルギーに

ついて、帳簿への記載や伝票の保存等により、使用量・使用料

金の記録に努めている。 

☐ ☐ 

前野美沙樹(MAENOMisaki)
タイプライターテキスト
（別紙6）




 

・事業実施時に使用するオフィスや車両・機械等について、不要

な照明の消灯やエンジン停止に努めている。 
☐ ☐ 

・事業実施時に使用するオフィスや車両・機械等について、基準

となる室温を決めたり、必要以上の冷暖房、保温を行わない

等、適切な温度管理に努めている。 

☐ ☐ 

・事業実施時に使用する車両・機械等が効果的に機能を発揮でき

るよう、定期的な点検や破損があった場合は補修等に努めてい

る。 

☐ ☐ 

・夏期のクールビズや冬期のウォームビズの実施に努めている。 ☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該当」）、

その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                   ） 

 

ウ 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・事業実施時に使用する資材について、プラスチック資材から紙

などの環境負荷が少ない資材に変更することを検討する。 
☐ ☐ 

・資源のリサイクルに努めている（リサイクル事業者に委託する

ことも可）。 
☐ ☐ 

・事業実施時に使用するプラスチック資材を処分する場合に法令

に従って適切に実施している。  
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                  ） 

 

エ みどり戦略の理解に努めるとともに、機械等を扱う場合は、機械の適切な整備及

び管理並びに作業安全に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 



 

・「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート解説

書 －民間事業者・自治体等編－」にある記載内容を了知し、関

係する事項について取り組むよう努める。 

☐ ☐ 

・事業者として独自の環境方針やビジョンなどの策定している、

もしくは、策定を検討する。 
☐ ☐ 

・従業員等の向けの環境や持続性確保に係る研修などを行ってい

る、もしくは、実施を検討する。 
☐ ☐ 

・作業現場における、作業安全のためのルールや手順などをマニ

ュアル等に整理する。また、定期的な研修などを実施するよう

に努めている。 

☐ ☐ 

・資機材や作業機械・設備が異常な動作などを起こさないよう、

定期的な点検や補修などに努めている。 
☐ ☐ 

・作業現場における作業空間内の工具や資材の整理などを行い、

安全に作業を行えるスペースを確保する。 
☐ ☐ 

・労災保険等の補償措置を備えるよう努めている。 ☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                  ） 

 

 

 


